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論文の内容の要旨 
 
 
論文題目：せん断破壊した鉄筋コンクリート造柱の残存軸耐力評価に関する研究 
 
氏  名：杨  勇 
 
本研究は，いわゆる新耐震基準施行以前に設計された RC 造建物に多く見られる，せん断破壊
が発生しうるRC造柱を対象に，せん断破壊後の定量的な残存軸耐力評価手法の開発を目的とし，
柱の力学モデルの構築，及びそれに基づく残存軸耐力評価手法の提案などの理論的な分析や展開
を行ったうえで，既往研究による加力実験データベース及び本研究で新たに実施した加力実験結
果を用いて提案した評価手法の妥当性・適用性の検討・検証を行ったものである。以下に，本論
文の構成及び各章の概要を示す。 
 
第 1 章「序論」では，せん断破壊が発生した後の RC 造柱の残存軸耐力評価が極めて重要であ
ることを述べた。また，関連する既往研究を紹介することを通じて，それらの研究における未解
決の課題を抽出し，更なる検討を行う必要性があることを明らかにする。既往研究においては，
せん断破壊後の軸耐力の低下による柱の軸崩壊のメカニズムは完全に明らかになっていないこと，
及び合理的かつ高精度な残存軸耐力評価手法が提案されていないこと，の 2 点が課題として挙げ
られ，本研究の目的を両者の課題の解決，すなわち軸崩壊メカニズムの解明とそれに基づく高精
度な残存軸耐力評価手法の構築とすることを述べた。 
 
第 2 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の提案」では，軸崩壊限界点の定義や
せん断破壊した柱の力学モデルの構築，及びそれに基づく軸崩壊メカニズムの解明や定量的な残
存軸耐力の評価手法の提案を行った。本章では，まず，せん断破壊した RC 造柱に建物自重によ
る長期軸力と地震動によるせん断力が作用する状況を想定し，柱のせん断破壊区間の端部断面の
作用モーメントと水平変形の関係に基づいて軸崩壊限界点を定義するとともに，その時の柱に作
用する外力と負担する内力の関係を明らかにした。多くの既往研究においては，数多くの加力実
験データより軸崩壊限界点における柱のせん断力が 0 となることを前提とした評価がなされてき
たが，本研究ではその理論的背景を明らかにした。次に，過去に行われた地震被害調査結果から
せん断破壊後の RC造柱の破壊形態を把握した上で，合理的な仮定を導入して RC造柱のせん断破
壊区間における力学モデルを構築した。本研究で構築したモデルには，コンクリートに形成され
たアーチ機構の影響とそれによる主筋の残存軸耐力寄与分の増加が考慮でき，それが既往研究と
比べて大きく異なる点である。最後に，軸崩壊限界点の定義及び構築した RC 造柱のせん断破壊
区間における力学モデルに基づいてせん断破壊した RC 造柱の定量的な残存軸耐力評価手法を提
案した。加えて，せん断破壊区間のせん断補強筋破断や慣性力その他の影響で地震時に柱内部の
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コンクリートが外部に飛散してしまい，主筋のみが鉛直抵抗要素となる状況を想定し，その場合
の，すなわち内部コンクリートが軸力を負担できない場合の，残存軸耐力評価式も新たに提案し
た。 
 
第 3 章「既往の加力実験データを用いた RC 造柱の残存軸耐力評価手法の精度検証」では，既
往研究による RC 造柱の加力実験データを収集して作成したデータベースを用い，第 2 章で提案
した RC 造柱の残存軸耐力の評価手法の妥当性を検証した。本章では，まず，加力実験データの
収集条件を設定して，16体の試験体からなる RC造柱の加力実験データベースを作成した。次に，
作成したデータベースを用い，本評価手法及び既往研究における残存軸耐力評価手法をそれぞれ
適用し，本研究で提案した評価手法の適用性や精度を検討した。その結果，本研究の評価手法に
よる算定結果は実験値の約 0.75～1.25 倍となり，既往研究の評価手法に比べてより精度が高いこ
とが明らかになった。 
 
第 4 章「主筋のみの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験」では，既往の
加力実験データベースのみでは第 2 章で提案したコンクリートが軸力を負担できない場合の残存
軸耐力の評価手法の妥当性が検証できないため，鉄筋のみによる柱試験体の加力実験を行い，提
案した評価手法の妥当性及び適用性を詳しく検証した。本章では，まず，鉄筋のみによる試験体
の設計・製作，及び実験の加力・計測計画について説明した。次に，各試験体の荷重と変形の関
係及び破壊経過を述べた。加力過程において試験体の水平・鉛直変形が急増する時の水平力がほ
ぼ 0 であったことより，定義した軸崩壊限界点の妥当性が確認できた。また，試験体の内力（せ
ん断破壊区間のせん断力及び端部モーメント）の水平変形の増加に従う変化を加力実験データよ
り確認できた。最後に，加力実験データに基づいて軸崩壊限界点を求め，その時の主筋の応力状
態を分析した。また，提案した評価手法による残存軸耐力の算定値と加力実験より得られた実験
値の比較，及びその結果に対する考察を行った。本研究で提案した評価手法による算定値は実験
値とほぼ対応し，既往研究にて提案された残存軸耐力評価手法と比べて本研究で提案した評価手
法はより高い精度を有すことが分かった。加えて，理想的な弾塑性材料の前提条件において本研
究で提案した残存軸耐力評価式においては，残存軸耐力の大きさはせん断破壊区間の長さに依存
しない特徴を有することを確認した。 
 
第 5章「コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験」では，第 3
章で構築した加力実験データベースを用いるのみでは，主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐
力寄与分を求めることが不可能であるため，新たに RC 造試験体柱の加力実験を行い，提案した
評価手法の妥当性及び適用性を詳しく検証した。本章では，まず，RC造柱の試験体の設計・製作，
及び実験の加力・計測計画について説明した。次に，各試験体の荷重と変形の関係及び破壊経過
を述べた。加力過程において試験体の水平・鉛直変形が急増する時の水平力がほぼ 0 であったこ
とより，提案した残存軸耐力評価手法における軸崩壊限界点の定義の妥当性が確認できた。最後
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に，加力実験データに基づいて軸崩壊限界点を求め，その時のせん断補強筋の断面応力状態と仮
定した断面応力状態を比較することにより，提案した評価手法の適用範囲をせん断補強筋比の観
点から調べた。その結果，本研究で設計したせん断補強筋比が 0.2%と 0.4%の試験体においては，
せん断補強筋断面がほぼ降伏状態にあり，提案した評価式が適用できることが示された。また，
主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力の算定値と加力実験より得られた実験値を比較するこ
とにより，提案した残存軸耐力評価手法の妥当性及び適用性を検証した。本研究で提案した評価
手法による主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力の算定値は実験値とほぼ対応し，既往研究
において提案された残存軸耐力評価手法と比べてより高い精度を有すことが明らかになった。加
えて，本加力実験データよりコンクリートに形成されたアーチ機構の影響で主筋の残存軸耐力が
増加することを確認し，本評価手法が妥当であったことが分かった。 
 
第 6章「せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化」では，第 3章～第 5章でそ
の妥当性や適用性が確認された残存軸耐力評価手法を耐震診断や耐震設計に適用しやすくするこ
と，また，評価モデルの物理的な意味を評価式に明確に反映することを主眼に置きつつ，主筋の
残存軸耐力寄与分を簡略化することにより，式全体の簡略化を行った。本章では，まず，主筋の
残存軸耐力寄与分の評価式の簡略化プロセスを説明し，次に，特定の部材に対する評価式の適用
により簡略化前後の残存軸耐力評価式による算定結果の変動を把握した。最後に，既往研究によ
る加力実験データベース及び本研究で新たに行った加力実験のデータを用いて簡略化した評価式
の妥当性を検証した。簡略化後の残存軸耐力評価式は，評価式の形式が非常に簡単で，評価モデ
ルの物理的な意味を評価式に明確に反映することができる。加力実験データに基づく検討結果は，
残存軸耐力の簡略化式による結果が簡略化前の約 0.85～0.95 倍で，簡略前よりやや小さく安全側
の評価を与えることが分かった。 
 
第 7 章「結論」では，本研究で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法に関して得られた知見
を総括し，今後の課題について取り纏めた。 
 
以上のように，本論文は，いわゆる新耐震基準施行以前に設計された RC 造建物に多く見られ
るせん断破壊が発生しうる柱を対象に，その柱がせん断破壊した後の残存軸耐力評価手法を提案
し，加力実験データに基づいてその妥当性及び適用性について検討・検証を行ったものであり，
将来の耐震診断や耐震設計に資する知見を提供するものである。 
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1 序論 
 
1.1 研究の背景 
 
 コンクリートと鉄筋が一体となった鉄筋コンクリート構造（以下，RC造と呼ぶ）は，コンクリ
ートと鉄筋がそれぞれ材料特性を発揮して圧縮にも引張にも強い特徴を有し，また，コンクリー
トで鉄筋を覆うことによって鉄筋を火から守り，錆の発生を防ぐことができ，建築・土木の分野
で広く用いられてきた[1.1]。しかしながら，過去の地震被害においては，数多くの RC造構造物に
様々な被害が生じた。特に，建築分野においては，せん断補強筋の不足や腰壁などの非構造壁が
取りつくことによる短柱化の影響で RC 造柱に脆性的なせん断破壊が生じ，軸崩壊に至った事例
が多く報告されている（写真 1.1 東北地方太平洋沖地震による RC 造柱のせん断破壊）。そのた
め，日本をはじめとする世界各国では耐震基準を改定し，脆性的なせん断破壊を軽減するよう努
めてきた歴史がある。例えば，日本では，過去の地震における被害調査に基づいて RC 造柱のせ
ん断補強筋に関する耐震規定を次のように改定してきた。①1968 年に発生した十勝沖地震では，
RC造建物に大きな被害が見られ，柱のせん断破壊により柱の軸耐力が低下し，軸方向に大きな変
形が生じた事例が報告されている[1.2]。その後，1971年改定の建築基準法施行令においては，せん
断補強筋の間隔の最低基準値を 300mmから 150mm（端部 100mm）に改定した[1.3]。②1978 年に
宮城県沖地震が発生し，十勝沖地震と同様に柱にせん断破壊が数多く生じた。その後，1981年に
同じく建築基準法施行令を改定してせん断補強筋比の最小値を 0.2%とした[1.3]。 
 しかしながら，現在においても旧基準で設計された建物が数多く残存しており，2011年に発生
した東北地方太平洋沖地震においても，RC造柱のせん断破壊，ならびに建物の崩壊が生じた事例
が数多く見られた[1.4]。 
 
  
写真 1.1 せん断破壊の被害事例 写真 1.2 軸崩壊の被害事例 
 
写真提供：東京大学・松川和人 写真提供：東京大学・松川和人 
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 このような新耐震設計基準以前に設計された，せん断補強筋が少ない RC 造柱を含む骨組は，
せん断破壊後の水平変形量の増加により，軸力支持能力が低下して長期作用軸力を支持できなく
なり，軸崩壊が生じる（写真 1.2 東北地方太平洋沖地震による RC 造柱の軸崩壊）。特に，建物
のある特定層における複数の柱にせん断破壊が発生する場合は，建物の一層分が瞬時に潰れてし
まう恐れがあり，人命・財産を損失することにつながる。例えば，日本国内では，1995年兵庫県
南部地震（写真 1.3（左） 兵庫県南部地震）では，RC造建物の中間階において，柱にせん断破
壊が生じた後，軸方向に崩壊したものが数多く見られた（中間層崩壊と呼ぶ）[1.5]。国外では，1985
年メキシコ地震（写真 1.3（右） メキシコ地震）において，同じく中間層の上下階の RC造スラ
ブが接するほどに激しい崩壊が生じ（パンケーキクラッシュと呼ぶ），このことによって多くの人
命が奪われた[1.6]，[1.7]。人命保護の観点からは，大地震時においても生存空間を確保することが建
物に要求される最低限の性能である。しかしながら，既存不適格建築物に代表されるように，地
震時に崩壊に至る危険性が高い建物は，日本のみならず世界中に潜在しているのが現状である。 
 RC造建物の最低限度の性能を確保するためには，せん断破壊した RC造柱の軸力保持限界及び
そこに至るまでの変形過程を知ることが非常に重要である。具体的には，RC造柱が軸力支持能力
を失うメカニズムを解明することが肝要である。他方，建築物の崩壊は柱の軸力保持能力の喪失
によってのみ生じる現象ではなく，仮にせん断破壊して軸力保持能力を喪失する柱が生じたとし
ても，当該部材の周辺架構が健全であれば，骨組としての崩壊を免れることができる。従って，
柱の軸力保持能力の喪失は必ずしも骨組の崩壊に直結するわけではないが，骨組の崩壊を予測し
その対策を講じるためには，柱の軸力保持能力評価がその出発点として極めて重要となる。 
 日本及び海外において，せん断破壊後の RC 造柱の残存軸耐力評価手法がいくつか提案されて
きた。例えば，2001年に改訂された日本建築防災協会の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震
診断基準・同解説」では，建物の終局限界を算定する際，柱の残存軸耐力の考え方が新たに取り
入れられた[1.8]，[1.9]。しかしながら，RC 造柱の軸力支持能力喪失という現象は，必ずしもそのメ
カニズムが十分には解明されていないのが現状である。そこで本研究では，人命保護という建物
に要求される最低限の性能を満足するための評価基準となる，せん断破壊後のRC造柱を対象に，
その残存軸耐力評価に関する研究に取り組む。 
 
  
写真 1.3 層崩壊の被害事例 
（中埜研究室所蔵，兵庫県南部地震） （中埜研究室所蔵，メキシコ地震） 
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1.2 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価に関する既往の研究 
 
 本節では，せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価に関する国内外の代表的な既往の研究事
例を紹介する。 
 
1.2.1 国内におけるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価に関する既往の研究 
 
① 「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説」における残存軸耐力の考え方 
 
 2001 年に改訂された日本建築防災協会の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・
同解説」（以下，耐震診断基準と略す）では，建物の終局限界を求める際に，柱の残存軸耐力の
考え方が新たに取り入れられた[1.8]，[1.9]。耐震診断基準では，表 1.1に示すように柱の種別及びせ
ん断補強筋量ごとに，変形量（F値）に応じて残存軸耐力 rN を全断面の圧縮強度で除した比率 rh
（残存軸耐力率と呼ぶ）で規定している。同じ変形量（F値）では，極脆性柱，せん断柱，曲げ
柱の順に残存軸耐力率 rh が大きくなる。 
  
表 1.1 耐震診断基準における残存軸耐力率 rh の仮定（文献[1.8]及び[1.9]に基づき作成） 
柱の種別 帯筋量 wp (%) F=1.0 F=1.27 F=2 F=3 
極脆性柱 
wp<4.0  0.4 0.3 0.1 0 
4.02.0 ££ wp  0.3 0.1 0 0 
2.0<wp  0 0 0 0 
せん断柱 
wp<4.0  0.6 0.4 0.2 0 
4.02.0 ££ wp  0.5 0.3 0.1 0 
2.0<wp  0.4 0 0 0 
曲げ柱 
wp<4.0  0.6 0.6 0.5 0.4 
4.02.0 ££ wp  0.5 0.5 0.3 0.2 
2.0<wp  0.4 0.4 0 0 
ここで， )/( Brr bDN sh = ，b：柱断面幅，D：柱断面せい， Bs ：コンクリート圧縮強度 
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② 「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説」における残存軸耐力の考え方に
対しての実験的な検証 
 
 山崎，田才ら[1.9]，[1.10]は，既往の実験研究から得られたデータを用いて耐震診断基準における
残存軸耐力の評価法の妥当性を確認した。加力実験データは，定軸力を支持できなくなるまで
水平載荷した独立柱を対象とし，コンクリート強度 15～36(N/mm2)，帯筋比 %4.0%2.0 ££ wp の
データを収集した。図 1.1 に示すように，極脆性柱とせん断柱においても，帯筋比
%4.0%2.0 ££ wp においては耐震診断基準による規定は実験結果より概ね安全側であることが
確認できた。また，山崎，田才らは帯筋比 %4.0%2.0 ££ wp において，新たに試験体を製作し
て加力実験を行い，耐震診断基準による規定を検証し，その結果，既往研究のデータベースに
よる検証と同様な結論を得た。 
 図 1.1に示すように，耐震診断基準では，帯筋量 wp が 0.2%～0.4%の極脆性柱やせん断柱にお
いて，建物全体の F値（変形量）が 2.0～3.0程度となる変形時にその残存軸耐力率 rh は 0と規定
されているが，本加力実験において同変形時点でも柱全断面の圧縮強度の最大約 0.4 倍の残存軸
耐力が存在することが明らかとなり，耐震診断基準の規定は極めて保守的であることが分かった。
そのため，耐震診断の高精度化のためには，極脆性柱やせん断柱に対する精密な残存軸耐力評価
手法が必要であると考えられる。 
 
  
(a)極脆性柱 (b)せん断柱 
図 1.1 既往研究における残存軸耐力率 rh の検討（文献[1.9]より） 
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③ 破壊曲面縮小の概念に基づく残存鉛直耐力の定式化 
 
 高稻，芳村ら[1.11]－[1.13]は，塑性理論に基づいて軸力と水平力との関係を表す破壊曲面を提案し，
それに水平力と水平変形との関係を与えることにより残存鉛直耐力（残存鉛直耐力は，本論文で
使用される残存軸耐力と同じ意味であると理解してもよい。ここでは文献をそのまま引用する。）
と水平変形の関係を導いた。破壊曲面（ここで，2 次曲線の破壊曲面を例として説明する）は，
図 1.2に示すように軸力 N を縦軸，水平力Pを横軸とする。a点の水平力 SP は，せん断破壊が発
生する時の水平力である。せん断破壊後に水平方向へ続けて加力を行うと，破壊（水平力の低下）
の進行とともに破壊曲面も初期破壊曲面から徐々に縮小する（図 1.2の a点から b点まで）。ここ
で除荷を行うと破壊曲面は維持され，応力点が曲面の内側に入ることになる（図 1.2の b点から c
点まで）。このとき，d点の軸力は除荷後水平力が 0の時の鉛直耐力，すなわち残存鉛直耐力 RN で
ある。b点の水平力は残存水平耐力 RP である。a点から b点まで破壊曲面の縮小率lと残存水平
耐力 RP の関係は，式(1.1)である。また，図 1.2の幾何学的な関係を用いて残存鉛直耐力 RN と
残存水平耐力 RP の関係は，式(1.2)のようになる。 
 高稻，芳村ら[1.11]－[1.13]は，せん断破壊点以降の水平力Pと水平変形Rの関係のスケルトンカー
ブを加力実験結果に基づいて図 1.3に示すようにモデル化した。せん断破壊点については，曲げ
降伏すると仮定して求めたスケルトンカーブの第 2 折れ線上で水平力が荒川式によるせん断強
度になる点とする。崩壊点については，せん断破壊型 RC造柱の崩壊実験の結果（計 15体，クリ
アスパン比 h0／D＝2～4，横補強筋比 pw＝0.11～0.21%，軸力比h＝0.18～0.35，主筋比 pg＝1.69～
2.65%，せん断余裕度＝0.49～0.73）に基づいてせん断補強筋比，軸力比及び主筋比をパラメータ
として崩壊変形の回帰式（式(1.3)）を提案した。なお，このとき（崩壊点）の水平力は 0とする。 
 最後に，残存鉛直耐力と水平変形との関係は，水平力と水平変形の関係（図 1.3）と破壊曲面で
表される軸力と水平力との関係（図 1.2）より求める(図 1.4)。ただし，せん断破壊を生じるまで
は，破壊曲面は縮小しないので残存鉛直軸耐力は初期圧縮耐力と等しい。せん断破壊点から第 3
折れ点においては，残存鉛直耐力は式(1.4)によって求める。第 3 折れ点から崩壊点においては，
残存鉛直耐力は式(1.5)によって求める。 
 高稲，芳村らの提案手法を用いることにより，水平耐力と軸耐力両方の評価ができるが，式(1.3)
の回帰分析に使用された加力実験結果が少ないため，また，特に部材の横補強筋比の実験範囲が
狭いため，広く適用することが困難である。また，本研究では，柱の構成要素である鉄筋・コン
クリートそれぞれの力の伝達メカニズムを解明するものではなく，評価法の適用範囲には注意が
必要である。 
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図 1.2 破壊曲面の縮小（P≧0に対して）（文献[1.11]-[1.13]に基づき作成） 
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図 1.3 水平力 Pと水平変形 Rとの関係（文献[1.11]-[1.13]に基づき作成） 
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図 1.4 残存鉛直耐力 NRと水平変形 Rとの関係（文献[1.11]-[1.13]に基づき作成） 
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④ 芳村らによる破壊曲面における縮小率の定式化 
 
 島崎ら[1.14]－[1.16]は，せん断破壊後の RC造柱の破壊曲面を簡易に設定するため，芳村らが提案し
たせん断破壊曲面縮小の考え方に基づき，残存軸耐力に着目して既往研究の実験データを整理し
てせん断破壊曲面の縮小率g を水平変形などのパラメータによる回帰式として提案した（3 パラ
メータ（式(1.6)），と 2パラメータ（式(1.7））の 2種類がある）。また，縮小率の回帰式による推
定値と実験値との関係は図 1.5のようとなり，2パラメータの式による縮小率の推定値にばらつき
がやや大きい。 
 
Rmp yg 6.656.1061.089.0 -++-= sg  ( 3.00.1 ³³ g ) 
ここで， 
（1.6） 
m  ：せん断余裕度，  
R  ：変形比（水平変形を部材せいで除した値），  
ygp s  ：主筋強度( 2/ mmN )，  
である。  
Rm 3.686.166.0 -+-=g  （1.7） 
 
  
図 1.5 せん断破壊曲面縮小率g の推定値と実験値の対応[1.14] 
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⑤ 軸力保持能力喪失部材角Rの評価式 
 
加藤ら[1.17]－[1.22]は，RC造柱部材がせん断破壊により軸力負担能力を失うメカニズムを実験的に
解明し，軸力保持能力喪失変形の評価式を提案することを目的に，静的加力実験を行ってきた。
加力実験結果を用いた回帰分析により，軸力比hと軸力支持能力喪失時の部材角 R との関係（式
(1.8)）を提案した。ここで述べる軸力比h（式(1.9)）は，等価軸力 eN（式(1.10)）と配筋詳細を
考慮した滑り開始時摩擦軸力計算値 Pfr,cal（図 1.7，式(1.11)及び式(1.12））の比とする。 
しかしながら，加藤らが提案した軸力支持能力喪失時部材角 Rの評価式（式(1.8)）は，少ない加
力実験の結果に基づいて回帰分析より求めた経験式であるため，広く適用することが困難である。 
 
 
A
BC
D
E
Pfro Pfr
軸
力
軸変形
初期摩擦軸力計算値
滑り開始時摩擦軸力実験値
Pfro
Pfr
 
図 1.6 軸力負担能力喪失変形の評価式[1.17] 
図 1.7 滑り開始時摩擦軸力の定義 
（文献[1.17]に基づき作成） 
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cossin2cossin
-
--
+= QNNe  
ここで， 
（1.10） 
 
 
N  :導入した軸力，  
Q  :軸力負担能力喪失ステップ時のせん断力，  
m  :摩擦係数，  
q  :滑り角度，  
である。  
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dfrocalfr RD
SPP )5.01(, -=  
ここで， 
（1.11） 
 
 
S  :帯筋間隔，  
D  :柱せい，  
dR  :配筋詳細に関する係数，  
である。  
yswywfro AbDpP s
qmqq
qmqqs +
-
+
= 2
2
coscossin
sincossin
 
ここで， 
（1.12） 
 
b  :柱の幅，  
wp  :せん断補強筋比，  
wys  :せん断補強筋降伏強度，  
sA  :主筋の全断面積，  
ys  :主筋降伏強度，  
である。  
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⑥ 仮想仕事の原理に基づいたせん断破壊を生じる RC柱の崩壊判定 
 
内田ら[1.23]－[1.26]は，せん断破壊が発生する瞬間に崩壊が生じる柱，及びある程度の変形能力を
発揮した後に崩壊が生じる柱を対象として，崩壊時の柱の水平力が 0と仮定した仮想仕事の原理
（式(1.13)）により 2種類のせん断崩壊モードを提案してそれぞれの崩壊時のせん断崩壊軸力（せ
ん断崩壊軸力は，本論文で使用される残存軸耐力と同じ意味であると理解してもよい。ここでは
文献をそのまま引用する。））評価式を提案した。2種類のせん断崩壊モード(図 1.8及び図 1.9)は，
崩壊時に摩擦面近傍のコンクリートは剥離や破壊していると考え，コンクリートの仮想仕事を考
慮していない。 
せん断破壊が発生する瞬間に崩壊が生じる柱に対しては，せん断崩壊軸力評価式は仮想仕事の
原理（式(1.13)）に基づいて式(1.14)になる。ある程度の変形能力を発揮した後に崩壊が生じる柱
に対しては，せん断崩壊軸力評価式は式(1.15)になる。式(1.15)においては，軸力 Pcr,II を与え，
塑性ヒンジの回転角qの初期値を仮定してNewton-Raphson法を用いて反復計算を行うことにより，
塑性ヒンジの回転角qを求める。また，水平変形dh と塑性ヒンジの回転角q との関係を表す式
(1.16)より，崩壊メカニズムⅡによる崩壊時の軸力 Pcr,IIと水平変形dhとの関係が得られる。 
加えて，内田らは縮小試験体を用いた加力実験を行い，提案したせん断破壊を生じる RC 柱の
崩壊判定法の妥当性について検証し，提案した崩壊判定法による崩壊点が概ね予測できることを
明らかにした。更に，内田らは芳村らが行った RC 柱の実験に対して提案した崩壊判定法を用い
た解析を行い，崩壊点が概ね予測できることを示した。 
内田らが提案した 2 種類のせん断崩壊モードは，被りコンクリートに剥離や破壊が生じる理由
でコンクリートによる仮想仕事が 0 と仮定しているが，せん断補強筋が拘束される内部コンクリ
ートの仮想仕事は考慮されるべきである。また，崩壊メカニズム IIにおいては，提案した崩壊時
の軸力 Pcr,IIと水平変形dhとの関係が複雑であるため広く適用することが困難である。 
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摩擦面
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(せん断破壊直後)
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図 1.8 崩壊メカニズム I（せん断破壊直後に崩壊）（文献[1.23]に基づき作成） 
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図 1.9 崩壊メカニズム II（ある程度の変形能力を発揮後）（文献[1.23]に基づき作成） 
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ine WW dd =  
vcre PW dd =  
inwinrincin WWWW dddd ++=  
ここで， 
（1.13） 
 
 
eWd  ：外力による仕事，  
crP  ：崩壊メカニズムのせん断崩壊軸力，  
vd  ：軸方向仮想変位，  
inWd  ：内力による仕事，  
incWd  ：コンクリート部の仮想仕事，  
inrWd  ：主筋部の仮想仕事，  
inwWd  ：帯筋部の仮想仕事，  
である。  
qs
q
s
tan
cos,
×××+
××
=I na
na
P wwyw
rryr
cr  
ここで， 
（1.14） 
yrs  ：主筋の降伏応力度，  
ar  ：主筋の断面積（1本分），  
nr  ：主筋の本数  
yws  ：帯筋の降伏応力，  
aw  ：帯筋の断面積（1本分），  
nw  ：帯筋の本数，  
である。  
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ここで， 
（1.15） 
 
 
Pr M  ：主筋の全塑性モーメント，  
N  ：伸びが生じる帯筋の本数，  
q¶
¶ il  ：各帯筋の長さが塑性ヒンジの回転角に対する偏微分，  
q¶
¶v
 ：軸方向高さが塑性ヒンジの回転角に対する偏微分，  
q  ：塑性ヒンジの回転角，  
である。  
qd sin×= ch l  
ここで， 
（1.16） 
 
 
cl  ：主筋の塑性ヒンジ間距離（ d14 （dは主筋の直径）と仮定する）  
である。  
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⑦ 柱の残存軸耐力の累加強度式に基づく崩壊部材角の理論解 
 
「③破壊曲面縮小の概念に基づく残存鉛直耐力の定式化」においては，芳村らが加力実験の結
果に基づいて崩壊部材角 Ruの算定式を回帰分析より提案した。松川ら[1.2]は，回帰分析に用いた試
験体の数が少なく提案した崩壊部材角 Ru の適用範囲は十分に広くないとの理由で，崩壊部材角
（Ru0と表す）の理論解の算定を試みた。 
 
φ
せん断破壊時 繰返し大変形後
De
De/tanφ
γ
NR=NR_L+NR_TN NR_TNR_L
θ
H
s
δ
主筋モデル コンクリートモデル
引張力 圧縮力
 
図 1.10 せん断破壊した RC造柱のモデル化（文献[1.2]に基づき作成） 
 
崩壊部材角に達した時の水平力が 0，及びせん断破壊や繰り返し大変形により鉄筋の付着劣化・
コンクリートの剥落を理由に主筋とコンクリートの間に力の伝達が生じないと仮定した上で，せ
ん断破壊した RC造柱を図 1.10に示すようにモデル化した。崩壊部材角に達した時に，軸力や P
－D 効果によるモーメントが作用している主筋の断部断面が全塑性になると仮定すると，求めた
主筋の残存軸耐力負担分 NR_L は式(1.17)になる。更に，主筋の変形角q に対して簡略化を行い，
主筋の残存軸耐力負担分 NR_Lは式(1.18)になる。また，崩壊部材角に達した時に，せん断補強筋
が降伏していると仮定し，鉄筋に拘束されるコンクリートが軸力の作用を受けて水平方向へと押
し出されようとする力（図 1.10における➪で表す）がせん断補強筋の引張力（図 1.10における➡
で表す）と釣り合うことによりコンクリートの残存軸耐力負担分 NR_T（式(1.19)）を求めた。最
後に，累加強度式によって両者の和をせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力（式(1.20)）とした。
ただし，式(1.20)にあるコンクリートの残存軸耐力負担分は，せん断補強筋による拘束効果がそ
れぞれのせん断補強筋の間で必ずしも均一でないことから，全補強筋の半分が抵抗することとし
ている。式(1.20)より求めた崩壊部材角は式(1.21)になる。 
しかし，提案した累加強度式であるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力の評価式（式(1.20)）
について，P－D 効果により大変形した RC造柱に対しては，主筋部分とコンクリート部分の力学
特性が大きく違う（つまり，主筋に曲げ抵抗があり，コンクリートにひび割れを生じるため曲げ
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抵抗がないこと）ため，累加強度式による両者の和を RC 造柱の残存軸耐力とすることに根拠が
不十分であると考えられる。 
 
÷
÷
ø
ö
ç
ç
è
æ ××
+
××
=
p
s
ys
LR
Z
HA
nA
N
2
tan
cos
1
_
q
q
s
 
ここで， 
（1.17） 
 
 
sA  ：主筋 1本の断面積，  
ys  ：主筋の降伏強度，  
n  ：主筋の本数，  
H  ：せん断破壊区間の主筋の高さ，  
pZ  ：塑性断面係数，  
q  ：主筋の変形角，  
である。  
÷
÷
ø
ö
ç
ç
è
æ ×
+
××
=
p
s
ys
LR
Z
HA
nA
N
2
1
_
s
 
 
（1.18） 
 
 
fg
s
tantan
2
_ ××
××
=
s
AD
N wysweTR  
ここで， 
（1.19） 
 
 
eD  ：せん断補強筋の 1辺の長さ，  
swA  ：せん断補強筋の断面積（1本分），  
wys  ：せん断補強筋の降伏強度，  
s  ：せん断補強筋の間隔，  
f  ：せん断ひび割れ角度（30°と仮定する），  
g  ：形成される楔型の角度（40°と仮定する），  
である。  
°×°×
××
+
÷
÷
ø
ö
ç
ç
è
æ ×
+
××
=
40tan30tan
2
1
s
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Z
HA
nA
N wyswe
p
s
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R
ss
 （1.20）  
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ここで， 
（1.21） 
 
N  ：長期軸力，  
である。  
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1.2.2 国外におけるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価に関する既往の研究 
 
①  Elwood，Moehleらによる SHEAR-FRICTIONモデルに基づく残存軸耐力評価式 
 
Elwood, Moehle[1.27]らは，地震被害を受けてせん断破壊が生じる RC造柱の破壊現象に基づき，
図 1.11に示すように RC造柱をモデル化（SHEAR-FRICTIONモデルと呼ぶ）した。軸崩壊時にお
いては，加力実験よりせん断力Vが 0，主筋や補強筋が降伏すると仮定し，力の釣り合い（式(1.22)，
式(1.23)）より RC造柱の残存軸耐力評価式を導いた（式(1.24)及び式(1.25)）。また，求めた RC
造柱の残存軸耐力評価式（式(1.24)）に基づいて軸崩壊が生じる時の変形角評価式を誘導した（式
(1.26)）。それによる軸崩壊を生じる時の変形角と，加力実験の結果との比較を（図 1.12）に示し，
検討の範囲内の試験体に対して両者が概ね一致することが分かる。 
しかし，Elwood, Moehleらが提案した SHEAR-FRICTIONモデルにおける水平力が 0という仮定
に対して力学理論からの説明が不十分である。また，松川らによる残存軸耐力評価式の構成と同
様に累加強度式であり，根拠が不十分であると考えられる。 
 
V(=0)
M
P
θ
dc
Vd
Ps
Astfyt
Vsf
N
Astfyt
Vd
Ps
s
  
図 1.11 SHEAR-FRICTIONモデル 
（文献[1.27]に基づき作成） 
図 1.12 軸崩壊時の変形角の計算値と実験値の比較[1.27] 
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dbars
cytst
sf Vns
dfA
VVN ++=+ qqq tancossin  
 
sbarssf PnVNP ++= qq sincos  
ここで， 
（1.22） 
 
 
（1.23） 
 
 
N  ：SHEAR-FRICTION面における鉛直な力，  
sfV  ：SHEAR-FRICTION面における平行な力，  
V  ：柱のせん断力，  
P  ：柱の軸力，  
sP  ：主筋 1の軸力負担分，  
q  ：SHEAR-FRICTION面が水平方向となす角度，  
stA  ：せん断補強筋の断面積（1本分），  
ytf  ；せん断補強筋の降伏強度，  
cd  ：柱のせい方向にせん断補強筋の長さ，  
s  ：せん断補強筋の間隔，  
dV  ：ダボ効果による主筋のせん断力，  
barsn  ：主筋の本数，  
である。  
sbars
cytst Pn
s
dfA
P +
-
+
=
mq
qmq
tan
tan1tan  
ここで， 
（1.24） 
 
 
m  ：摩擦係数，  
である。  
ylbar
b
b
s fA
L
d
L
LdP
+
D
=
p
4
3
/
 
ここで， 
（1.25） 
 
 
L  ：建物の内法高さ，  
D  ：せん断破壊した柱の水平変形，  
barA  ：主筋の断面積，  
ylf  ：主筋の降伏強度，  
である。  
)
tan
(tan
)(tan1
100
4)(
2
q
q
q
cytst
axial
dfA
sPL +
+
=
D
 （1.26） 
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1.3 研究の目的 
 
 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価における既往の研究においては，前述のとおり， 
①軸崩壊時に外力や内力の分布状態，力の伝達，及び軸崩壊メカニズムは明確になっていないた
め，軸崩壊現象を理解し評価することがまだ困難な状態である。 
②せん断破壊後の RC造柱の軸崩壊時における残存軸耐力の評価では，RC造柱の中心圧縮軸耐力
と同様に，単純に主筋とコンクリートの和とする研究例がいくつか見られるが，その理論上の
根拠が不十分であり更なる検討が必要であると考えられる。 
 
 そこで，本研究では，せん断破壊後の RC 造柱を対象に，軸力保持限界における崩壊メカニズ
ムを理論的に解明すること，及び水平変形の増加に従う残存軸耐力の低下を定量的に評価するこ
とを主目的とする。この目的を達成するため，具体的に下記の検討を行う。 
 
①軸崩壊限界点の定義 
 柱の端部断面に作用するモーメントと水平変形との関係に基づいて軸崩壊限界点を定義する。
すなわち，建物自重による長期軸力と水平地震力が作用している RC 造柱に対して，変形の増加
とともに柱が力の釣り合いを保持できる限界点として軸崩壊限界点を定義するとともに，その時
の柱に作用する外力や柱が負担する内力を明らかにする。また，本論文では，柱の残存軸耐力は，
軸崩壊限界点における柱の作用軸力（つまり，建物自重による一定の長期軸力）と等しいと定義
する。 
 
②せん断破壊した RC造柱の軸崩壊限界点における力学モデルの構築 
 せん断破壊後のRC造柱の破壊形態に基づいてせん断破壊したRC造柱をモデル化する。つまり，
せん断破壊した RC 造柱に対して，鉄筋部分，コンクリート部分及び鉄筋とコンクリートとの間
の相互作用をモデル化する。定義した軸崩壊限界点及び構築した RC 造柱の力学モデルを用いて
軸崩壊のメカニズムを解明する。 
 
③せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力を定量的に評価する手法の提案 
 構築したRC造柱の力学モデルに基づいてせん断破壊したRC造柱の残存軸耐力の評価式を導く。
つまり，軸崩壊限界点において柱が負担できる軸力と水平変形の関係を求める。 
 
④提案した RC造柱の残存軸耐力の評価手法の妥当性検証 
加力実験結果と比較することにより，ここまで提案してきた RC 造柱の残存軸耐力評価手法の
検証を行う。具体的には，既往研究による加力実験データベースを用いて提案した評価手法の精
度検証，及び本研究に新たに実施した加力実験結果を用いて提案した評価手法の詳細な検証を行
う。 
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上記③から得られるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力と水平変形の関係は，1.1節において
述べたように建物の終局限界変形の評価に対して極めて重要である。柱の残存軸耐力と水平変形
の関係に基づいて，柱・梁の応力再分配の影響を考慮した上で架構の鉛直支持能力（柱の残存軸
耐力+応力再分配される部材の耐力）と水平変形の関係を求めることが可能となる，つまり，図
1.13 の概念図に示すように，建物架構の作用軸力と鉛直支持能力を比較することによって建物全
体の終局変形限界を把握することができる。同種の考え方は，1.2.1項でも述べた耐震診断基準に
既に取り入れられているが，1.2.1 項の①及び②で述べたように，架構の鉛直支持お能力のうち，
柱の残存軸耐力評価には検討の余地が残されており，本研究ではこれを評価する手法を検討する。 
鉛
直
支
持
能
力
低靱性部材の軸力保持変形限界
水
平
力
低靱性部材 高靱性部材
低靱性部材が破壊
低靱性部材が破壊
水平力が再度増加
高靱性部材が破壊
水平変形
建物全体の変形限界
作用軸力(小）
 
(a)作用軸力が小さい場合 
鉛
直
支
持
能
力
低靱性部材の軸力保持変形限界
水
平
力
低靱性部材 高靱性部材
低靱性部材が破壊
低靱性部材が破壊
高靱性部材が破壊
水平変形＝建物全体の変形限界
作用軸力
(大）
 
(b)作用軸力が大きい場合 
図 1.13 建物架構の水平力と水平変形，鉛直支持能力と水平変形の関係 
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1.4 本論文の構成 
 
本論文の構成を以下に示す。 
第1章 序論 
第2章 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の提案 
第3章 既往の加力実験データを用いた RC造柱の残存軸耐力評価手法の精度検証 
第4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
第5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
第6章 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化 
第7章 結論 
 
 第 1 章「序論」では，耐震設計基準改定以前に建設された建物における RC 造柱の残存軸耐力
評価の重要性について述べ，日本国内及び国外において行われた既往研究の現状や課題について
述べる。次に，本研究である「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法」の具体的な目的
と内容を述べる。最後に，本論文の構成について説明する。 
 
 第 2 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の提案」では，軸崩壊現象が生じる時
の柱に作用する外力を柱の水平変形と断面モーメントとの関係より求め，軸崩壊限界点を定義す
る。また，定義した軸崩壊限界点における柱の力学モデルを提示する。最後に，上記のモデルに
基づいてせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法を提案する。 
 
 第 3 章「既往の加力実験データを用いた RC 造柱の残存軸耐力評価手法の精度検証」では，既
往研究における加力実験よりデータベースを作成し，データベースを構成する試験体に本研究で
提案した RC造柱の残存軸耐力評価手法を適用し，RC造柱の残存軸耐力評価手法の精度検証を行
う。 
 
 第 4 章「主筋のみの抵抗を考慮した RC 造柱の軸力負担能力評価手法の検証実験」では，主筋
のみが抵抗要素となる場合を想定した RC 造柱を設計・製作し，軸崩壊が発生するまで加力実験
を行い，その結果を用いて本研究で提案した主筋のみの残存軸耐力評価式の精度を検証する。 
 
 第 5 章「コンクリートの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験」では，せ
ん断破壊型 RC 造柱を設計して軸崩壊が発生するまで加力実験を行い，また，その結果を用いて
本研究において提案した，せん断破壊した RC造柱の軸力負担能力評価手法を詳細に検証する。 
 
 第 6 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化」では，残存軸耐力評価に使
用されるモデルの物理的な意味を評価式に明確に反映でき，かつ耐震診断や耐震設計に適用しや
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すい簡略な残存軸耐力評価式を提案する。 
 
 第 7 章「結論」では，本研究で得られる結論を総括するとともに，今後引き続き検討すべき課
題について記述する。 
 
本論文の構成を図化して，以下の図 1.14に示す。 
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図 1.14 本論文の流れ 
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1.5 まとめ 
 
本章では，本論文の背景，研究動向，研究の目的，本論文の構成について示した。 
耐震設計基準改定以前に設計した RC 造建物においては，せん断補強筋が不足し，非構造壁に
よる短柱化が原因でせん断破壊したRC造柱の残存軸耐力評価が極めて重要であることを述べた。
しかし，現在まで合理的な力学モデルに基づく残存軸耐力評価手法は提案されていない。そこで，
本研究では，その提案と提案した評価手法の妥当性検証を研究内容とし，理論の展開や実験的な
検証を実施する。 
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2 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の提案 
 
2.1 はじめに 
 
せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価については，第 1 章に纏めたように，既往研究にお
いていくつかの評価手法が提案されている。まず，これらのせん断破壊した RC 造柱の残存軸耐
力評価手法の特徴を表 2.1 に整理し，それらの研究における未解決の課題を抽出する。構造力学
理論に基づいて提案された RC 造柱の残存軸耐力評価手法における理論式（松川ら及び Elwood, 
Moehleら）は，第 1章で述べたように大きく損傷したせん断破壊後の RC造柱においては，主筋
と内部コンクリートは力学特性が大きく異なり，RC造柱の中心圧縮軸耐力と同様に単純に主筋と
コンクリートの残存軸耐力の和（強度累加式）として表わすことの理論上の根拠が不十分である
と考えられる。つまり，現在まで提案された評価手法ではせん断破壊した RC 造柱の軸崩壊現象
のメカニズムが必ずしも解明されたとは言えない。本研究では，RC 造柱の軸崩壊現象を解明し，
それに基づく合理的な残存軸耐力評価手法の提案を試みる。 
そこで，本章では，まず，長期軸力と地震動によるせん断力が作用するせん断破壊した RC 造
柱に対して，柱のせん断破壊区間の端部断面の作用モーメントと水平変形との関係に基づいて軸
崩壊限界点（軸崩壊直前の状態）を定義する。次に，せん断破壊後の RC 造柱の破壊形態に基づ
き，合理的な仮定を導入して RC 造柱の力学モデルを構築し，それに基づいて軸崩壊現象のメカ
ニズムの解明を試みる。最後に，構築したせん断破壊後の RC 造柱の力学モデルに基づいてせん
断破壊した RC造柱の残存軸耐力の評価式を誘導する。 
 
表 2.1 既往研究におけるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価式 
提案者 理論式，半理論・半経験式，経験式 
日本建築防災協会[2.1] 経験式 
高稻，芳村ら[2.2]－[2.4] 半理論・半経験式 
加藤ら[2.5]－[2.8] 半理論・半経験式 
内田ら[2.9]－[2.12] 理論式 
松川ら[2.13] 理論式 
Elwood, Moehleら[2.14] 理論式 
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2.2 軸崩壊限界点の定義 
 
せん断破壊後の RC造柱のイメージ図を図 2.1に示す。同図において，せん断破壊区間の端部断
面に，建物の自重による長期軸力N ，地震動によるせん断力Q，及び建物自重の P-Δ効果による
モーメントM が作用する。ここに，せん断破壊区間のモーメントが逆対称の分布であると仮定す
ると端部断面の作用モーメントは式(2.1)より求められる。式(2.1)を変形すると端部断面の作用モ
ーメントは式(2.2)で表すことができる。また，端部断面のモーメントと水平変形との関係を図 2.2
に示す。 
N
Q
M
Mδ
L0
L0
-
δ
2
2
L=
軸力
モーメント
軸力せん断力
せん断破壊区間
端部（上）
端部（下）
 
図 2.1 RC造柱のせん断破壊区間 
 
M=0.5Nδ+0.5QL
0.5QL
0.5Nδ
M
δ
抵抗モーメント
の最大値
軸崩壊限界点 Q=0
(A)
0.5NRδ
 
図 2.2 RC造柱のせん断破壊区間における端部断面の作用モーメントの変化 
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QLNM += d2  
22
0 dd -+= LQN  
ここで 
（2.1） 
N  ：端部断面の作用軸力，  
Q  ：端部断面の作用せん断力，  
M  ：端部断面の作用モーメント，  
d  ：柱の水平変形，  
L  ：せん断破壊区間の高さ（水平変形の増加とともに小さくなる），  
0L  ：せん断破壊区間の材軸方向の初期長さ（一定の値），  
である。  
QLNM 5.05.0 += d  （2.2） 
dNM 5.0= （軸崩壊限界点） （2.3） 
 
図 2.2に示すように，せん断破壊区間の端部断面においては，軸力によるモーメント 0.5Nd は水
平変形d に対して線形的に増加する一方で，断面に作用する力の釣り合いを維持するためにせん
断力によるモーメント 0.5QL はある程度の水平変形を経験した後に徐々に減少する。水平変形が
大きくなるとせん断力によるモーメント 0.5QL が 0 に近づき，0 になると軸力によるモーメント
0.5Nd はせん断破壊した RC造柱断面の抵抗できる最大モーメントと等しくなり，水平変形がさら
に進むと力の釣り合いを失い，軸崩壊に至る。ここで，せん断力が 0 の時（せん断破壊した RC
造柱断面に働く内力と外力の釣り合いを失う直前の状態，図 2.2の A点）を軸崩壊限界点と定義
し，また，その時の断面の力の釣り合い式は，式(2.3)になる。また，この時の軸力 Nが水平変形
d における残存軸耐力 NRとなる。 
また，既往研究[2.2]-[2.4]の RC造柱の崩壊実験においても，せん断力がほぼ 0の時に軸崩壊現象が
観察されており，本研究で定義した軸崩壊限界点の妥当性が概ね確認できる。既往研究[2.13],[2.14]
においては，ほとんど軸崩壊直前に柱のせん断力が 0 であると仮定されており，ここではその理
論的背景を明らかにした。 
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2.3 せん断破壊した RC造柱の破壊形態の分析 
 
せん断破壊後の RC造柱の破壊形態を把握することは，せん断破壊した RC造柱の力学モデルの
構築において極めて重要なことである。過去の地震被害調査においては，写真 2.1 に示すような
せん断破壊事例が多く見られた。このようなせん断破壊を受けた RC造柱は，健全な RC造柱と比
べ，次の特徴がある。 
①地震動により大変形が生じたため，柱のかぶりコンクリートはほとんど剥落・剥離している。 
②せん断補強筋に拘束される内部コンクリートには，ひび割れが十分に進展している。 
よって，大変形が生じたせん断破壊後の RC 造柱の力学モデルを構築する際，主筋とコンクリ
ートの一体性は失われており主筋とコンクリートの間に力の伝達が生じないと仮定できる。また，
内部コンクリートにもひび割れが十分に進展しているため，内部コンクリート部分は引張応力を
負担できない。 
注：ここで述べるせん断破壊した RC造柱の破壊状態は，既往研究の 1.2.1項の⑥及び 1.2.2 項の
①におけるせん断破壊区間の対角線上のみにひび割れが生じる破壊状態と異なり，柱のかぶりコ
ンクリートはほとんど剥落・剥離している。対角線上のみにひび割れが生じる破壊状態の場合は，
上記①②を前提とした力学モデルと適合しない。従って，既往研究の 1.2.1項の⑥及び 1.2.2項の
①における破壊状態の RC造柱は，本研究の残存軸耐力評価手法の適用対象外となる。 
 
  
写真 2.1 せん断破壊した RC造柱の様子 
 
（中埜研究室所蔵，十勝沖地震，1968年） （中埜研究室所蔵，台湾集集地震，1999年） 
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2.4 せん断破壊した RC造柱の力学モデル 
 
2.2節及び 2.3節においては，RC造柱の軸崩壊限界点を定義し，また，せん断破壊した RC造柱
の代表的な破壊形態を述べた。本節では，それに基づいて軸崩壊限界点におけるせん断破壊区間
をモデル化し，その端部断面における主筋及びコンクリートの応力状態を検討する（図 2.3）。 
N
δ
Q=0
NR,S
QR,S
MR,S
=NR
NR,C
QR,C
NR,S
QR,S
MR,S
NR,C
QR,C
e
アーチ機構
(残存軸耐力)(軸崩壊限界点の定義より)
(全ての主筋の応力状態及び変形状態が同様である)  
図 2.3 RC造柱のせん断破壊区間のモデル化（軸崩壊限界点，図 2.2における A点） 
ここで， 
N  ：軸崩壊限界点における作用軸力（残存軸耐力 RN と等しい）， 
SRN ,  ：各主筋の負担軸力， 
SRQ ,  ：各主筋の負担せん断力， 
SRM ,  ：各主筋の負担モーメント， 
n  ：主筋の本数， 
CRN ,  ：コンクリート部分の負担軸力， 
CRQ ,  ：コンクリート部分の負担せん断力， 
e  ：上下端部のコンクリートの負担軸力の偏心距離， 
d  ：水平変形， 
である。 
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図 2.3示す RC造柱のせん断破壊区間の力学モデル（軸崩壊限界点）においては，以下の仮定条
件を設定する。 
①大変形が生じたせん断破壊後の RC 造柱においては，かぶりコンクリートの剥離・剥落のた
め，コアコンクリート側も含め鉄筋とコンクリートの間の付着抵抗が喪失することで，鉄筋
とコンクリートの間に力の伝達が生じない（2.3節）。 
②せん断破壊した RC 造柱の両端には上下階の床や腰壁・垂れ壁の拘束作用によって回転が生
じず，各主筋の変形と内力はその位置によらず等しい。 
③せん断補強筋やコンクリートによる主筋への拘束の存在により軸崩壊限界点に至るまで柱の
主筋は座屈しない（仮定の妥当性に関する検討は付録 1参照）。 
④せん断破壊区間の端部におけるコンクリート断面にはひび割れが生じているため，コンクリ
ート「断面」モーメントを負担しない（2.3 節）。ただし，せん断破壊区間におけるコンクリ
ートはアーチ機構（図 2.3）を形成する，すなわち，せん断破壊区間の上下両端におけるコン
クリートの軸力が偏心距離 eで作用し，偶力となる。加えて，それにより生じるモーメント
と主筋端部のモーメントで大変形時における P-Δ効果に抵抗する（式(2.5)）。 
図 2.3に示す RC造柱のせん断破壊区間の力学モデル（軸崩壊限界点）においては，2.2節にお
ける軸崩壊限界点の定義よりとせん断破壊区間の端部断面に作用するせん断力が 0 のため，式
(2.4)が得られる。また，せん断破壊区間におけるモーメントの釣り合い式は式(2.5)に示す。 
0,, =+ CRSR QnQ  （2.4） 
eNnMδnN R,CR,SR,S += 2  （2.5） 
 
式(2.5)の左辺は主筋が負担する軸力によるモーメントであり，式(2.5)の右辺は主筋の端部断面
のモーメントとコンクリートのアーチ機構によるモーメントの和である。式(2.5)の物理的な意味
は，主筋の端部曲げモーメント（2nMR,S）とコンクリートに形成されるアーチ機構（NR,Ce）は主
筋の軸力による P-Δ効果（nNR,Sδ）に抵抗するということである。 
また，式(2.5)に示すモーメントの釣り合い式より，せん断破壊した RC造柱の軸崩壊現象が次
のように理解できる。主筋の軸力による P-Δ効果が，主筋の端部断面の抵抗モーメントとコンク
リートのアーチ機構による抵抗モーメントの和より小さい場合，せん断破壊した柱は安定して建
物の自重が支持できる。一方，主筋の軸力による P-Δ効果が，水平変形の増加とともに増加し主
筋の端部断面の抵抗モーメントとコンクリートのアーチ機構による抵抗モーメントの和と等しく
なる場合，定義した軸崩壊限界点に到達し，軸崩壊直前の状態になる。この時，水平変形が更に
進むと，主筋の軸力による P-Δ効果が主筋の端部断面の抵抗モーメントとコンクリートのアーチ
機構による抵抗モーメントの和より大きくなり，せん断破壊した柱が建物の自重を支持できなく
なり，力の釣り合いを失い柱に軸崩壊が発生する。 
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2.5 コンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式 
 
2.4節では，軸崩壊限界点における RC造柱のせん断破壊区間の力学モデルを構築した。本節で
は，構築した RC造柱のせん断破壊区間の力学モデルを用いてコンクリートの残存軸耐力寄与分
の評価式を誘導する。コンクリートの残存軸耐力寄与分 NR,Cは，図 2.4に示す内部コンクリート
から取り出した部分の力の釣り合い関係より求める。また，取り出したコンクリート部分の水平・
斜め方向の切断面に作用するそれぞれの切断面との平行な力と垂直な力の関係はクーロン摩擦法 
NR
e
N μN
2AwfwyL0
δ
e
L0
斜めの切断面 θ
θ
s
o
2
L0
-δ2
2
2
o
NR
NR,C
QR,C=μNR,C
水平の切断面
s
D-2c-2d'-d-δ
D
δ
L0
-δ2
2
残存軸耐力
θ
 
図 2.4 せん断破壊区間から取り出したコンクリートにおける作用力の分布 
ここで， 
0L  ：せん断破壊区間の材軸方向長さ， 
D  ：柱のせい， 
c  ：RC造柱のかぶりコンクリート厚さ， 
q  ：斜めの切断面と水平方向のなす角度， 
d  ：主筋の公称直径， 
'd  ：せん断補強筋の公称直径， 
s  ：せん断補強筋の間隔， 
wA  ：せん断補強筋の断面積（1本分）， 
wyf  ：せん断補強筋の降伏強度， 
N  ：斜めの切断面に垂直な力， 
m  ：静摩擦係数， 
である。 
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則によって図 2.4 のようになる。斜めの切断面にはせん断補強筋による引張力も作用し，ここで
はせん断破壊区間内にある全てのせん断補強筋の断面が降伏すると仮定する。 
図 2.4 に示す取り出したコンクリート部分に対して，力の釣り合い方程式（水平方向と鉛直方
向）を式(2.6)及び式(2.7)に示す。両式を連立するとコンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式は，
式(2.8)になる。ここに，斜めの切断面と水平方向のなす角度qの正弦値及び余弦値は式(2.9)及び
式(2.10)より求まる。さらに，取り出したコンクリート部分のモーメントの釣り合い方程式（式
(2.11)）より上下断面のコンクリート部分の軸力作用位置間の偏心距離eが得られる（式(2.12)）。 
せん断破壊した RC造柱に対しては，コンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式（式(2.8)）に
示すように，静摩擦係数m 及びせん断破壊区間の材軸方向長さ 0L 以外のパラメータが既知のため，
静摩擦係数m とせん断破壊区間の材軸方向長さ 0L が決まれば式(2.8)によりコンクリートの残存
軸耐力寄与分の算定が可能となる。 
wywCR fAs
LNNN 2cossin 0, +=+ qmqm  （2.6） 
qqm cossin, NNN CR +=  （2.7） 
qqm
qqm
sinsin
cossin2 2
0
, +
+
= wywCR fAs
LN  （2.8） 
22
0
2'
22
0
)22(
sin
dd
d
q
-+----
-
=
LddcD
L
 （2.9） 
22
0
2'
'
)22(
)22(cos
dd
dq
-+----
----
=
LddcD
ddcD
 （2.10） 
)
2
()
2
(
22
0
__
d
m
-
=
L
NeN CRCR  （2.11） 
22
0 dm -= Le  （2.12） 
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2.6 主筋の残存軸耐力寄与分の評価式 
 
2.5節でコンクリートの残存軸耐力寄与分 NR,Cの評価式（式(2.8)），及びせん断破壊区間端部に
おけるコンクリート断面の作用軸力の偏心距離 e の算定式（式(2.12)）を誘導した。コンクリー
トの残存軸耐力寄与分 NR,C及びコンクリート断面の作用軸力の偏心距離 eを既知とすると，2.4節
における RC造柱のせん断破壊区間に対するモーメントの釣り合い式（式(2.13)）は，主筋の端部
断面の作用モーメントと作用軸力の方程式となる。ここで，主筋の端部断面の作用モーメントと
作用軸力の関係を表す他の方程式を求めることができれば，式(2.13)）と連立して主筋の残存軸
耐力寄与分 NR,Sの評価式を求めることが可能である。 
そこで，本節では，まず，軸崩壊限界点におけるせん断破壊区間の主筋端部断面が全塑性状態
と仮定して主筋断面の作用モーメントと作用軸力の関係（N-M全塑性相関関係と呼ぶ）を求める。
次に，N-M 全塑性相関関係と RC 造柱のせん断破壊区間に対するモーメントの釣り合い式（式
(2.13)）を連立して主筋の残存軸耐力寄与分 NR,Sの評価式を誘導する。 
 
eNnMnN CRSRSR ,,, 2 +=d  
（2.13） 
式（2.5）再掲 
 
第 2章 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の提案 
 
 
 
 2-10
2.6.1 N-M全塑性相関関係 
 
N-M 全塑性相関関係を求める際，主筋として広く用いられる異形鉄筋の断面を，図 2.5 に示す
ようにリブや節を無視して単純な円形断面と仮定し，また，RC造柱が軸崩壊限界点に至る時の主
筋断面は全塑性（ただし，降伏後の歪硬化を考慮していない）の応力状態となることを想定する。 
全塑性状態の断面に働く軸力 NR,Sとモーメント MR,Sはそれぞれ式(2.14)及び式(2.15)で表すこ
とができる[2.15]。式(2.14)と式(2.15)から導いた N-M全塑性相関関係は式(2.16)のようになる。ま
た，式(2.16)にある引張応力が作用している面積（中立軸より下側）の図心から中心線までの距
離 hは，式(2.17)のようになる。さらに，図 2.5における応力を積分することで主筋断面に働く軸
力 NR,Sは，式(2.18)で表すことができる。式(2.16)～(2.18)より主筋断面の N-M全塑性相関関係は
式(2.19)（以下，N-M全塑性相関関係理論式と呼ぶ）となる。 
しかし，N-M全塑性相関関係理論式（式(2.19)）と RC造柱のせん断破壊区間の力学モデルに対
するモーメントの釣り合い式（式(2.13)）を連立しても主筋 1 本分の残存軸耐力寄与分 NR,Sに関
する陽な解を得ることができない。 
そこで，図 2.6に示すように座標の原点(NR,S=0，MR,S=0)を中心，N-M全塑性相関関係理論式（式
(2.19)）の曲線が横軸や縦軸と交わる点をそれぞれ長軸及び短軸の端点とする楕円の方程式（式
(2.20)，以下，N-M 全塑性相関関係近似式と呼ぶ）で N-M 全塑性相関関係理論式（式(2.19)）を
近似することで，次項において NR,Sを陽に算定することを試みる。なお，本近似式の妥当性につ
いては，2.9節において改めて議論する。 
d
fy
N
NR,S
QR,S
MR,S
=NR
引張
NR,S
QR,S
MR,S
MR,S
NR,S
fy
+=
圧縮
主筋断面
中心線
h
中立軸
面積A
図心
x
全塑性断面の応力分布  
図 2.5 主筋端部断面の全塑性応力状態 
ここで， 
h  ：引張応力が作用している面積（中立軸より下側）の図心から中心線までの距離， 
x  ：中立軸から中心線までの距離， 
A  ：中立軸より下側の面積， 
yf  ：主筋の降伏強度， 
 である。 
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図 2.6 N - M 全塑性相関関係の近似 
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2.6.2 主筋 1本あたりの残存軸耐力寄与分の評価式 
 
 2.6.1節項誘導した N-M全塑性相関関係近似式（式(2.20)）とせん断破壊区間に対するモーメ
ントの釣り合い式（式(2.13)）を連立して得られる主筋 1 本あたりの残存軸耐力寄与分の評価式
は式(2.21)のようになる。 
 
  
 （2.21） 
 
 
ú
ú
ú
û
ù
ê
ê
ê
ë
é
+
ú
ú
ú
û
ù
ê
ê
ê
ë
é
-×
ú
ú
ú
û
ù
ê
ê
ê
ë
é
+-
ú
ú
ú
û
ù
ê
ê
ê
ë
é
+
=
23
2
22
23
22
,
23
2
22
2
23
,
23
,
,
))
2
(
3
8())
2
((
12
1
))
2
(
3
8())
2
(
3
8())
2
((
14
))
2
(
3
4(2))
2
(
3
4(2
yy
y
CR
yyy
CR
y
CR
SR
fdfd
nfd
eN
fdfdfdn
eN
fdn
eN
N
d
p
d
p
dd
 
第 2章 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の提案 
 
 
 
 2-13
2.7 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力の評価式 
 
2.5節で誘導したコンクリートの残存軸耐力寄与分 NR,Cの評価式（式(2.8)）と 2.6節で誘導した
主筋 1 本あたりの残存軸耐力寄与分 NR,S（式(2.21)）を式(2.22)に代入するとせん断破壊した RC
造柱の残存軸耐力評価式となる。 
 
CRSRR NnNN ,, +=  （2.22） 
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2.8 内部コンクリートが軸力を負担できない場合の RC造柱の残存軸耐力の評価式 
 
2.5節では，せん断破壊区間に内部コンクリートが存在し軸力が伝達できること，また，せん断
破壊区間にある全てのせん断補強筋が破断せずに引張力を負担できることを前提として，コンク
リートの残存軸耐力寄与分の評価式を誘導した。しかし，せん断破壊と同時にせん断破壊区間に
あるせん断補強筋が破断する場合や慣性力その他の影響で柱内部のコンクリートが外部に飛散し
た場合には，内部コンクリートは軸力を負担できなくなる。本研究では，上記の場合に対しては
コンクリートの残存軸耐力寄与分を 0とする（NR,C＝0）。 
内部コンクリートが軸力を負担できない場合，2.4節で構築した RC造柱のせん断破壊区間の力
学モデルにおいては，2.2節で定義した軸崩壊限界点におけるせん断破壊区間の端部断面のせん断
力が 0 のため，式(2.23)が得られる。また，せん断破壊区間に対するモーメントの釣り合い式を
式(2.24)に示す。 
 
0, =SRnQ  （2.23） 
SRSR nMnN ,, 2=d  （2.24） 
2
22
2
16
91
)
2
(
d
fdn
N
y
R
dp
p
+
=  （2.25） 
 
内部コンクリートが軸力を負担できない場合は，軸力を負担できる場合と比べて，コンクリー
トによるアーチ機構が喪失し，建物自重による P-Δ効果への抵抗が減少する。また，式(2.24)に
示すせん断破壊区間に対するモーメントの釣り合い式から，内部コンクリートが軸力を負担でき
ない場合の RC 造柱の軸崩壊現象は次のように理解される。すなわち，柱の軸力（この場合は全
ての軸力を主筋が負担する）による P-Δ効果が主筋の端部断面の抵抗モーメントより小さい場合，
せん断破壊した柱は安定して建物の自重を支持できる。一方，柱の軸力による P-Δ効果が，水平
変形の増加とともに主筋の端部断面の抵抗モーメントと等しくなると，本研究で定義した軸崩壊
限界点に到達し，軸崩壊直前の状態になる。水平変形が更に進むと，柱の軸力による P-Δ効果が
主筋の端部断面の抵抗モーメントより大きくなり，せん断破壊した柱が建物の自重を支持できな
くなり，柱に軸崩壊が発生する。 
また，内部コンクリートが軸力を負担できない場合の RC 造柱の残存軸耐力は，主筋の負担分
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のみとなる。モーメントの釣り合い式式(2.24)と N-M 全塑性相関関係近似式（式(2.20)）を連立
して求めた RC造柱の残存軸耐力評価式を式(2.25)となる。 
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2.9 提案した RC造柱の残存軸耐力評価手法の適用に関する留意点 
 
2.4 節のせん断破壊した RC 造柱の力学モデルの構築，2.5 節のコンクリートの残存軸耐力寄与
分評価式の誘導，及び 2.6節の主筋の残存軸耐力寄与分の評価式の誘導は，せん断破壊した RC造
柱の破壊現象の特徴を抽出して，かつ鉄筋の付着，主筋の内力などについての仮定を導入した上
で得られた検討結果である。以下では，導入した仮定条件を満たさない場合の例として想定され
るものを挙げ，本論文で提案した評価手法の適用範囲を整理する。 
 
(1) 本評価手法では，せん断破壊区間の鉄筋の付着を考慮していないため，適用対象は図 2.4
に示すようなせん断破壊区間における鉄筋の付着が無視できるほど小さい破壊状態の RC
柱となる。従って，せん断破壊区間において斜めのひび割れが生じるが，かぶりコンクリ
ートが剥離・剥落しない柱などの鉄筋の付着が無視できない場合は適用対象外となる。鉄
筋の付着が残存する場合においてはコンクリートのトラス機構が存在し，これが主筋の P
－Δ効果に抵抗すると期待できる。そのため，このような鉄筋の付着が無視できない柱に，
本評価手法を適用すると実耐力に対して過小評価になる可能性がある。 
(2) 本評価手法では，全ての主筋の端部内力（軸力，せん断力，及びモーメント）が等しいと
仮定している。その仮定を確保できない場合は，本評価手法をそのまま適用すると評価結
果の精度が低下する恐れがある。例えば，せん断破壊区間の両端に回転が生じる場合，柱
の作用軸力はある主筋に集中し，その集中度合によっては主筋が座屈することも考えられ，
本評価手法を適用すると実耐力に対して過大評価になる恐れがある。 
(3) 本評価手法では，コンクリートの寄与分を求める際に，既往研究に基づいて初期せん断ひ
び割れの角度を 60°と仮定している。実建物の RC造柱においては，初期せん断ひび割れ
の角度は常に一定の値 60°ではなく，柱のせん断スパン比や作用軸力などのパラメータに
より異なる。例えば，既往研究よりせん断スパン比が 2 以下の柱の初期せん断ひび割れの
角度はほとんど柱のせん断スパン比で決定される（付録 5を参考）。初期せん断ひび割れの
角度が 60°より小さい（大きい）場合は，付録 2で示す通り，本評価手法を適用すると実
耐力に対して過小（過大）評価になる恐れがある。 
(4) 本評価手法では，内部コンクリートの作用力の釣り合い関係よりコンクリートの残存軸耐
力寄与分を求めている。このコンクリートの残存軸耐力寄与分評価式は，一般的な柱の軸
圧縮耐力の評価式と異なり，コンクリート強度の関数となっていない。従って，どんなに
強度が低いコンクリートであっても，他のパラメータが同様ならばコンクリートの残存軸
耐力寄与分が等しいものと算定される。しかしながら，コンクリートの強度が非常に低く，
せん断補強筋降伏前にコンクリートが破壊する場合では，その降伏を前提としたコンクリ
ートの寄与分は過大評価となるため，柱の残存軸耐力が実耐力に対して過大評価になる恐
れがある。 
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2.10 適用例 
 
2.2～2.8節においては，せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法を提案した。本節では，
N-M全塑性相関関係近似式（式（2.20））と理論式（式（2.19））の違いによるせん断破壊した RC
造柱の残存軸耐力の変動，提案した柱の残存軸耐力評価手法を用いて算定した柱の残存軸耐力は
水平変形の増加とともにどのように変化するか，また，コンクリートが軸力を負担できる場合の
コンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合を調べるために，下記の断面寸法及び配筋を有す
る一般的な RC造柱（図 2.7）を想定し，本章で提案したせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評
価手法を適用する。 
柱の断面寸法は，550mm×550mmで，被り厚さは 30mmである。主筋は，16本の公称直径 25mm
の異形鉄筋（SD345）である。せん断補強筋は，間隔 180mmで配筋された公称直径 10mmの異形
鉄筋（SD345）である。想定した RC造柱における，2.6節で求めた N-M全塑性相関関係の理論式
（式(2.19)）及び近似式（式(2.20)）の曲線を図 2.8に示す。同図より，両者は概ね一致すること
がわかる。 
コンクリートが軸力を負担できる場合における残存軸耐力の評価式の適用においては，せん断
破壊区間の材軸長さ 0L は，既往の文献[2.16]より初期せん断ひび割れ角度を 60°と仮定した上（初
期せん断ひび割れ角度の感度解析についての検討は付録 2参照）で算定する。また，切断面にお
ける静摩擦係数m は，文献[2.14]では軸崩壊時の水平変形の関数として算定式を提案したが，本研
究では「現場打ち同等型プレキャスト鉄筋コンクリート構造設指針（案）・同解説」[2.17]に従って
一定の値として 0.6を採用する（切断面における静摩擦係数m の感度解析についての検討は付録 3
参照）。内部コンクリートが軸力を負担できるとしたケースとできないケースそれぞれについて，
本研究で提案したRC造柱の残存軸耐力評価手法の適用結果をそれぞれ図 2.9及び図 2.10に示す。 
まず，N-M全塑性相関関係近似式（式(2.20)）と理論式（式(2.19)）の違いによる RC造柱の残
存軸耐力の変動について述べる。上記の両ケースにおいて，水平変形が小さい時に，N-M全塑性
相関関係の近似式から求めた残存軸耐力は，理論式よりやや大きくなるが，変形の増加とともに
理論式より求めた値とほぼ等しくなる傾向を示したため（図 2.9及び図 2.10），N-M全塑性相関関
係の近似式を用いて誘導した柱の残存軸耐力評価式（式(2.22)及び式(2.25)）を適用しても大きな
問題にならないと考えられる。 
次に，上記の両ケースにおいて，提案した柱の残存軸耐力評価手法を用いて算定した柱の残存
軸耐力は水平変形の増加とともに減少することが分かる（図 2.9及び図 2.10）。 
最後に，図 2.9に示すように，コンクリートが軸力を負担できる場合において，本研究で提案
した残存軸耐力評価手法を用いて算定した主筋の残存軸耐力寄与分は，コンクリートの寄与分よ
り大きいことがわかる。特に，水平変形が相対的に小さい時に，アーチ機構の効果により，主筋
の残存軸耐力寄与分は増加し柱の残存軸耐力のほとんどを占める。一方，水平変形の増加ととも
に，アーチ機構の効果は小さくなり，残存軸耐力が減少するとともに主筋の残存軸耐力寄与分の
割合が徐々に減少する。 
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図 2.7 想定した RC造柱の断面 
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図 2.8 N-M全塑性相関関係の理論式及び近似式の曲線 
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図 2.9 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力と水平変形との関係 
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図 2.10 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力と水平変形との関係 
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2.11 まとめ 
 
本章では，まず，せん断破壊した RC造柱の軸崩壊限界点を定義し，軸崩壊限界点における RC
造柱のせん断破壊区間の力学モデルを構築した。次に，構築したせん断破壊区間の力学モデルに
基づいてコンクリートや主筋の残存軸耐力寄与分の評価式を誘導し，その両者の和を柱の残存軸
耐力とした。内部コンクリートが軸力を負担できない場合の残存軸耐力評価式も導出した。また，
本評価手法を導出した際の仮定条件を満たさない場合を現実には想定され得ることを指摘し，本
評価手法を適用する際の留意点も議論した。最後に，適用例を通じて提案した残存軸耐力評価手
法の特徴を調べた。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 本研究で提案したせん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法は，コンクリートに形成
されるアーチ機構及びそれによる主筋の残存軸耐力の増加が考慮できる。また，提案した
RC造柱の残存軸耐力評価手法を用いて RC造柱の軸崩壊現象のメカニズムを説明できる。 
(2) N-M 全塑性相関関係を楕円で近似した近似式を用いて誘導した残存軸耐力評価式による算
定結果は，N-M 全塑性相関関係の理論式による算定結果と概ね一致しており，近似式で概
ね評価可能であることを確認した。 
(3) 提案した残存軸耐力評価手法で導入した様々な仮定条件を適用しようとする柱が満たさな
い場合は，本評価手法をそのまま適用すると評価結果の精度が悪くなる恐れがある。 
(4) 柱内部のコンクリートが軸力を負担できるとしたケースとできないケースにおいて，提案
した残存軸耐力の評価手法における残存軸耐力と水平変形の関係は，両ケースとも水平変
形の増加とともに残存軸耐力が減少する傾向が見られた。 
(5) 柱内部コンクリートが軸力を負担できる場合，提案した残存軸耐力評価手法における主筋
寄与分の割合は，コンクリート寄与分の割合より大きいが，その割合は水平変形の増加と
ともに減少する傾向が見られた。 
 
なお，本章で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の妥当性については，加力実験結果に基
づいて検討・検証する必要があるため，これらについては第 3章～第 5章で検討する。 
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3 既往の加力実験データを用いた RC造柱の残存軸耐力評価手法の 
精度検証 
 
3.1 はじめに 
 
第 2 章では，構造力学理論に基づいてせん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法を提案す
るとともに，適用例を通じて提案した残存軸耐力評価手法の特徴を把握した。本章では，本研究
で提案した残存軸耐力評価手法の妥当性を検証することを目的とし，既往研究による RC 造柱の
加力実験結果をデータベース化し，それを用いて検討を行う。 
本章では，まず，RC造柱の加力実験データの収集条件を設定してデータを収集し， RC造柱の
加力実験データベースを作成する。次に，作成した加力実験データベースを用い，本研究で提案
した評価手法および既往研究における他の評価手法をそれぞれ適用し，柱の残存軸耐力に対する
コンクリートと主筋の寄与分をそれぞれ算定し，本研究で提案した評価手法の妥当性を検証する。 
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3.2 既往研究による加力実験データベースの作成条件 
 
国立情報学研究所の論文データベース（Citation Information by National Institute of Informatics, 
CiNiiと略称）により論文 PDF（Portable Document Format, PDFと略称）ファイルを閲覧可能な日
本建築学会大会学術講演梗概集，日本建築学会構造系論文集，及び日本コンクリート工学協会
（Japan Concrete Institute, JCIと略称）年次大会論文集から，下記の条件で RC造柱の試験体を選定
した。 
(1) 試験体寸法・配筋など本検討に必要な情報が明記されている； 
(2) 繊維補強コンクリートなどの特殊コンクリートを用いた試験体を除き普通コンクリートの
みを対象とする； 
(3) せん断破壊が発生し，かつ軸崩壊まで加力が行われた RC造柱の試験体である； 
(4) 本研究で定義した軸崩壊限界点（せん断力が 0 の点）が明記されている，または軸崩壊限
界点が合理的に推定できる； 
(5) 本研究で定義した軸崩壊限界点における RC造柱の負担軸力が明らかである； 
なお，一方向加力や繰り返し加力などの水平加力条件，及びせん断補強筋フックの種類（135°
及び閉鎖溶接）は区別せずに上記の条件を満足したRC造柱の試験体を対象にデータを収集した。 
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3.3 加力実験データベースの詳細 
 
加力実験データベースは，3.2節で設定した作成条件を満たす RC 造柱の試験体 16 体で構成さ
れる。作成した加力実験データベースを表 3.1に示す。また，本研究で提案した RC造柱の残存軸
耐力評価手法において柱の残存軸耐力は水平変形の関数であるため，収集した試験体の軸崩壊時
の変形角に基づいて算定した軸崩壊時の水平変形（変形角×内法高さ）も表 3.1に併記した。 
収集した試験体のデータのうち，軸力比hの分布，主筋比 gp の分布，及びせん断補強筋比 wp の
分布を図 3.1～3.3 にそれぞれ示す。収集した試験体の軸力比hは 0.15～0.35に分布しており，主
筋比 gp およびせん断補強筋比 wp はほとんど 1%～3%および 0.2%～0.5%に分布している。 
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3.4 加力実験データベースによる精度検証 
 
本節では，3.3節で作成した加力実験データベースを用い，第 2章で提案した残存軸耐力評価手
法の妥当性と適用性を検証する。また，既提案された RC 造柱の残存軸耐力評価手法（2.1 節の
Elwood, Moehleらが提案した評価手法[3.7]）の精度も併せて検証し，本論文で提案した評価手法の
それと比較する。 
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3.4.1 各残存軸耐力評価手法におけるパラメータの設定 
 
(1) EIwood, Moehleらが提案したせん断破壊後の RC造柱の残存軸力評価手法[3.7] 
EIwood, Moehleらが提案したせん断破壊後の RC造柱の残存軸耐力評価手法を式（3.1）（式（1.24）
再掲）に示す。この評価式は，主筋の寄与分とコンクリートの寄与分の評価式で構成される。 
式（3.1）に示す残存軸耐力評価式を適用する際，柱せい方向のせん断補強筋の長さ cd ，
SHEAR-FRICTION面が水平方向となす角度q，及び摩擦係数m 以外のパラメータは加力実験デー
タベースを用いて求めることが可能である。ここでは，柱せい方向のせん断補強筋の長さ cd は柱
せいの 0.8倍とし，文献[3.7]に従ってSHEAR-FRICTION面が水平方向となす角度qは 65°とした。
また，摩擦係数m は文献[3.7]を参考にし一定の値である 0.6とした。 
 
sbars
cytst Pn
s
dfA
P +
-
+
=
mq
qmq
tan
tan1tan  
ここで， 
（3.1） 
式（1.24）再掲 
cd  ：柱せい方向のせん断補強筋の長さ，  
q  ：SHEAR-FRICTION面が水平方向となす角度，  
m  ：摩擦係数，  
である。  
 
(2) 本研究で提案したせん断破壊後の RC造柱の残存軸力評価手法 
本研究で提案したせん断破壊後の RC造柱の残存軸耐力評価手法を式（3.2）（式（2.22）再掲）
に示す。本評価式は，式（3.1）と同様に主筋の寄与分とコンクリートの寄与分の評価式で構成さ
れる。本評価式の特徴は，Elwood, Moehleらが提案した残存軸力評価手法には考慮されていない
コンクリートのアーチ機構による主筋の寄与分の増加が考慮されていること，などである。 
本残存軸耐力評価式（式（3.2））を適用する際，せん断破壊区間の材軸方向長さ 0L ，及び摩擦
係数m 以外のパラメータは加力実験データベースを用いて求めることが可能である。ここで，せ
ん断破壊区間の材軸方向長さL0は，第 2章の2.9節で述べたように初期せん断ひび割れ角度を 60°
と仮定した上で算定した[3.8]。また，切断面における静摩擦係数m は，「現場打ち同等型プレキャ
スト鉄筋コンクリート構造設指針（案）・同解説」[3.9]に従って一定の値として 0.6を採用した。 
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CRSRR NnNN ,, +=  （3.2） 式（2.22）再掲 
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ここで， 
0L  ：せん断破壊区間の材軸方向長さ， 
m  ：摩擦係数， 
である。 
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3.4.2 適用結果 
 
前記二種の残存軸耐力評価手法を，3.3節で作成した加力実験データベースへ適用した結果を表
3.2，図 3.4及び 3.5に示す。また，各残存軸耐力評価手法の精度比較の結果を図 3.6に示す。さら
に，各残存軸耐力評価手法におけるコンクリート及び主筋の残存軸耐力寄与分の割合を図 3.7 及
び図 3.8にそれぞれ示す。 
図 3.4～3.6 に示すように，本研究で提案したコンクリートに形成されるアーチ機構の影響を考
慮した残存軸耐力評価手法は，Elwood, Moehleらの評価手法より精度が比較的高い結果となった。
実験値に対する Elwood, Moehleらの評価手法による残存軸耐力算定値の比率はほとんど 0.5~0.75
の範囲に分布しているのに対し，本評価手法による適用結果は，せん断補強筋比が高い試験体
（PG1.7及び PG3.0）を除いて 0.75~1.25の範囲に分布していることがわかる。 
Elwood, Moehleらの評価手法による評価結果は，前章で述べたようなコンクリートに形成され
るアーチ機構の影響による主筋の残存軸耐力寄与分の増加を考慮していないため，実験値より小
さいと考えられる。 
また，せん断補強筋比が高い試験体（PG1.7及び PG3.0）について，本評価手法を用いて算定し
た残存軸耐力は実験値より大きい。この理由としては，第 2 章においてせん断破壊区間にある全
てのせん断補強筋が降伏（すなわち降伏強度相当の力を負担する）していると仮定しているが，
せん断補強筋がある程度以上多くなれば必ずしも全ての補強筋が一様に降伏するわけではないこ
とが想定される。 
図 3.7及び 3.8に示すように，二種の残存軸耐力評価手法において，各評価手法の仮定などの違
いによって，算定したコンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合も大きく異なる。それに対
して，どの評価手法におけるコンクリートと主筋の寄与分の割合が実状に近いかを加力実験の結
果に基づいて詳しく検討を行う必要があると考えられる。次章以降においては，それに関する検
討を行う。 
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3.5 まとめ 
 
本章では，まず，RC造柱の加力実験データの収集条件を設定し，既往の研究事例から RC造柱
の加力実験データベースを作成した。次に，作成した RC 造柱の加力実験データベースに，既往
の残存軸耐力評価手法と本研究の評価手法をそれぞれ適用し，各評価手法の精度を検証した。ま
た，各評価手法の適用結果を用いてコンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合も検討した。
本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 加力実験データベースを用い，既提案された RC 造柱の残存軸耐力評価手法による適用
結果と比較したところ，本研究で提案した評価手法の精度が相対的に高いことが明らか
になった。 
(2) 本研究で提案した評価手法のせん断補強筋比の適用範囲については，せん断補強筋比が
高い試験体で実験値を過大評価したため，今後，さらなる吟味が必要である。 
(3) 二種の評価手法（本研究，及び Elwood，Moehleら）における仮定などの違いによってコ
ンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合が大きく異なることがわかった。 
 
以上から，第 2 章で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の精度が加力実験データベースへ
の適用を通じて検証できた。しかし，既往研究による加力実験データベースを用いた分析のみで
は，コンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合を含めて本評価手法の妥当性を詳しく検証す
ることが困難であったため，これらに関するより詳細な検証を行うための新たな加力実験を次章
以降で計画した。 
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4 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の 
検証実験 
 
4.1 はじめに 
 
第 3 章では，構造力学理論に基づいて提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の精度を既往研
究による加力実験データベースを通じて検証した。その結果，本研究で提案した残存軸耐力評価
手法は，既提案された他の理論的評価手法より相対的に高い精度を有することが確認できた。し
かし，既往研究による加力実験データベースからは実際の崩壊過程における主筋とコンクリート
それぞれの残存軸耐力寄与分を求めることができないため，また，第 2 章で提案した内部コンク
リートが軸力を負担できない場合の残存軸耐力の評価式（式（2.25））については，対応する状況
を想定した実験結果が存在しないため，その詳細な検討が困難である。そこで，本研究において
は，新たにせん断破壊型柱部材の加力実験を計画し，提案した評価手法の妥当性及び適用性を詳
しく検証する。まず，第 2 章で提案した内部コンクリートが軸力を負担できない場合の RC 造柱
の残存軸耐力の評価手法で想定したモデルと適合するよう，鉄筋のみによる試験体（コンクリー
トを打設しない，柱部分が鉄筋のみで構成される試験体）を設計して加力実験を行い，実験結果
及び検討結果を本章で纏める。加えて，第 2 章で提案した内部コンクリートが軸力を負担できる
場合の RC造柱の残存軸耐力の評価手法と対応するよう，せん断破壊型 RC造試験体を設計して加
力実験を行い，実験結果及び検討結果を第 5章に纏める。 
本章では，まず，鉄筋のみによる試験体の設計・製作，及び加力実験の計測・加力計画につい
て説明する。次に，各試験体の荷重と変形の関係及び破壊経過を述べる。最後に，加力実験デー
タに基づいて定義した軸崩壊限界点を求め，その時の主筋の端部断面の応力状態を確認するとと
もに，残存軸耐力評価手法による算定値と加力実験より得られた残存軸耐力の実験値を比較し，
その結果に対する考察を行う。 
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4.2 試験体の設計と製作 
 
4.2.1 試験体の設計 
 
主筋のみの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験は，研究の進捗状況に合
わせて 2回に分けて実施した。2014年 1月から 4月にかけては，1回目の検証実験（試験体：計
2体）を東京大学・生産技術研究所・千葉実験所の地震応答実験棟で実施した。2014年 11月から
2015 年 3 月にかけては，2 回目の検証実験（試験体：計 3体）を同じ場所で実施した。尚，2 回
の検証実験では，同ロットの鉄筋を使用することができなかったため，鉄筋の力学特性に両者の
間で多少の差がある。 
また，実験のパラメータについては，1 回目の検証実験においては主筋の高さをパラメータと
し，2 回目の検証実験においては主筋の高さと軸力の大きさをパラメータとした。主筋の高さ・
本数の具体的な数値は，軸崩壊が生じるまで加力ができるように既存の加力設備の寸法・容量に
合わせて決定した。軸力は，試験体に軸崩壊が生じる際の目標変位（柱の残存軸耐力と水平変形
の関係において水平変形の増加とともに残存軸耐力が大きく低下する領域と低下の割合が小さく
い領域，加力実験データが広く分布するように目標変位を設定する。1回目の目標変位は 100mm
で，2回目の検証実験の目標変位は 50mmと 30mmである。）をまず決定し，その後，本研究で提
案した主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法（式（2.25））を用いて算定した。
また，軸力の大小や主筋の細長比等によっては主筋に座屈が発生する可能性が考えられるが，通
常柱に配筋される程度のせん断補強筋も配筋し，主筋とは結束線により固定しており，その補剛
効果により座屈を防止することとした（ただし，試験体の製作上の都合により前後 2 回の検証実
験における試験体のせん断補強筋の配筋詳細が多少異なるが，内部コンクリートが存在しないた
めに，コンクリートが軸力を負担できない場合を想定した本実験の結果には影響を与えないと考
えられる。）。 
各試験体の諸元を表 4.1に，各試験体の詳細を図 4.1及び図 4.2にそれぞれ示す。試験体名の意
味を，試験体 R200-15を例として説明する。“R”は鉄筋（第 5章で後述するが，“R”のほか，鉄
筋コンクリートを意味する“RC”も登場する）を，“200”は柱高さ（単位：mm）を，“15”は導
入した軸力の大きさ（単位：kN）を意味する。全ての試験体の主筋の直径や規格は，4D16（SD345)
である。 
試験体R200-15及びR400-15は，柱の高さをパラメータとし，それぞれの高さは 200mmと 400mm
である。また，作用軸力が 15kN の場合，両試験体とも軸崩壊限界点における水平変形の計算値
は約 100mmである。 
試験体 R200-30及び R200-50は，R200-15と同一の配筋であり，柱高さ 200mmを有し，作用軸
力をパラメータとしている。試験体 R200-30及び R200-50の作用軸力はそれぞれ 30kN及び 50kN
である。また，軸崩壊限界点における両試験体の水平変形の計算値はそれぞれ約 50mm及び 30mm
である。 
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試験体R200-30及びR300-30は，柱の高さをパラメータとし，それぞれの高さは 200mmと 300mm
である。また，作用軸力が 30kN の場合，両試験体とも軸崩壊限界点における水平変形の計算値
は約 50mmである。 
 
表 4.1 各試験体の諸元 
実施時間 試験体名 
柱高さ 
（mm） 
主筋 
(規格) 
せん断補強筋 
(規格) 
作用軸力 
（kN） 
目標変位 
（mm） 
2014年 
1月～4月 
R200-15 200 
4D16 
（SD345） 
D6@30 
（SD345） 
15 100 
R400-15 400 
2014年 11月 
～ 
2015年 3月 
R200-30 
200 φ6@50 
（SR235） 
30 50 
R200-50 50 30 
R300-30 300 30 50 
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4.2.2 試験体の製作 
 
試験体の製作過程は，写真 4.1 に示すように主筋の歪ゲージ貼付（歪ゲージの貼付位置などの
詳細は 4.3 節を参照），鉄筋組立，型枠支保工，コンクリート打設（スタブ部分），コンクリート
の養成及び脱枠などの作業により構成される。2014年 1月から 4月にかけての検証実験の試験体
の歪ゲージ貼付作業はアシス株式会社の製作工場で，2014年 11月から 2015年 4月にかけての検
証実験の試験体の歪ゲージ貼付作業は東京大学・生産技術研究所で実施した。歪ゲージ貼付以外
の作業は，アシス株式会社の製作工場で実施した。 
コンクリートを約 1 週間養成してある程度の強度が発見した後に，試験体をアシス株式会社の
製作工場から東京大学・生産技術研究所・千葉実験所の地震応答実験棟に搬入した。 
 
  
（a）主筋の歪ゲージ貼付後の様子 （b）試験体の鉄筋組立後の様子 
  
（c）試験体の型枠支保工 （d）コンクリート受入検査 
写真 4.1 試験体の製作及び搬入（次のページへ続く） 
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（e）試験体のコンクリート打設 
（スタブ部分のみ） 
（f）試験体のコンクリートの養成 
（スタブ部分のみ） 
  
（g）脱枠後の試験体の様子 （h）試験体の搬入中の様子 
写真 4.1 試験体の製作及び搬入（前のページからの続き） 
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4.3 実験計画 
 
4.3.1 計測計画 
 
鉄筋のみによる柱の試験体の加力過程においては，試験体の変形（水平変形及び鉛直変形），主
筋の軸方向における歪度，作用力（水平力及び鉛直力）などを計測する。 
試験体の変形の計測イメージ図を図 4.3 に示す。各試験体の変形（上下スタブの相対水平変形
及び相対鉛直変形）は，レーザー変位計 IL600（株式会社キーエンス製）により計測する。水平
方向は試験体の 1箇所の変形を計測し，鉛直方向は試験体の 4箇所の変形を計測する。 
また，各試験体における各主筋の端部断面及び中央断面に複数の歪ゲージ（東京測器研究所の
製品，塑性歪ゲージ YFLA-2）を貼付してそれぞれの歪度を計測する。各試験体のそれぞれの歪
ゲージの貼付位置図を図 4.4～図 4.6に示す。歪ゲージ貼付のため，貼付位置の主筋断面を研削し
ており，研削部分の直径は（16mmから）14mmとなっている。なお，4.2節で述べた軸崩壊限界
点の水平変形は，主筋径 14mm に対応した計算結果である。ただし，1 回目の加力実験における
試験体 R200-15及び R400-15には，断面応力計測の分解能や歪ゲージ貼り付け難易度のバランス
を考慮し，いくつか複数の歪ゲージの貼り付けパターンを試みた。 
試験体に作用する水平力及び鉛直力は，アクチュエータの端部に設置したロードセルにより計
測する。また，計測ステップ毎に試験体の破壊状況も撮影する。 
また，各試験体の計測に使用したチャンネル番号リストを表 4.2および表 4.3に示す。各歪ゲー
ジチャンネルに応じた計測位置は，歪ゲージの貼付位置図（図 4.4～図 4.6）を参照されたい。試
験体 R200-15 及び R400-15のチャンネル番号リストを表 4.2に示した。後述する加力計画上の都
合により，両試験体においては一部の計測チャンネルは動的データロガーより計測し，残りの計
測チャンネルは静的データロガーより計測した。両データロガーは 1 台の計測コンピュータに接
続されており，同コンピュータの内部時計の時刻が各計測ステップで記録されているため，実験
結果の分析の際には記録された時刻を参照して動的計測と静的計測の同時性を担保することとし
た。試験体 R200-30，R200-50，及び R300-30のチャンネル番号リストを表 4.3に示す。これらの
試験体 3体については，全て静的データロガーより計測した。 
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図 4.3 試験体の変形計測のイメージ図（試験体 R400-15を例として） 
試験体 R400-15 
計測用アルミアングル 
レーザー照射方向 
（鉛直 2箇所） 
レーザー照射方向 
（鉛直 2箇所） 
レーザー照射方向 
（水平 1箇所） 
:水平変形用レーザー変位計        :鉛直変形用レーザー変位計 
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-10
 
30602030 60
3 7.5 6 67.5
30
2
4
37.566 7.5
30
7.5 7.5 5
20
4
4
4
4
7
2
1.
54
1.
54
1.
54
1.
54
1.
54
1.
54
1
.54
2
1
.5
3.
5
7
7
7
3
.5
200
3
2
1
4
3
A
T
1
-
3
2
1
4
3
A
T
2
-
A
M
1-
3
2
1
4
3
A
B
2
- 3
2
1
4
3
A
B
1
-
7
4
7
4
7
2
2
3
1
4
3
2
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2
3
4
展
開
点
間
隔
　
9
0
°
間
隔
　
9
0
°
間
隔
　
9
0
°
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
上 端
試
験
体
R
2
00
-1
5
1-
1
1
-1
主
筋
断
面
上
端
中
央
下
端
研
削
位
置
主
筋
A
主
筋
B
主
筋
C
主
筋
D
間
隔
　
6
0
°
間
隔
　
6
0
°
間
隔
　
9
0°
間
隔
　
9
0°
間
隔
　
9
0°
1
5°
間
隔
　
9
0°
4
5°
1
5°
4
5°
間
隔
　
45
°
間
隔
　
45
°
間
隔
　
45
°
図
4
.4
　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
（
試
験
体
R
2
00
-
1
5
）
BT
1-
BT
2-
BM
1
-
BB
2-
BB
1-
C
T
1-
C
T
2-
C
M
1
-
C
B
2-
C
B
1-
DT
1-
DT
2-
DM
1
-
DB
2-
DB
1-
3
1
4
3
2
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2 3
4 1
2 3
4
1
2
3
4
5
6
1
2
3
4
5
6
1
2
3
4
5
6
7
8
1
2
3
4
5
6
7
8
1
2
3
4
5
6
7
8
3.
8
4
4
0
.1
6
3.
3
4
3.
3
4
3
.3
3
.3
4
3.
3
4
3.
3
2
2
4
4
4
7
7
7
7
柱の高さ
A D
B C
主
筋
番
号
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-11
 
301602030 160
3 7.5 6 67.5
30
2
4
37.566 7.5
30
7.5 7.5 5
20
4
4
4
4
7
2
1.
54
1.
54
1.
54
1.
54
1.
54
1
.54
1
.54
2
1
.5
2
4
2
3
.3
4
3.
3
4
3
.3
3
.3
4
3.
3
4 3
.3
3
.5
7
7
7
3.
5
400
3
2
1
4
3
A
T
1
-
3
2
1
4
3
A
T
2
-
A
M
1-
3
2
1
4
3
A
B
2
- 3
2
1
4
3
A
B
1
-
7
4
7
4
7
2
2
3
1
4
3
2
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2
3
4
展
開
点
間
隔
　
9
0°
間
隔
　
9
0°
間
隔
　
9
0°
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
上 端
試
験
体
R
4
0
0-
1
5
1-
1
1
-
1
主
筋
断
面
上
端
中
央
下
端
研
削
位
置
主
筋
A
主
筋
B
主
筋
C
主
筋
D
間
隔
　
60
°
間
隔
　
90
°
間
隔
　
90
°
間
隔
　
90
°
間
隔
　
90
°
4
5°
4
5°
間
隔
　
4
5
°
間
隔
　
4
5
°
間
隔
　
4
5
°
図
4
.
5
　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
（
試
験
体
R
40
0
-
1
5
）
BT
1-
BT
2-
BM
1
-
BB
2-
BB
1-
C
T
1-
C
T
2-
C
M
1
-
C
B
2-
C
B
1-
D
T
1-
D
T
2-
D
M
1
-
D
B
2-
D
B
1-
3
1
4
3
2
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
1
4
3
2
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
3
1
2
4
5
8
7
6
5
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2 3
4 1
2 3
4
1
2
3
4
5
6
7
8
1
2
3
4
5
6
7
8
1
2
3
4
5
6
7
8
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
60
°
2
1
3
4
5
6
2
2
4
4
4
7
7
7
7
柱の高さ
A D
B C
主
筋
番
号
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-12
 
展
開
点
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
上 端
1
-1
主
筋
断
面
上
端
中
央
下
端
研
削
位
置
主
筋
A
(B
,C
,D
が
同
様
)
図
4
.6
　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
1-
1
試
験
体
R
20
0-
3
0
R
20
0-
5
0
20302020 45
200
20 45
間
隔
　
6
0°
間
隔
　
90
°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
7.5 57.5
2
2
4
3
.3
4
3.
3
4
3.
3
3.
3
4
3.
34
3
.3
7.5 57.5 7.55 7.5 7.55 7.5
20
20
20
20
2
2
4
4
4
7
7
7
7
A
T
1-
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
A
T
2-
3
1
4
3
2
A
B2
-
A
B1
-
3
1
4
6
2
4
5
柱の高さ
中
央
展
開
点
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
上 端
1-
1
主
筋
断
面
上
端
中
央
下
端
研
削
位
置
主
筋
A
(B
,C
,D
が
同
様
)
図
4
.
7
　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
1-
1 試
験
体
R
30
0
-3
0
20302020 95
300
20 95
間
隔
　
6
0°
間
隔
　
9
0°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
7.5 57.5
2
2
4
3
.3
4
3
.3
4
3.
3
3.
3
4
3
.3
4
3.
3
7.5 57.5 7.55 7.5 7.55 7.5
20
20
20
20
2
2
4
4
4
7
7
7
7
A
T
1-
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
A
T
2-
3
1
4
3
2
A
B
2
-
A
B
1
-
3
1
4
6
2
4
5
柱の高さ
中
央
（
試
験
体
R
20
0-
30
）
（
試
験
体
R
20
0-
50
）
（
試
験
体
R
30
0-
3
0）
主
筋
番
号
主
筋
番
号
A D
B C
A D
B C
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-13
表 4.2 試験体（R200-15及び R400-15）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
S-0 AT1-1 
主筋 Aの上端の歪度 
32 BM1-1 
主筋 Bの中央の歪度 
S-1 AT1-2 33 BM1-2 
S-2 AT1-3 34 BM1-3 
S-3 AT1-4 35 BM1-4 
S-4 AT2-1 36 BB2-1 
主筋 Bの下端の歪度 
S-5 AT2-2 37 BB2-2 
S-6 AT2-3 38 BB2-3 
S-7 AT2-4 39 BB2-4 
S-8 AM1-1 
主筋 Aの中央の歪度 
40 BB2-5 
S-9 AM1-2 41 BB2-6 
S-10 AM1-3 42 BB1-1 
S-11 AM1-4 43 BB1-2 
S-12 AB2-1 
主筋 Aの下端の歪度 
44 BB1-3 
S-13 AB2-2 45 BB1-4 
S-14 AB2-3 46 BB1-5 
S-15 AB2-4 47 BB1-6 
S-16 AB1-1 48 CT1-1 
主筋 Cの上端の歪度 
S-17 AB1-2 49 CT1-2 
S-18 AB1-3 50 CT1-3 
S-19 AB1-4 51 CT1-4 
S-20 BT1-1 
主筋 Bの上端の歪度 
52 CT2-1 
S-21 BT1-2 53 CT2-2 
S-22 BT1-3 54 CT2-3 
S-23 BT1-4 55 CT2-4 
S-24 BT1-5 56 CM1-1 
主筋 Cの中央の歪度 
S-25 BT1-6 57 CM1-2 
S-26 BT2-1 58 CM1-3 
S-27 BT2-2 59 CM1-4 
S-28 BT2-3 60 CB2-1 
主筋 Cの下端の歪度 
S-29 BT2-4 61 CB2-2 
S-30 BT2-5 62 CB2-3 
S-31 BT2-6 63 CB2-4 
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表 4.2 試験体（R200-15及び R400-15）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
S-64 CB1-1 
主筋 Cの下端の歪度 
S-65 CB1-2 
S-66 CB1-3 
S-67 CB1-4 
S-68 DB2-1 
主筋 Dの下端の歪度 
S-69 DB2-2 
S-70 DB2-3 
S-71 DB2-4 
S-72 DB2-5 
S-73 DB2-6 
S-74 DB2-7 
S-75 DB2-8 
S-76 DB1-1 
S-77 DB1-2 
S-78 DB1-3 
S-79 DB1-4 
S-80 DB1-5 
S-81 DB1-6 
S-82 DB1-7 
S-83 DB1-8 
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表 4.2 試験体（R200-15及び R400-15）のチャンネル（CH）番号リスト 
（前のページからの続き） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
D-0 LDV-1 
鉛直変形 
   
D-1 LDV-2 
   
D-2 LDV-3 
   
D-3 LDV-4 
   
D-4 LDH-1 水平変形 
   
D-5 
    
D-6 
     
D-7 LOAD(H) 水平力 
   
D-8 DT1-1 
主筋 Dの上端の歪度 
   
D-9 DT1-2 
   
D-10 DT1-3 
   
D-11 DT1-4 
   
D-12 DT1-5 
   
D-13 DT1-6 
   
D-14 DT1-7 
   
D-15 DT1-8 
   
D-16 DT2-1 
   
D-17 DT2-2 
   
D-18 DT2-3 
   
D-19 DT2-4 
   
D-20 DT2-5 
   
D-21 DT2-6 
   
D-22 DT2-7 
   
D-23 DT2-8 
   
D-24 DM1-1 
主筋 Dの中央の歪度 
   
D-25 DM1-2 
   
D-26 DM1-3 
   
D-27 DM1-4 
   
D-28 DM1-5 
   
D-29 DM1-6 
   
D-30 DM1-7 
   
D-31 DM1-8 
   
注：本ページの計測チャンネルは動的データローガーより計測する。 
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表 4.3 試験体（R200-30，R200-50及び R300-30）のチャンネル（CH）番号リスト 
（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
0 LOAD(H) 水平力 32 BT1-3 
主筋 Bの上端の歪度 
1 LOAD(V) 鉛直力 33 BT1-4 
2 LDV-1 
鉛直変形 
34 BT1-5 
3 LDV-2 35 BT1-6 
4 LDV-3 36 BT2-1 
主筋 Bの中央の歪度 
5 LDV-4 37 BT2-2 
6 LDH-1 水平変形 38 BT2-3 
7 
 
39 BT2-4 
8 
  
40 BB2-1 
9 
  
41 BB2-2 
10 AT1-1 
主筋 Aの上端の歪度 
42 BB2-3 
11 AT1-2 43 BB2-4 
12 AT1-3 44 BB1-1 
主筋 Bの下端の歪度 
13 AT1-4 45 BB1-2 
14 AT1-5 46 BB1-3 
15 AT1-6 47 BB1-4 
16 AT2-1 
主筋 Aの中央の歪度 
48 BB1-5 
17 AT2-2 49 BB1-6 
18 AT2-3 50 CT1-1 
主筋 Cの上端の歪度 
19 AT2-4 51 CT1-2 
20 AB2-1 52 CT1-3 
21 AB2-2 53 CT1-4 
22 AB2-3 54 CT1-5 
23 AB2-4 55 CT1-6 
24 AB1-1 
主筋 Aの下端の歪度 
56 CT2-1 
主筋 Cの中央の歪度 
25 AB1-2 57 CT2-2 
26 AB1-3 58 CT2-3 
27 AB1-4 59 CT2-4 
28 AB1-5 60 CB2-1 
29 AB1-6 61 CB2-2 
30 BT1-1 
主筋 Bの上端の歪度 
62 CB2-3 
31 BT1-2 63 CB2-4 
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表 4.3 試験体（R200-30，R200-50及び R300-30）のチャンネル（CH）番号リスト 
（前のページからの続き） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
64 CB1-1 
主筋 Cの下端の歪度 
   
65 CB1-2 
   
66 CB1-3 
   
67 CB1-4 
   
68 CB1-5 
   
69 CB1-6 
   
70 DT1-1 
主筋 Dの上端の歪度 
   
71 DT1-2 
   
72 DT1-3 
   
73 DT1-4 
   
74 DT1-5 
   
75 DT1-6 
   
76 DT2-1 
主筋 Dの中央の歪度 
   
77 DT2-2 
   
78 DT2-3 
   
79 DT2-4 
   
80 DB2-1 
   
81 DB2-2 
   
82 DB2-3 
   
83 DB2-4 
   
84 DB1-1 
主筋 Dの下端の歪度 
   
85 DB1-2 
   
86 DB1-3 
   
87 DB1-4 
   
88 DB1-5 
   
89 DB1-6 
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4.3.2 加力計画 
 
2014年 1月～4月に実施した 1回目の鉄筋のみによる試験体の静的加力実験においては，図 4.8
に注記し，写真 4.1（a）に示したように，水平方向は試験体の中央部を反曲点とするアクチュエ
ータによる一方向加力であり，鉛直方向は軸力相当分の錘を載せ加力した（パンタグラフの自量
を含む総重さは 20.04 kN である）。これは，既往加力実験の経験から軸崩壊限界点の前後に鉛直
アクチュエータが試験体の変形に追随しなくなる可能性を想定し，それを防止するための措置で
ある。また，パンタグラフにより試験体上下スタブの平行を保ち，逆対称の応力分布となる。 
2014年 11月～2015年 3月に実施した 2回目の鉄筋のみによる試験体の静的加力実験において
は，1 回目と同様，水平方向は試験体の中央部を反曲点とするアクチュエータによる一方向加力
である。ただし，鉛直方向加力については，1回目の実験における経験や，1回目と比較して高い
軸力の導入による安全上の懸念などから，錘加力からアクチュエータ加力に変更した（図 4.8 及
び写真 4.2（b））。 
 
 
図 4.8 実験装置・試験体のセットアップ（計画図） 
 
試験体 
パンタグラフ 
スタブ 
鉛直アクチュエータ 
（2015.01~04の加力実験は錘より加力） 
水平アクチュエータ 
反力床 
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（a） 1回目（2014年 1月～4月に実施，鉛直方向は錘より加力） 
 
（b） 2回目（2014年 11月～2015年 3月に実施，鉛直方向はアクチュエータより加力） 
写真 4.2 実験装置・試験体のセットアップ（実物図） 
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4.4 実験結果 
 
4.4.1 材料試験結果 
 
2 回にわたって実施した加力実験において使用された鉄筋の引張試験を東京大学生産技術研究
所・動的現象実験室で行い，それぞれの試験結果を表 4.4及び図 4.9に示す。材料試験に使用され
た鉄筋試験片は，4.3節で述べた試験体の主筋と同様に，鉄筋断面を研削した後の鉄筋（研削によ
り直径は 16mmから 14mmに減少）である。 
降伏応力の算出については[4.1]，降伏点が明瞭であった D16（SD345）は上降伏点を採用した。
表 4.4及び図 4.9に示すように，2回の材料試験において各試験片から求めた降伏強度，降伏歪な
どの力学特性はほぼ一致する。ただし，2014年 11月～2015年 3月に実施した 2回目の加力実験
における材料試験では，計測上の都合により 1本の試験片（Test3）の歪硬化段階のデータが正し
く得られなかった。しかし，歪硬化が発生する前における 3 本の試験片の応力度－歪度関係はほ
ぼ一致するため，歪硬化前のデータである降伏強度などの力学特性は有効であると判断して Test3
の結果を採用した。 
 
表 4.4鉄筋の引張試験結果 
（a） 2014年 1月～4月に実施した 1回目の加力実験に用いた鉄筋の材料特性* 
（D16, SD345） 
試験体片 降伏強度（MPa） 降伏歪（ε） 引張強度（MPa） ヤング係数（105MPa） 
1 423 2020 605 2.11 
2 430 2150 605 2.06 
3 428 2080 598 2.08 
平均 427 2080 603 2.08 
 
 
（b） 2014年 11月～2015年 3月に実施した 2回目の加力実験に用いた鉄筋の材料特性* 
（D16, SD345） 
試験体片 降伏強度（MPa） 降伏歪（ε） 引張強度（MPa） ヤング係数（105MPa） 
1 428 2065 598 2.06 
2 426 2021 589 2.02 
3 426 2021 590 2.18 
平均 427 2036 592 2.09 
*：鉄筋断面積は，歪ゲージ貼付の断面切削後の実測径に基づき算定した。 
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（a）2014年 1月～4月に実施した 1回目の加力実験に用いた鉄筋（D16, SD345） 
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（b）2014年 11月～2015年 3月に実施した 2回目の加力実験に用いた鉄筋（D16, SD345） 
図 4.9 鉄筋の引張試験の応力度と歪度の関係 
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4.4.2 各試験体における荷重と変形の関係及び破壊経過 
 
本節では，荷重（試験体の作用水平力，作用鉛直力及び端部断面モーメント）と変形（水平変
形）の関係，鉛直変形と水平変形の関係及び加力実験中に撮影した試験体の写真を通じて 4.2 節
で計画した各試験体の加力実験結果の概要を説明する。 
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(1) 試験体 R200-15 
試験体 R200-15 における水平力（水平アクチュエータにて計測された力で，パンタグラフの自
重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除いていない）と水平変形の関係，錘の重さ（パ
ンタグラフの自重は含まない）と水平変形の関係，及び水平力と錘の重さから算定した試験体の
端部断面のモーメントと水平変形の関係を図 4.10～図 4.12にそれぞれ示す。ただし，断部断面の
モーメントの算定の際，試験体のモーメント分布が逆対称と仮定したうえで端部断面のモーメン
トを求めた。また，レーザー変位計を用いて計測した試験体の鉛直変形と水平変形の関係を図 4.13
に示す。さらに，以下に示す加力過程の各段階における試験体の様子を写真 4.3に示す。 
①パンタグラフを載せる前の状態で原点（イニシャル）を取得し，パンタグラフを試験体に載
せた状態を計測スタートとした。パンタグラフを試験体に載せると，パンタグラフの重量が
試験体の重心に対して偏心して作用するため（付録 4参照），試験体は負方向に変形した（-0.16 
mm）。その様子を写真 4.3の①に示す。 
②水平変形が 2.72 mmの時に，主筋端部が降伏し始め，また，その時の水平力は 6.6 kNであっ
た。その様子を写真 4.3の②に示す。 
③水平変形が 6.16 mmの時に，試験体が最大水平力（9.4 kN）に達した。その様子を写真 4.3の
③に示す。 
④第 2 章で述べた，柱が軸力を支持できなくなることによる鉛直変形・水平変形の急激的な増
加現象は，試験体の上下スタブがほぼ接触する状態まで加力しても見られなかった（その原
因については次節で説明する）。加力終了後，試験体の水平変形は 174.08 mmで，鉛直変形は 
118.78mmであった。また，加力終了後の試験体の様子を写真 4.3の④に示す。 
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図 4.10 試験体 R200-15における水平力と水平変形の関係 
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図 4.11 試験体 R200-15における鉛直力と水平変形の関係 
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図 4.12 試験体 R200-15における端部断面の作用モーメントと水平変形の関係 
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図 4.13 試験体 R200-15における鉛直変形と水平変形の関係 
 
 
  
①加力開始前 ②主筋が降伏し始める 
  
③最大水平力時 ④加力終了後 
写真 4.3 加力過程の各段階における試験体 R200-15の様子 
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(2)試験体 R400-15 
試験体 R400-15 における水平力（水平アクチュエータにて計測された力で，パンタグラフの自
重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除いていない）と水平変形の関係，錘の重さ（パ
ンタグラフの自重は含まない）と水平変形の関係，及び水平力と錘の重さから算定した試験体の
端部断面のモーメントと水平変形の関係を図 4.14～図 4.16にそれぞれ示す。ただし，断部断面の
モーメントの算定の際，試験体のモーメント分布が逆対称と仮定したうえで，断部断面のモーメ
ントを求めた。また，レーザー変位計を用いて計測した試験体の鉛直変形と水平変形の関係を図
4.17に示す。さらに，以下に示す加力過程の各段階における試験体の様子を写真 4.4に示す。 
①パンタグラフを載せる前の状態で原点（イニシャル）を取得し，パンタグラフを試験体に載
せた状態を計測スタートとした。パンタグラフを試験体に載せると，パンタグラフの重量が
試験体の重心に対して偏心して作用するため（付録 4参照），試験体は負方向に変形した（-4.16 
mm）。その様子を写真 4.4の①に示す。 
②水平変形が 8.96 mmの時に，主筋端部が降伏し始め，また，その時の水平力は 2.8 kNであっ
た。その様子を写真 4.4の②に示す。 
③水平変形が 15.84 mmの時に，試験体が最大水平力（4.0 kN）に達した。その様子を写真 4.4
の③に示す。 
④試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生する直前には，水平変形が145.12 mm，
鉛直変形が 30.06 mmであった。その様子を写真 4.4の④に示す。その時の水平力は-0.29 kN
であった。 
⑤試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生した直後には，水平変形が152.72 mm，
鉛直変形が 33.06 mmであった。その様子を写真 4.4の⑤に示す。その時の水平力は-0.09 kN
であり，水平力によるモーメントはほぼ 0 となり，端部断面のモーメントはほぼ軸力による
モーメントと等しい（図 4.16）。急激に変形が増加する時に，アクチュエータ水平力がほぼ 0
で，試験体の端部断面のモーメントが軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確認できた。 
⑥加力終了後，試験体の水平変形は 241.92 mmで，鉛直変形は 88.44 mmであった。また，加力
終了後の試験体の様子を写真 4.4の⑥に示す。 
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図 4.14 試験体 R400-15における水平力と水平変形の関係 
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図 4.15 試験体 R400-15における鉛直力と水平変形の関係 
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図 4.16 試験体 R400-15における端部断面の作用モーメントと水平変形の関係 
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図 4.17 試験体 R400-15における鉛直変形と水平変形の関係 
 
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-29
  
①加力開始前 ②主筋が降伏し始める 
  
③最大水平力時 ④変形が急増する直前 
  
⑤変形が急増した直後 ⑥加力終了後 
写真 4.4 加力過程の各段階における試験体 R400-15の様子 
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(3)試験体 R200-30 
試験体 R200-30 における水平力（水平アクチュエータで計測された力で，パンタグラフの自重
や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除いていない）と水平変形の関係，鉛直力と水平
変形の関係，及び水平力と鉛直力から算定した試験体の端部断面のモーメントと水平変形の関係
を図 4.18～図 4.20にそれぞれ示す。ただし，端部断面のモーメントの算定の際，試験体のモーメ
ント分布が逆対称と仮定したうえで，端部断面のモーメントを求めた。また，レーザー変位計を
用いて計測した試験体の鉛直変形と水平変形の関係を図 4.21に示す。さらに，以下に示す加力過
程の各段階における試験体の様子を写真 4.5に示す。 
①パンタグラフを載せる前の状態で原点（イニシャル）を取得し，パンタグラフを試験体に載
せた状態を計測スタートとした。パンタグラフを試験体に載せると，パンタグラフの重量が
試験体の重心に対して偏心して作用するため，試験体は負方向に変形した（-1.54 mm）。その
様子を写真 4.5の①に示す。 
②水平変形が 1.61 mmの時に，主筋端部が降伏し始め，また，その時の水平力は 4.69 kNであ
った。その様子を写真 4.5の②に示す。 
③水平変形が 4.45 mmの時に，試験体が最大水平力（7.5 kN）に達した。その様子を写真 4.5の
③に示す。 
④試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生する直前には，水平変形が74.88 mm，
鉛直変形が 15.45 mmであった。その様子を写真 4.5の④に示す。その時の水平力は 0.29 kN
であった。 
⑤試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生した直後には，水平変形が78.58 mm，
鉛直変形が 17.23 mmであった。その様子を写真 4.5の⑤に示す。その時の水平力は-0.14 kN
であり，水平力によるモーメントはほぼ 0 となり，試験体の端部断面のモーメントはほぼ軸
力によるモーメントと等しい（図 4.20）。急激に変形が増加する時に，アクチュエータ水平力
がほぼ 0 で，試験体の端部断面のモーメントが軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確
認できた。 
⑥加力終了後，試験体の水平変形は 102.51 mmで，鉛直変形は 30.14 mmであった。また，加力
終了後の試験体の様子を写真 4.5の⑥に示す。 
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図 4.18 試験体 R200-30における水平力と水平変形の関係 
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図 4.19 試験体 R200-30における鉛直力と水平変形の関係 
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図 4.20 試験体 R200-30における端部断面の作用モーメントと水平変形の関係 
0 40 80 120 160
0
25
50
75
100
変形が急増する直前④
変形が急増した直後⑤鉛
直
変
形
（m
m
）
水平変形（mm)
⑤④
②主筋が降伏し始める
①計測スタート
③最大水平力
 
図 4.21 試験体 R200-30における鉛直変形と水平変形の関係 
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⑤変形が急増した直後 ⑥加力終了後 
写真 4.5 加力過程の各段階における試験体 R200-30の様子 
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(4)試験体 R200-50 
試験体 R200-50 における水平力（水平アクチュエータで計測された力で，パンタグラフの自重
や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除いていない）と水平変形の関係，鉛直力と水平
変形の関係，及び水平力と鉛直力から算定した試験体の端部断面のモーメントと水平変形の関係
を図 4.22～図 4.24にそれぞれ示す。ただし，端部断面のモーメントの算定の際，試験体のモーメ
ント分布が逆対称と仮定したうえで，端部断面のモーメントを求めた。また，レーザー変位計を
用いて計測した試験体の鉛直変形と水平変形の関係を図 4.25に示す。さらに，以下に示す加力過
程の各段階における試験体の様子を写真 4.6に示す。 
①パンタグラフを載せる前の状態で原点（イニシャル）を取得し，パンタグラフを試験体に載
せた状態を計測スタートとした。パンタグラフを試験体に載せると，パンタグラフの重量が
試験体の重心に対して偏心して作用するため，試験体は負方向に変形した（-1.79 mm）。その
様子を写真 4.6の①に示す。 
②水平変形が 1.28 mmの時に，主筋端部が降伏し始め，また，その時の水平力は 5.77 kNであ
った。その様子を写真 4.6の②に示す。 
③水平変形が 3.85 mmの時に，試験体が最大水平力（8.16 kN）に達した。その様子を写真 4.6
の③に示す。 
④試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生する直前には，水平変形が44.58 mm，
鉛直変形が 5.76 mmであった。その様子を写真 4.6の④に示す。その時の水平力は 0 kNであ
った。 
⑤試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生した直後には，水平変形が49.85 mm，
鉛直変形が 15.85 mmであった。その様子を写真 4.6の⑤に示す。その時の水平力は-0.88 kN
であり，水平力によるモーメントはほぼ 0 となり，試験体の端部断面のモーメントはほぼ軸
力によるモーメントと等しい（図 4.24）。急激に変形が増加する時に，アクチュエータ水平力
がほぼ 0 で，試験体の端部断面のモーメントが軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確
認できた。 
⑥加力終了後，試験体の水平変形は 105.46 mmで，鉛直変形は 40.45 mmであった。また，加力
終了後の試験体の様子を写真 4.6の⑥に示す。 
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図 4.22 試験体 R200-50における水平力と水平変形の関係 
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図 4.23 試験体 R200-50における鉛直力と水平変形の関係 
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-36
0 40 80 120 160
0
500
1000
1500
変形が急増する直前④
変形が急増した直後⑤
 軸力によるモーメント
 軸力と水平力によるモーメントの和
端
部
断
面
の
モ
ー
メン
ト（
ｋN
.m
m
）
水平変形（mm)
④⑤
①計測スタート
③最大水平力
②主筋が降伏し始める
 
図 4.24 試験体 R200-50における端部断面の作用モーメントと水平変形の関係 
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図 4.25 試験体 R200-50における鉛直変形と水平変形の関係 
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①加力開始前 ②主筋が降伏し始める 
  
③最大水平力時 ④変形が急増する直前 
  
⑤変形が急増した直後 ⑥加力終了後 
写真 4.6 加力過程の各段階における試験体 R200-50の様子 
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(5)試験体 R300-30 
試験体 R300-30 における水平力（水平アクチュエータで計測された力で，パンタグラフの自重
や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除いていない）と水平変形の関係，鉛直力と水平
変形の関係，及び水平力と鉛直力から算定した試験体の端部断面のモーメントと水平変形の関係
を図 4.26～図 4.28にそれぞれ示す。ただし，端部断面のモーメントの算定の際，試験体のモーメ
ント分布が逆対称と仮定したうえで，端部断面のモーメントを求めた。また，レーザー変位計を
用いて計測した試験体の鉛直変形と水平変形の関係を図 4.29に示す。さらに，以下に示す加力過
程の各段階における試験体の様子を写真 4.7に示す。 
①パンタグラフを載せる前の状態で原点（イニシャル）を取得し，パンタグラフを試験体に載
せた状態を計測スタートとした。パンタグラフを試験体に載せると，パンタグラフの重量が
試験体の重心に対して偏心して作用するため，試験体は負方向に変形した（-1.66 mm）。その
様子を写真 4.7の①に示す。 
②水平変形が 4.58 mmの時に，主筋端部が降伏し始め，また，その時の水平力は 3.62 kNであ
った。その様子を写真 4.7の②に示す。 
③水平変形が 9.38 mmの時に，試験体が最大水平力（5.13 kN）に達した。その様子を写真 4.7
の③に示す。 
④試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生する直前には，水平変形が70.59 mm，
鉛直変形が 8.80 mmであり，その様子を写真 4.7の④に示す。その時の水平力は-0.1 kNであ
った。 
⑤試験体に鉛直変形・水平変形の急激的な増加現象が発生する直後には，水平変形が73.38 mm，
鉛直変形が 9.36 mmであった。その様子を写真 4.7の⑤に示す。水平力によるモーメントは-0.1 
kN となり，端部断面のモーメントは軸力によるモーメントとほぼ等しい（図 4.28）。急激に
変形が増加する時に，アクチュエータ水平力がほぼ 0 で，試験体の端部断面のモーメントが
軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確認できた。 
⑥加力終了後，試験体の水平変形は 85.83 mmで，鉛直変形は 12.92 mmであった。また，加力
終了後の試験体の様子を写真 4.7の⑥に示す。 
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図 4.26 試験体 R300-30における水平力と水平変形の関係 
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図 4.27 試験体 R300-30における鉛直力と水平変形の関係 
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図 4.28 試験体 R300-30における端部断面の作用モーメントと水平変形の関係 
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図 4.29 試験体 R300-30における鉛直変形と水平変形の関係 
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①加力開始前 ②主筋が降伏し始める 
  
③最大水平力時 ④変形が急増する直前 
  
⑤変形が急増した直後 ⑥加力終了後 
写真 4.7 加力過程の各段階における試験体 R300-30の様子 
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4.4.3 各試験体における軸崩壊限界点 
4.4.2節で行った各試験体（試験体 R200-15を除く）の荷重と変形の関係に関する分析より，急
激に変形が増加する時に，アクチュエータ水平力がほぼ 0 で，試験体の端部断面のモーメントが
軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確認できた。しかし，本研究で提案したせん断破壊後
の RC 造柱の残存軸耐力評価手法を詳細に検証するためには，定義した軸崩壊限界点における試
験体の作用軸力を正しく求め，それと提案した残存軸耐力評価手法による残存軸耐力の算定値と
比較する必要がある。ここで述べた正しい作用軸力とは，パンタグラフの自重及び大変形による
アクチュエータの傾きによる影響を除去して求めた作用軸力を意味し，通常の RC 造部材実験で
は問題にならないものだが，今般の実験では軸耐力・水平耐力ともに低い試験体を用いているた
め，これらの加力システムの特徴を考慮したより精密な議論を行う必要があり，このような検討
が必要となる。 
そこで，本節では，まず，パンタグラフの自重及び大変形によるアクチュエータの傾きの影響
が加味された計測値である主筋の断面歪度と，材料引張試験結果を対応させることで，各主筋の
全加力段階の内力（軸力は中央断面の平均歪度と材料試験の結果から算定し，モーメントは端部
断面の歪度と材料試験の結果から算定し，せん断力はモーメントと主筋の高さを用いて求める）
を求め，試験体全体の内力（軸力，モーメント，せん断力）と水平変形の関係を求める。これは，
パンタグラフはその形状から自重が鉛直方向のみならずそれが試験体の重心に対して偏心して作
用することにより生じる付加モーメントにより，これと同効果を生じさせる水平力が見かけ上作
用するため，水平力についてもアクチュエータで計測された水平力を単純に用いるのみでは正し
い内力を算定しているとは言えないためである。次に，それらの関係に基づき，軸崩壊限界点の
定義（第 2章ではせん断力が 0の時を軸崩壊限界点と定義したが，分析上は求めたせん断力が始
めてゼロを下回った際に，その直前の計測点とのいずれかでせん断力がゼロに近い方を軸崩壊限
界点として採用した）より試験体の残存軸耐力の実験値及びその時の水平変形を求める。 
各試験体に対して求めた軸崩壊限界点における各主筋及び柱の内力（軸力，せん断力，モーメ
ント）を表 4.5に纏める。 
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表 4.5 各試験体の軸崩壊限界点における内力のまとめ 
（主筋位置 A~Dは図 4.1～図 4.2参照） 
試験体 R200-15（軸崩壊限界点における水平変形：136.64mm） 
 主筋 A 主筋 B 主筋 C 主筋 D 柱（A~Dの合計） 
軸力(kN) 3.66 3.74 3.80 3.66 14.86 
せん断力(kN) 0.056 0.17 -0.12 -0.09 0.019 
モーメント(kN.mm) 252.90 263.19 254.02 245.87 1015.97 
      
試験体 R400-15（軸崩壊限界点における水平変形：115.76mm） 
 主筋 A 主筋 B 主筋 C 主筋 D 柱（A~Dの合計） 
軸力(kN) 3.98 3.19 4.22 3.79 15.19 
せん断力(kN) -0.047 0.21 -0.14 -0.016 0.0069 
モーメント(kN.mm) 222.38 220.66 220.51 216.58 880.13 
      
試験体 R200-30（軸崩壊限界点における水平変形：67.46mm） 
 主筋 A 主筋 B 主筋 C 主筋 D 柱（A~Dの合計） 
軸力(kN) 7.27 3.63 9.83 7.513 28.23 
せん断力(kN) -0.076 1.41 -1.188 -0.17 -0.022 
モーメント(kN.mm) 238.80 240.35 232.30 239.05 950.50 
      
試験体 R200-50（軸崩壊限界点における水平変形：35.45mm） 
 主筋 A 主筋 B 主筋 C 主筋 D 柱（A~Dの合計） 
軸力(kN) 13.20 5.73 15.06 13.48 47.48 
せん断力(kN) -0.29 1.27 -0.56 -0.33 0.092 
モーメント(kN.mm) 208.10 214.00 217.85 209.75 849.70 
      
試験体 R300-30（軸崩壊限界点における水平変形：57.58mm） 
 主筋 A 主筋 B 主筋 C 主筋 D 柱（A~Dの合計） 
軸力(kN) 7.81 4.97 9.88 6.82 29.48 
せん断力(kN) -0.16 0.53 -0.49 0.13 0.0058 
モーメント(kN.mm) 202.94 215.25 217.65 213.55 849.39 
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(1)試験体 R200-15 
試験体 R200-15 において，主筋の断面歪度及び材料引張試験結果より求めた各主筋の端部断面
の内力（軸力，せん断力，モーメント）と水平変形の関係を図 4.30～図 4.33にそれぞれ示す。ま
た，各主筋の内力を合計して求めた柱の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.34に示す。 
柱の軸力と水平変形の関係を表す図 4.34（a）には，前節の図 4.11 で示した錘の重さと水平変
形の関係を，また，柱のせん断力と水平変形の関係を表す図 4.34（b）には，前節の図 4.10 で示
した水平アクチュエータによる水平力と水平変形の関係を，それぞれ併記した。図 4.34（a）及び
図 4.34（b）に示すように，パンタグラフの自重の影響により試験体の作用軸力が増加すること，
パンタグラフの自重による水平抵抗力の影響で試験体に作用するせん断力は水平アクチュエータ
で計測された水平力より小さいことが分かる。また，他の試験体ではパンタグラフの自重による
水平抵抗力の増加分は全水平変形にわたりほぼ同程度（後述の図 4.39（b），図 4.44（b），図 4.49
（b），図 4.54（b）参照）であるのに対し，本試験体では水平変形が大きくなるにつれてその増加
分も大きくなった。この現象は，パンタグラフの形状上，加力点高さ（あるいは試験体の高さ）
が低くなるほど強く現れる。これに関する詳細な分析は付録 1 を参照されたい。従って，この現
象が原因で，4.4.2節で述べたように試験体の上下スタブがほぼ接触する状態まで加力しても変形
が急激に増加する現象が見られなかった。 
本研究で定義した軸崩壊直前の状態である軸崩壊限界点の位置を図 4.34に併せて示した。同図
に示すとおり，試験体の水平変形が約 136.64 mmの時に，定義した軸崩壊限界点に達した。その
時に，柱の端部断面の作用軸力は 14.86 kNで，作用モーメントは 1015.97 kN.mmである。 
図 4.34（a）より，作用軸力は多少のばらつきがみられるものの，全加力段階を通じて安定して
いる。また，第 2 章で述べた柱の端部断面のせん断力は，ある程度の変形を経験した後に減少す
ること（図 4.34（b）），柱の端部断面のモーメントにおいては，軸力によるモーメントは線形的に
増加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度変形を経過した後に小さくなること（図
4.34（c））が実験的に検証された。 
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図 4.30 試験体 R200-15における主筋 Aの内力と水平変形の関係 
0 40 80 120 160
0.0
2.5
5.0
7.5
10.0
作
用
軸
力
（ｋ
N
）
水平変形（mm)
 
(a) 軸力と水平変形の関係（主筋 B） 
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(b) せん断力と水平変形の関係（主筋 B） 
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図 4.31 試験体 R200-15における主筋 Bの内力と水平変形の関係 
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(c) モーメントと水平変形の関係（主筋 C） 
図 4.32 試験体 R200-15における主筋 Cの内力と水平変形の関係 
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図 4.33 試験体 R200-15における主筋 Dの内力と水平変形の関係 
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(c) モーメントと水平変形の関係 
図 4.34 試験体 R200-15の内力と水平変形の関係 
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(2)試験体 R400-15 
試験体 R400-15 において，主筋の断面歪度及び材料引張試験結果より求めた各主筋の端部断面
の内力（軸力，せん断力，モーメント）と水平変形の関係を図 4.35～図 4.38にそれぞれ示す。ま
た，各主筋の内力を合計して求めた柱の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.39に示す。 
柱の軸力と水平変形の関係を表す図 4.39（a）には，前節の図 4.15 で示した錘の重さと水平変
形の関係を，また，柱のせん断力と水平変形の関係を表す図 4.39（b）には，前節の図 4.14 で示
した水平アクチュエータによる水平力と水平変形の関係を，それぞれ併記した。図 4.39（a）及び
図 4.39（b）に示すように，パンタグラフの自重の影響により試験体の作用軸力は増加すること，
パンタグラフの自重による水平抵抗力の影響で試験体に作用するせん断力は水平アクチュエータ
で計測された水平力より小さいことが分かる。また，本試験体においてはパンタグラフの自重に
よる水平抵抗力が試験体 R200-15 より小さいため，変形が急激に増加する現象が見られた。これ
に関する詳細な分析は付録 1を参照されたい。 
本研究で定義した軸崩壊直前の状態である軸崩壊限界点の位置を図 4.39に併せて示した。同図
に示すとおり，試験体の水平変形が約 115.76 mmの時に，定義した軸崩壊限界点に達した。その
時に，柱の端部断面の作用軸力は 15.19 kNで，作用モーメントは 880.13 kN.mmであった。 
図 4.39（a）より，作用軸力は多少のばらつきがみられるものの，全加力段階を通じて安定して
いる。また，第 2 章で述べた柱の端部断面のせん断力は，ある程度の変形を経験した後に減少す
ること（図 4.39（b）），柱の端部断面のモーメントにおいては，軸力によるモーメントは線形的に
増加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度変形を経過した後に小さくなること（図
4.39（c））が実験的に検証された。 
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(c) モーメントと水平変形の関係（主筋 A） 
図 4.35 試験体 R400-15における主筋 Aの内力と水平変形の関係 
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図 4.36 試験体 R400-15における主筋 Bの内力と水平変形の関係 
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図 4.37 試験体 R400-15における主筋 Cの内力と水平変形の関係 
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図 4.38 試験体 R400-15における主筋 Dの内力と水平変形の関係 
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(c) モーメントと水平変形の関係 
図 4.39 試験体 R400-15の内力と水平変形の関係 
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(3)試験体 R200-30 
試験体 R200-30 において，主筋の断面歪度及び材料引張試験結果より求めた各主筋の端部断面
の内力と水平変形の関係を図 4.40～図 4.43にそれぞれ示す。また，各主筋の端部断面の内力を合
計して求めた柱の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.44に示す。 
柱の端部断面の軸力と水平変形の関係を表す図 4.44（a）には，前節の図 4.19 で示した鉛直ア
クチュエータによる鉛直力と水平変形の関係を，柱の端部断面のせん断力と水平変形の関係を表
す図 4.44（b）には，前節の図 4.18 で示した水平アクチュエータによる水平力と水平変形の関係
を，それぞれ併記した。図 4.44（a）及び図 4.44（b）に示すように，パンタグラフの自重の影響
により試験体端部断面の作用軸力は増加する（約 5 kN)こと，パンタグラフの自重による水平抵抗
力の影響で試験体の端部断面のせん断力は水平アクチュエータで計測された水平力より小さい
（約 1 kN）ことが分かる。 
本研究で定義した軸崩壊直前の状態である軸崩壊限界点の位置を図 4.44に併せて示した。同図
に示すとおり，試験体の水平変形が約 67.46 mmの時に，定義した軸崩壊限界点に達した。その時
に，柱の端部断面の作用軸力は 28.23 kNで，作用モーメントは 950.50 kN.mmであった。 
図 4.44（a）より，作用軸力は多少のばらつきがみられるものの，全加力段階を通じて安定して
いる。また，第 2 章で述べた柱の端部断面のせん断力は，ある程度の変形を経験した後に減少す
ること（図 4.44（b）），柱の端部断面のモーメントにおいては，軸力によるモーメントは線形的に
増加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度変形を経過した後に小さくなること（図
4.44（c））が実験的に検証された。 
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図 4.40 試験体 R200-30における主筋 A端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.41 試験体 R200-30における主筋 B端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.42 試験体 R200-30における主筋 C端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.43 試験体 R200-30における主筋 D端部断面の内力と水平変形の関係 
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(c) モーメントと水平変形の関係 
図 4.44 試験体 R200-30の端部断面の内力と水平変形の関係 
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(4)試験体 R200-50 
試験体 R200-50 において，主筋の断面歪度及び材料引張試験結果より求めた各主筋の全加力段
階の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.45～図 4.48にそれぞれ示す。また，各主筋の端部断
面の内力を合計して求めた柱の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.49に示す。 
柱の端部断面の軸力と水平変形の関係を表す図 4.49（a）には，前節の図 4.23 で示した鉛直ア
クチュエータによる鉛直力と水平変形の関係を，また，試験体柱の端部断面のせん断力と水平変
形の関係を表す図 4.49（b）には，前節の図 4.22 で示した水平アクチュエータによる水平力と水
平変形の関係を，それぞれ併記した。図 4.49（a）及び図 4.49（b）に示すように，パンタグラフ
の自重の影響により試験体端部断面の作用軸力は増加する（約 5 kN）こと，パンタグラフの自重
による水平抵抗力の影響で試験体の端部断面のせん断力は水平アクチュエータで計測された水平
力より小さい（1 kN）ことが分かる 
本研究で定義した軸崩壊直前の状態である軸崩壊限界点の位置を図 4.49に併せて示した。同図
に示すとおり，試験体の水平変形が約 35.45 mmの時に，定義した軸崩壊限界点に到達した。その
時に，柱の端部断面の作用軸力は 47.48 kNで，作用モーメントは 849.70 kN.mmであった。 
図 4.49（a）より，作用軸力は多少のばらつきがみられるものの，全加力段階を通じて安定して
いる。また，第 2 章で述べた柱の端部断面のせん断力は，ある程度の変形を経験した後に減少す
ること（図 4.49（b）），柱の端部断面のモーメントにおいては，軸力によるモーメントは線形的に
増加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度変形を経過した後に小さくなること（図
4.49（c））が実験的に検証された。 
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図 4.45 試験体 R200-50における主筋 A端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.46 試験体 R200-50における主筋 B端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.47 試験体 R200-50における主筋 C端部断面の内力と水平変形の関係 
0 40 80 120 160
0
5
10
15
20
作
用
軸
力
（ｋ
N
）
水平変形（mm)
 
(a) 軸力と水平変形の関係（主筋 D） 
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-77
0 40 80 120 160
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
せ
ん
断
力
（ｋ
N
）
水平変形（mm)  
(b) せん断力と水平変形の関係（主筋 D） 
 
0 40 80 120 160
0
75
150
225
300
 軸力によるモーメント
 軸力とせん断力によるモーメントの和
モ
ー
メン
ト（
ｋN
.m
m
）
水平変形（mm)  
(c) モーメントと水平変形の関係（主筋 D） 
図 4.48 試験体 R200-50における主筋 D端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.49 試験体 R200-50の端部断面の内力と水平変形の関係 
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(5)試験体 R300-30 
試験体 R300-30 において，主筋の断面歪度及び材料引張試験結果より求めた各主筋の端部断面
の内力と水平変形の関係を図 4.50～図 4.53にそれぞれ示す。また，各主筋の端部断面の内力を合
計して求めた柱の端部断面の内力と水平変形の関係を図 4.54に示す。 
柱の端部断面の軸力と水平変形の関係を表す図 4.54（a）には，前節の図 4.27 で示した鉛直ア
クチュエータによる鉛直力と水平変形の関係を，また，柱の端部断面のせん断力と水平変形の関
係を表す図 4.54（b）には，前節の図 4.26 で示した水平アクチュエータで計測された水平力と水
平変形の関係を，それぞれ併記した。図 4.54（a）及び図 4.54（b）に示すように，パンタグラフ
の自重の影響により試験体端部断面の作用軸力は増加する（約 5 kN）こと，パンタグラフの自重
による水平抵抗力の影響で試験体の端部断面のせん断力は水平アクチュエータで計測された水平
力より小さい（約 1 kN）ことが分かる。 
本研究で定義した軸崩壊直前である軸崩壊限界点の位置を図 4.54に併せて示した。同図に示す
とおり，試験体の水平変形が約 57.58 mmの時に，定義した軸崩壊限界点に達した。その時に，柱
の端部断面の作用軸力は 29.48 kNで，作用モーメントは 849.39 kN.mmであった。 
図 4.54（a）より，作用軸力は多少のばらつきがみられるものの，全加力段階を通じて安定して
いる。また，第 2 章で述べた柱の端部断面のせん断力は，ある程度の変形を経験した後に減少す
ること（図 4.54（b）），柱の端部断面のモーメントにおいては，軸力によるモーメントは線形的に
増加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度変形を経過した後に小さくなること（図
4.54（b））が実験的に検証された。 
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図 4.50 試験体 R300-30における主筋 A端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.51 試験体 R300-30における主筋 B端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.52 試験体 R300-30における主筋 C端部断面の内力と水平変形の関係 
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図 4.53 試験体 R300-30における主筋 D端部断面の内力と水平変形の関係 
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(c) モーメントと水平変形の関係 
図 4.54 試験体 R300-30の端部断面の内力と水平変形の関係 
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4.4.4 各試験体の軸崩壊限界点における主筋端部断面の応力状態 
第 2 章で定義した軸崩壊限界点においては，主筋の端部断面が全塑性になると想定したうえで
N-M 全塑性相関関係を求め，それと RC 造柱のせん断破壊区間の力学モデルのモーメント釣り合
い式を連立して主筋の残存軸耐力寄与分の評価式を誘導した。本節では，加力実験において計測
した主筋端部断面の歪度に基づいて主筋の端部断面の応力状態を調べることにより，第 2 章で想
定した通り主筋の端部断面が全塑性応力状態となっているかどうかを確認する。主筋の端部断面
の応力状態を求める際に，まず，圧縮側及び引張側それぞれで，歪ゲージを貼付していない領域
での歪度を計測位置での歪度の線形補間により求め，断面内の降伏歪度と等しくなる降伏位置を
特定する。次に，計測位置の歪度と材料引張試験の結果を対応させることで，計測位置の応力度
を算定する。歪ゲージを貼付していない領域での応力度を計測位置及び降伏歪度と等しい置での
応力度の線形補間により求める。 
各試験体における軸崩壊限界点の時の各主筋の端部断面応力状態を図 4.55～図 4.59に示す。図
4.55～図 4.59 に示すように，軸崩壊限界点における各主筋の端部断面の応力は，ほとんど降伏強
度より大きく，第 2 章において想定したように断面がほぼ全塑性になることが確認できた。この
ことから，第 2 章で示した主筋端部断面が全塑性の応力状態となることを仮定して主筋の残存軸
耐力寄与分の評価式を定義することが妥当であると考えられる。但し，図 4.55～図 4.59に示した
ように，降伏応力度を大きく超える箇所もあり，これらの位置では歪硬化が生じる可能性が高い。
このことによる影響は 4.4.6項にて議論する。 
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4.4.5 各試験体の残存軸耐力の算定値と実験値の比較 
 
4.4.3節では，軸崩壊限界点における水平変形及び作用軸力を求めた。本節では，軸崩壊限界点
の作用軸力を柱の残存軸耐力とし，それと第 2 章で提案した残存軸耐力評価式による算定値（下
限値，式（2.25））と比較することにより，提案した残存軸耐力評価手法の精度を検証する。さら
に，本研究で想定したコンクリートが軸力を負担できない場合に対しては既往研究において提案
された累加強度式である残存軸耐力評価式（松川らによる式（1.20）[4.2]及び Elwood, Moehleらに
よる式（1.24）[4.3]）が準用できると仮定したうえで，それらの残存軸耐力評価式を本加力実験に
おける試験体に適用することを試み，これらの評価式の精度と本研究で提案した評価式の精度を
比較する。 
各試験体に対して，既往研究において提案された残存軸耐力評価式と本研究で提案した残存軸
耐力評価式による算定値，加えて残存軸耐力実験値を表 4.6及び図 4.60に纏める。尚，ここで示
した残存軸耐力算定値は，軸崩壊限界点の水平変形実験値をそれぞれの評価式に代入して求めた
ものである。 
表 4.6及び図 4.60に示すように，本実験における試験体の残存軸耐力評価に対しては，既往研
究における評価式及び本研究で提案した評価式による算定値は，実験値より若干小さいが，実験
値とほぼ対応することが分かる。コンクリートが軸力を負担できない場合においては，アーチ機
構の影響が存在しないため，前記の 3 種のどの評価式を適用しても実験値と大きな差は生じない
が，本研究で提案した残存軸耐力評価式による算定値は，実験値ともっとも近く，既往研究に提
案された評価式より精度が高いと言える。 
本節では，残存軸耐力算定値と実験値との比較を通じて，コンクリートが軸力を負担できない
場合の本研究で提案した評価式が高い精度を有していることを明らかにしたが，実験値が算定値
（三種評価手法とも）より若干大きくなることの原因はまだ明らかになっていない。次節では，
加力実験データに基づいてより詳細な検討を行い，4.4.4節で述べた歪硬化現象に着目してその原
因を解明することを試みる。 
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表 4.6 残存軸耐力の算定値と実験値の比較（降伏強度 427MPa） 
試験体名 
軸崩壊限界点の 
水平変形（mm） 実験値（kN） 
算定値（kN） 
松川ら Elwood,Moehleら 本研究 
R200-15 136.64 14.86 10.96 10.96 11.42 
R400-15 115.76 15.19 12.84 12.84 13.48 
R200-30 67.46 28.23 21.28 21.28 23.07 
R200-50 35.45 47.48 37.74 37.74 43.46 
R300-30 57.58 29.48 24.59 24.59 26.99 
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（松川らと Elwood，Moehleらが提案した評価手法による残存軸耐力算定値がほぼ同様である。） 
図 4.60 残存軸耐力の各評価式による算定値と実験値の比較 
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4.4.6 各試験体の残存軸耐力の算定値と実験値の比較結果の再考察 
 
4.4.5 節では，残存軸耐力の算定値と実験値との比較により，算定した残存軸耐力（3 種の評価
手法とも）は，実験値より小さいことが分かった。各残存軸耐力評価手法においては，主筋の断
部断面が全塑性になると仮定しているが，加力実験においては主筋断面の一部の歪度が降伏歪度
より非常に大きいため歪硬化が生じ，断面の応力度は降伏強度より大きくなった（4.4.4 節）。本
節では，残存軸耐力の実験値が算定値より大きくなった原因として歪硬化現象に着目し，実験結
果と計算結果の差異を説明することを試みる。 
 
（1）理論分析 
両端固定で一定の鉛直力と徐々に増加する水平力が作用する柱部材に対して，材料特性がバイ
リニアモデルの場合（歪硬化無に相当する），P-Δ効果を考慮したせん断力と水平変形の関係，及
び柱部材の端部断面のモーメントと水平変形の関係は図 4.61（a）のようになる。一方，材料特性
に歪硬化のような特性を与える場合，せん断力と水平変形の関係，及び柱部材の端部断面のモー
メントと水平変形の関係は図 4.61（b）のようになる。 
図 4.61（a），（b）を比較することにより，歪硬化なしの場合のせん断力と水平変形の曲線の傾
きの絶対値（最大せん断力以降）は（N/H）である一方で，歪硬化ありの場合のせん断力と水平変
形の曲線の傾きの絶対値（最大せん断力以降）は，（N/H）より減少することがわかる。 
また，図 4.61（a），（b）を比較することにより，歪硬化なしの場合のモーメントと水平変形の
曲線の傾き（最大せん断力以降）は 0 である一方で，歪硬化ありの場合のモーメントと水平変形
の曲線の傾き（最大せん断以降）が 0より大きいことが分かる。 
上述したような柱部材のせん断力と水平変形の関係の曲線，及び柱端部断面のモーメントと水
平変形の関係の曲線の傾きの変化傾向は，加力実験データを示した図 4.62でも確認できる。ここ
で，試験体 R200-15を例に説明する。試験体 R200-15におけるせん断力と水平変形の関係（図 4.62
（a））に示すように，水平変形が約 30 mmのところから曲線の傾きが明らかに変化し，水平変形
が 15~30 mmまでの傾き 0.0743（14.86 kN / 200 mm）よりも小さくなる。また，ほぼ同じ水平変形
（約 30 mm）のところからモーメントと水平変形の関係の傾きも 0より大きくなる（図 4.62（b））。
更に，主筋端部断面の歪度計測点における歪度と水平変形の関係（図 4.63，主筋 Aを例として）
より，水平変形が約 30 mmのところから材料試験により得られた歪硬化開始歪より主筋端部断面
の歪度が大きくなっており，硬化が発生し始めていることが確認できた。 
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図 4.61 柱部材の内力と水平変形の関係の曲線の傾きの変化 
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(b)モーメントと水平変形の関係 
図 4.62 柱部材の内力と水平変形の関係の曲線の傾きの変化（試験体 R200-15） 
傾きがほぼ 0.0743 
傾きが 0.0743より小さい 
傾きがほぼ 0 
傾きが 0より大きい 
第 4章 主筋のみの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 4-99
 
0 40 80 120 160
-100000
-80000
-60000
-40000
-20000
0
20000
40000
60000
80000
100000
歪硬化が始める点-25610με(材料試験より)
下端（左）
上端（右）
下端（右）
上端（左）
（左）
（左）
（右）
（右）
下端
-10
0
10
-10 0 10
上端
-10
0
10
-10 0 10
歪硬化が始める点25610με(材料試験より)
30
歪
度
（μ
ε
）
水平変形（mm)  
図 4.63 歪度と水平変形の関係（試験体 R200-15の主筋 A） 
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（2）加力実験データに基づいた比較結果の再考察 
（1）では，残存軸耐力の算定値が実験値より小さいことの原因は主筋の歪硬化の影響による柱
の耐力上昇である可能性が示された。本節では，4.4.3節で行ったのと同様に，主筋の端部断面に
おいて計測された歪度と，材料試験で計測された歪度を対応させることにより，せん断力，モー
メントと水平変形の関係を導く。ただし，ここでの分析では，参照する材料試験のデータを加工
し，降伏以降の応力度を一定値（つまり完全バイリニア，図 4.64）とした。従って，ここで得ら
れる内力は，歪硬化を考慮していない各残存軸耐力評価式と同様のモデルを考えていることとな
り，仮にこの条件下での実験値と算定値が一致したとすれば，実験値と算定値の差異は歪硬化に
より生じたと説明することができる。 
試験体 R200-15 を例に，試験体端部断面の内力（せん断力とモーメント）と水平変形の関係を
図 4.65に示す。歪硬化を考慮せず求めたせん断力と水平変形の関係における耐力低下の曲線の傾
きはほぼ一定の値であり，さらに，最大せん断力以降のモーメントと水平変形の関係における曲
線の傾きはほぼ 0であることが確認できる。 
また，完全バイリニア材料特性を用いて求めた軸崩壊限界点での水平変形，及び残存軸耐力の
値（これは厳密には実験値でない，本章で示した手法で材料試験データを加工して求めた値であ
り，以降，実験値*と表記する）を表 4.7に纏める。ここで，残存軸耐力の各評価式による算定値
も表 4.7 に併記する。また，既評価手法及び本論文で提案した評価手法による残存軸耐力の算定
値と実験値*の比較を図 4.66に示す。表 4.7及び図 4.66より，残存軸耐力の算定値（3種評価手法
とも）は実験値*とほぼ一致することが分かる。特に，本研究で提案した残存軸耐力評価式による
算定値は，実験値*と最も近い。 
更に，第 2章で提案したコンクリートが軸力を負担できない場合の残存軸耐力評価式（式（2.25））
からも分かるように，残存軸耐力の大きさは主筋の高さに依存しない。ここで，軸崩壊限界点に
おける水平変形がほぼ同様である試験体 R200-15及び R400-15は，両試験体の残存軸耐力がほぼ
同じである。また，試験体 R200-30及び R300-30の加力結果からも同じ結論が得られる。従って，
理想的な弾塑性材料であれば残存軸耐力の大きさは主筋の高さに依存しないことが分かる。 
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図 4.64 材料試験結果データの処理方法 
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(b)モーメントと水平変形の関係 
図 4.65 試験体 R200-15の内力と水平変形の関係（歪硬化なし） 
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表 4.7 残存軸耐力の算定値と実験値*の比較（降伏強度 427MPa） 
試験体名 
軸崩壊限界点の 
水平変形(mm) 実験値
*(kN) 
算定値(kN) 
松川ら[4.2] Elwood,Moehleら[4.3] 本研究 
R200-15 114.32 13.77 12.99 12.99 13.65 
R400-15 103.68 15.10 14.25 14.25 15.04 
R200-30 54.54 28.44 25.83 25.83 28.48 
R200-50 31.74 47.67 41.46 41.46 48.38 
R300-30 51.19 29.60 27.34 27.34 30.32 
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（松川らと Elwood，Moehleらが提案した評価手法による残存軸耐力算定値がほぼ同様である。）
図 4.66 残存軸耐力の各評価式による算定値と実験値*の比較（歪硬化なし） 
 
完全バイリニアという理想的な材料特性を想定して RC造柱の残存軸耐力の算定値と実験値*の
比較を行ったが，次に歪硬化の影響を考慮した残存軸耐力評価手法を試みる。 
すなわち，実験結果を用いて導かれた軸崩壊限界点における各歪度計測点の応力度の平均値を
鉄筋の降伏強度とし，評価式（式（1.20），式（1.24）及び式（2.25））における主筋の降伏強度に
代入して残存軸耐力を算定した。ここで，残存軸耐力の実験値と各評価式による算定値を表 4.8
に纏める。また，それぞれの残存軸耐力評価手法の精度比較を図 4.67に示す。同図より，残存軸
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耐力の算定値は実験値とほぼ一致することが分かる。特に，本研究で提案した残存軸耐力評価式
による算定値は，実験値と最も近い。 
 
以上のように，歪硬化の影響を取り除いて実験結果を修正評価した場合でも，歪硬化の影響を
加味した鉄筋の降伏強度を代入した場合でも，残存軸耐力の算定値と実験値はほぼ一致すること
が分かった。尚，以降では，表 4.6および図 4.60に示したように①歪硬化の影響を考慮せずとも
十分な精度が得られること，②歪硬化を考慮しない方が安全側の算定値を与えること，を理由に
歪硬化の影響を考慮せずに議論を進める。 
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表 4.8 残存軸耐力の算定値と実験値との比較 
試験体名 
降伏強度 
(MPa) 
軸崩壊限界点の 
水平変形(mm) 
実験値
(kN) 
算定値(kN) 
松川ら[4.2] Elwood,Moehleら[4.3] 本研究 
R200-15 510 136.64 14.86 13.09 13.09 13.64 
R400-15 480 115.76 15.19 14.43 14.43 15.15 
R200-30 505 67.46 28.23 25.17 25.17 27.28 
R200-50 471 35.45 47.48 41.63 41.63 47.94 
R300-30 473 57.58 29.48 27.24 27.24 29.90 
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4.5 まとめ 
 
本章では，まず，2014年 1月～4月及び 2014年 11月～2015年 3月に行った鉄筋のみによる試
験体の加力実験における試験体の設計，及び計測・加力計画を述べた。次に，各試験体における
荷重と変形の関係及び破壊過程を説明した。最後に，各試験体における軸崩壊限界点での作用軸
力を残存軸耐力の実験値とし，それと既往研究において提案された残存軸耐力評価手法及び本研
究で提案した評価手法による残存軸耐力の算定値と比較した。本章で得られた知見を以下に示す。 
(1) 本研究では，柱のせん断力が減少して 0 となる状態を軸崩壊限界点と定義した。加力実
験においては，パンタグラフの自重による回転モーメントが大きい試験体 R200-15 を除
いて，せん断力がほぼ 0 の時に試験体の水平・鉛直変形が急増する現象が観察されたこ
とより，定義した軸崩壊限界点の妥当性が確認できた。 
(2) 水平加力の開始から軸崩壊限界点までの加力過程において，試験体のせん断力は，第 2
章で述べたように，まず水平変形の増加とともに大きくなるが，ある程度の変形を経験
した後に水平変形の増加とともに減少する傾向が把握できた。 
(3) 水平加力の開始から軸崩壊の発生までの加力過程において，試験体の端部断面のモーメ
ントは，第 2 章で述べたように，軸力によるモーメントは水平変形に対して線形的に増
加する一方で，せん断力によるモーメントはある程度の変形後に徐々に減少することが
確認できた。 
(4) 第 2 章では主筋の端部断面が全塑性になると想定したうえで，主筋の残存軸耐力寄与分
の評価式を誘導したが，主筋端部断面が全塑性応力状態となっているかどうかを加力実
験のデータより確認した。その結果，本加力実験では，軸崩壊限界点の時に主筋の端部
断面がほぼ全塑性になったことが分かった。 
(5) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法による算定値は，実験値より若干小さいが，両者
がほぼ対応することが分かった。また，既往研究において提案された残存軸耐力評価手
法と比べて相対的に高い精度を有することが分かった。 
(6) 残存軸耐力の算定値が実験値より若干小さい原因は歪硬化の影響による試験体の耐力上
昇であると分かった。 
(7) 本研究で提案した残存軸耐力評価式（式（2.25））及び既往研究における他の残存軸耐力
評価式（式（1.20）及び式（1.24））のように，残存軸耐力の大きさは主筋の高さに依存
しないことを歪硬化による影響を除いた加力実験データより確認できた。理想的な弾塑
性材料であれば残存軸耐力の大きさは主筋の高さに依存しないことが明らかとなった。 
本章では，第 2 章で提案した，コンクリートが軸力を負担できない場合のせん断破壊した RC
造柱の残存軸耐力評価手法が高い精度を有することが加力実験を通じて確認できた。続いて，コ
ンクリートが軸力を負担できる場合の RC 造柱の残存軸耐力評価手法について，第 5 章にて詳し
い検討を行う。 
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5 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の 
検証実験 
 
5.1 はじめに 
 
第 2 章では，コンクリートが軸力を負担できない場合，及びコンクリートが軸力を負担できる
場合の残存軸耐力評価手法をそれぞれ提案した。コンクリートが軸力を負担できない場合に関し
ては，鉄筋のみにより構成される試験体を設計して加力実験を行い，その加力実験結果を用いて
提案した残存軸耐力評価手法が高い精度を有していることが確認できた（第 4章）。 
コンクリートが軸力を負担できる場合に関して，第 3 章では既往研究による加力実験データベ
ースを通じて提案した残存軸耐力評価手法の精度検証を行い，せん断補強筋比が 0.5%以上の試験
体を除いて残存軸耐力の算定値は実験値とほぼ対応することが分かった。また，既往研究におい
て提案された他の残存軸耐力評価手法との精度比較を行い，本研究で提案した残存軸耐力評価手
法の精度は相対的に高いことが分かった。その原因は，第 3 章で述べたように，既往研究におい
て提案された評価手法にはコンクリートに形成されるアーチ機構の影響による主筋の残存軸耐力
寄与分の増加（以下では，単にアーチ機構の影響と呼ぶ）を考慮していないことであると考えら
れる。更に，アーチ機構の影響の有無によって，過去に提案された評価手法と本研究で提案した
評価手法における柱の残存軸耐力に対する主筋とコンクリートの寄与分の割合も大きく異なる。
そのため，コンクリートが軸力を負担できる場合において，アーチ機構の影響の有無及びその大
きさを加力実験結果に基づいて詳しく検証する必要があると考えられる。しかし，第 3 章で作成
した加力実験データベースからは主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力寄与分を求めること
は困難であるため，上記の検証が不可能である。また，せん断補強筋比が 0.5%以上のせん断補強
筋比が高い試験体に対して，提案した残存軸耐力評価手法は過大評価となっている。それは，第
3 章でも述べた通り，せん断破壊区間におけるせん断補強筋がある程度以上多くなれば，必ずし
も全ての補強筋が降伏するわけではないことが想定される。 
そのため，本研究では，加力実験データベースを用いた残存軸耐力評価手法の精度検証結果に
基づいて，提案した残存軸耐力評価手法のせん断補強筋比の適用範囲，及びアーチ機構の影響の
有無・大きさを調べることを目的とし，新たな加力実験を計画する。本章では，まず，RC造試験
体の設計・製作及び加力実験の計測・加力計画について説明する。次に，各試験体の荷重と変形
の関係及び破壊経過を述べる。最後に，加力実験データに基づいて，定義した軸崩壊限界点を求
め，その時のせん断補強筋の応力状態を求めることにより，提案した評価手法の適用範囲をせん
断補強筋比の観点から検討する。また，加力実験より得られたコンクリートと主筋のそれぞれの
残存軸耐力の実験値と，提案した残存軸耐力評価手法によるそれぞれの算定値を比較することに
より，提案した残存軸耐力評価手法の妥当性・適用性及びアーチ機構の影響の有無・大きさなど
を検証する。さらに，既往研究における他の評価手法による結果と比較し，本研究で提案した評
価手法の精度を検証する。 
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5.2 試験体の設計と製作 
 
5.2.1 試験体の設計方針 
 
コンクリートの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験における試験体は，
以下の設計方針に基づき設計する。 
 
(1)試験体の破壊パターン 
本研究では，せん断破壊した RC造柱を研究対象としているため，RC造柱試験体をせん断余裕
度が 1.0以下となるよう設計する。 
 
(2)試験体の高さ 
第 2 章で構築した RC 造柱のせん断破壊区間の力学モデルで示すように，試験体の逆対称の応
力分布を確保するため，パンタグラフを通じて試験体の上下スタブの平行を保ち，試験体の中央
部を反曲点とする水平加力を行う。また，付録 1 で説明したように，パンタグラフの自重の影響
で試験体の作用軸力・せん断力が変化する。本実験では，パンタグラフの影響によるせん断力の
変化が最も小さくなるよう試験体高さ（上下スタブも含む全高さ）を設定した。即ち，第 4 章で
の分析結果より，試験体 R400-15，R200-30，R200-50 および R300-30（これらの試験体の全高さ
は同様である。）と同じ試験体全高さとなるよう設計し，その時のパンタグラフの自重の影響によ
る軸力およびせん断力は，それぞれ 5 kNの増加および 1 kNの減少となる。 
 
(3)試験体のクリアスパン比 
本研究で提案したせん断破壊後の RC 造柱の残存軸耐力評価手法を詳しく検証するためには，
せん断破壊区間の主筋とコンクリートの軸力負担分の実験値を計測値から求める必要がある。従
って，試験体の製作段階においては，せん断破壊が発生する区間にある主筋に歪ゲージを貼付す
るが，あらかじめせん断破壊区間を特定しておかなければ，適切な歪ゲージ貼付位置を判断でき
ない。そこで，作成した柱加力実験データベースにおける試験体のせん断破壊区間の高さとクリ
アスパン比の関係を調査した結果，クリアスパン比 2.0 の試験体のせん断破壊区間の高さはほぼ
柱の全高さであることが分かった（第 3 章の加力実験データベースにおける一部の試験体のせん
断破壊状況は付録 5を参照）。そこで，本検証実験では，せん断破壊区間の高さとクリアスパン比
の関係の検討結果に基づいて試験体のクリアスパン比を 2.0とする。 
 
(4)試験体の断面寸法及び試験体に使用する材料の規格 
上記の設計方針（1）～（3）に基づいて試験体の設計パラメータが概ね決定できるが，試験体
の断面寸法・配筋などの具体な数値は，軸崩壊が生じるまで加力ができるように千葉実験所にあ
る加力設備の寸法・容量に合わせて微調整する。 
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5.2.2 実験パラメータ 
 
第 3 章で作成した加力実験データベースにおける，せん断補強筋比及び軸力比の分布を表 5.1
に纏める。同表に示すように，せん断補強筋比が 0.2～0.3%の試験体は加力実験データベースの試
験体の 75%を占め，せん断補強筋比が 0.3～0.5%の試験体は含まれていない。加えて，前述した通
り，せん断補強筋比が 0.5%以上の試験体においては，提案した残存軸耐力評価手法による算定結
果が実験結果を過大評価した。従って，提案した残存軸耐力評価手法の妥当性や適用範囲を議論
するためには，せん断補強筋比 0.3～0.5%程度の試験体を含める必要がある。そこで，本実験では，
上記の目的に沿うようせん断補強筋比 0.4%，軸力比 0.3の試験体をまずは設定し，加えてデータ
ベースで最も試験体の本数が多いせん断補強筋比 0.2%，軸力比 0.2，0.3の試験体をそれぞれ 1体
ずつ製作することで標準的な試験体における主筋とコンクリートの負担割合を分析することとし
た。 
表 5.2 に製作する RC 造試験体（計 3 体）を示す。試験体名の意味は，試験体 RC320-0.2%-0.2
を例として説明する。“RC”は鉄筋コンクリートを，“320”は柱の内法高さ（単位：mm）を，“0.2%”
はせん断補強筋比を，“0.2”は軸力比を意味する。 
試験体 RC320-0.2%-0.2 及び RC320-0.2%-0.3 は，等しいなせん断補強筋比（0.2%）を有し，軸
力比をパラメータとする。それぞれの軸力比は 0.2 と 0.3 である。試験体 RC320-0.2%-0.3 及び
RC320-0.4%-0.3は，等しいな軸力比（0.3）を作用させ，せん断補強筋比をパラメータとする。そ
れぞれのせん断補強筋比は 0.2%と 0.4%である。 
 
表 5.1  加力実験データベースにおけるパラメータの分布 
せん断補強筋比 
試験体の本数 
（軸力比 0.15～0.25） 
試験体の本数 
（軸力比 0.25～0.35） 
合計 
0.1%～0.2% 1 0 1 
0.2%～0.3% 6 6 12 
0.3%～0.4% 0 0 0 
0.4%～0.5% 0 0 0 
0.5%～0.6% 2 1 3 
 
表 5.2 本検証実験における試験体のパラメータの分布 
試験体名 せん断補強筋比 軸力比 
RC320-0.2%-0.2 0.2% 0.2 
RC320-0.2%-0.3 0.2% 0.3 
RC320-0.4%-0.3 0.4% 0.3 
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5.2.3 試験体の設計 
 
コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験は，2015年 5～8月に
東京大学 生産技術研究所 千葉実験所の地震応答実験棟で実施した。検証実験における各試験
体の諸元を表 5.3に，その詳細を図 5.1にそれぞれ示す。 
試験体の寸法は，3体とも柱の内法高さが 320 mmで，柱の幅及び柱せいが 160 mmである。設
計基準強度 18 MPaのコンクリートを使用する。また，試験体の主筋は，3体とも 8D16（SD295A）
である。試験体 RC320-0.2%-0.2及び RC320-0.2%-0.3には，間隔 75 mmで D4（SD295A）のせん
断補強筋が，試験体 RC320-0.4%-0.3には，間隔 38.4 mmで D4（SD295A）のせん断補強筋が配さ
れる。 
また，製作前の予備検討として行った各試験体の強度計算結果を表 5.4 に示す。なお，同表に
示す各試験体の強度計算結果は，鉄筋の降伏強度は規格降伏点強度に 49 MPaを加えた値を[5.1]，
コンクリート圧縮強度は設計基準強度（18 MPa）を 20%増加させた値をそれぞれ用い，式（5.1）
～（5.3）[5.2], [5.3]より算定したものである。表 5.4に示すように，いずれの試験体もせん断余裕度
は 1.0より小さく，せん断破壊型の試験体である。 
 
表 5.3 試験体の諸元（コンクリート Fc18） 
試験体名 
柱の 
内法高さ 
(mm) 
柱幅 
(mm) 
柱の 
せい 
(mm) 
主筋 
（規格） 
（主筋比） 
せん断補強筋 
（規格） 
（せん断補強筋比） 
軸力比 
RC320-0.2%-0.2 
320 160 160 
8D16 
(SD295A) 
(4.8%) 
D4@75, (SD295A), (0.2%) 
0.2 
RC320-0.2%-0.3 0.3 
RC320-0.4%-0.3 D4@38.4, (SD295A), (0.4%) 0.3 
 
表 5.4 各試験体の強度計算結果 
試験体名 
曲げ終局モーメント 
MU (kN・m) 
曲げ終局時せん断力 
QMU (kN) 
せん断終局強度 
QSU,mean (kN) 
せん断余裕度 
QSU,mean / QMU 
RC320-0.2%-0.2 27.6 172.3 64.3 0.37 
RC320-0.2%-0.3 29.8 186.2 68.8 0.37 
RC320-0.4%-0.3 29.8 186.2 74.7 0.40 
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・柱の曲げ終局モーメントMU 
÷÷
ø
ö
çç
è
æ
××
-×××+×××=
c
ytU FDb
NDNDaM 15.08.0 s  （5.1） 
ここで， 
MU ：曲げ終局モーメント（N・mm） 
at ：引張鉄筋断面積（mm2） 
sy ：鉄筋の降伏点強度（MPa） 
D ：柱のせい（mm） 
N ：軸力（N） 
b ：柱の幅（mm） 
Fc ：コンクリート圧縮強度（MPa） 
である。 
 
 
・柱の曲げ終局強度時のせん断力 QMU 
( )20h
MQ UMU =  （5.2） 
ここで， 
QMU ：曲げ終局強度時のせん断力（N） 
h0 ：柱の内法高さ（mm） 
である。  
 
 
・柱のせん断終局強度 QSU,mean 
( )
( ) jbpdQM
FpQ wyw
ct
SU ××
þ
ý
ü
î
í
ì
×+×+
+×
+××
= 0
23.0
mean, 1.085.012.0
18068.0 ss  （5.3） 
ここで， 
QSU,mean ：せん断終局強度（mean式，kN） 
M / Q d ：せん断スパン比（= h0 / 2d） 
h0 ：柱の内法高さ（mm） 
d ：有効せい（mm，圧縮縁から引張鉄筋中心までの距離） 
pw ：せん断補強筋比 
swy ：せん断補強筋の降伏点強度（MPa） 
s0 ：柱の軸方向応力度（MPa） 
j ：応力中心間距離（mm） 
である。 
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5.2.4 試験体の製作 
 
試験体の製作過程は，写真 5.1 に示すように主筋の歪ゲージ貼付（歪ゲージの貼付位置などの
詳細は 5.3節を参照），鉄筋組立，型枠支保工，コンクリート打設，コンクリートの養生及び脱型
などの作業により構成される。試験体の歪ゲージ貼付作業は東京大学・生産技術研究所で実施し，
それ以外の作業は，アシス株式会社の製作工場で実施した。 
コンクリートを約 1 週間養生してある程度の強度が発見した後に，試験体をアシス株式会社の
製作工場から東京大学 生産技術研究所 千葉実験所の地震応答実験棟に搬入した。 
 
  
（a）主筋の歪ゲージ貼付後の様子 （b）試験体の鉄筋組立後の様子 
  
（c）試験体の型枠支保工 （d）コンクリート受入検査 
写真 5.1 試験体の製作及び搬入（次のページへ続く） 
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(e)試験体のコンクリート打設 (f)試験体のコンクリートの養成 
  
(g)脱型後の試験体の様子 (h)試験体の搬入中の様子 
写真 5.1 試験体の製作及び搬入（前のページからの続き） 
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5.3 実験計画 
 
5.3.1 計測計画 
 
本実験においては，試験体の変形（水平変形及び鉛直変形），主筋及びせん断補強筋の軸方向歪
度，及び作用力（水平力及び鉛直力）などを計測する。 
試験体の変形の計測イメージ図を図 5.2 に示す。各試験体の変形（上下スタブの面内の相対水
平変形及び相対鉛直変形）は，レーザー変位計 IL600（株式会社キーエンス製）及び高感度変位
計 CDP50（東京測器研究所の製品）により計測する。面内の水平変形は試験体の 2箇所を計測し，
鉛直変形は試験体の 4 箇所を計測する。なお，試験体 RC320-0.2%-0.2 の加力終了後に，試験体
RC320-0.2%-0.2 の加力データや破壊現象の分析に基づいて，試験体の変形を精度よく求めること
を目的として試験体 RC320-0.2%-0.3及び RC320-0.4%-0.3においては面外変形（上下スタブの面外
の相対水平相対変形，2箇所）を高感度変位計 CDP50により計測することとした。 
また，各主筋の端部断面及び中央断面に複数の歪ゲージ（東京測器研究所の製品，塑性歪ゲー
ジ YFLA-2）を貼付して軸方向の歪度を計測する。各試験体の歪ゲージの貼付位置図を図 5.3及び
図 5.4 にそれぞれ示す。歪ゲージ貼付のため，貼付位置の主筋断面を研削しており，研削部分の
直径は（16 mmから）14 mmとなっている。主筋の端部断面に 6枚を，中央断面に 4枚を貼付す
る。また，せん断補強筋の応力状態を調べるため，せん断補強筋にも 4枚の歪ゲージを貼付する。 
試験体に作用する水平力及び鉛直力は，アクチュエータの端部に設置したロードセルにより計
測する。また，加力途中においては，試験体のひび割れの進展状態を計測ステップ毎に撮影する。 
各試験体の計測に使用したチャンネル番号リストを表 5.5～表 5.7 にそれぞれ示す。表 5.5～表
5.7に示す各歪ゲージチャンネルに対応した計測位置は，歪ゲージの貼付位置図（図 5.3及び図 5.4）
を参照されたい。これらの試験体 3体については，全て静的なデータロガーにより計測する。 
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（a）正面 
 
（b）右側面 
 
 
 
 
図 5.2 試験体の変形計測のイメージ図（試験体 RC320-0.2%-0.3を例として） 
 
 
レーザー変位計（面内水平）   CDP変位計（面外及び面内水平）   レーザー変位計（鉛直） 
CDP50変位計 
（面外水平 2箇所） 
試験体 
RC320-0.2%-0.3 
計測用アルミアングル 
レーザー照射方向 
（鉛直 2箇所） 
レーザー照射方向 
（鉛直 2箇所） 
レーザー照射方向 
（面内水平 1箇所） 
CDP50変位計 
（面内水平 1箇所） 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-11
10118.51010 88.5
320
41.5 41.5
10
10
10
101331010 103
320
27 27
I
T1
I
T1
I
T2
I
T4
I
T3
3
0
7
.5
5
5
7
.5
3
0
2
-
2
展
開
点
2-
2
主
筋
断
面
上
端
中
央
下
端研
削
位
置
2
4
2
3
.3
4
3
.3
4
3.
3
3.
34
3
.3
4
3.
3
2
2
4
4
4
7
7
7
7間
隔
　
6
0°
間
隔
　
9
0°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図
上 端 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
柱の高さ
10
10
10
2
柱の高さ
研
削
位
置
上
端
中
央
下
端
間
隔
　
6
0°
間
隔
　
90
°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図
上 端 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
主
筋
A
(C
,D
,E
,G
,H
が
同
様
)
図
5
.
3　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
試
験
体
R
C
32
0-
0.
2%
-0
.2
（
試
験
体
R
C
32
0-
0.
2%
-0
.2
）主
筋
B
(F
が
同
様
)
せ
ん
断
補
強
筋
I(J
,K
が
同
様
)
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
3
1
4
3
2
A
T
AM A
B
BT B
M BB
R
C
32
0-
0.
2%
-0
.3
（
試
験
体
R
C
32
0-
0.
2%
-0
.3
）
1
-1
1-
1
A
B
C D E
F
H G
I J K
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-12
I
T1
展
開
点
2-
2
主
筋
断
面
間
隔
　
6
0°
間
隔
　
9
0°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 断 面 図
上 端 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
間
隔
　
6
0°
間
隔
　
90
°
1
2
3
4
2
1
3
4
5
6
間
隔
　
6
0°
2
1
3
4
5
6
中 央 下 端
歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 断 面 図
上 端 歪 ゲ ー ジ 貼 付 位 置 の 展 開 図
主
筋
A
(C
,D
,E
,G
,H
が
同
様
)
図
5
.
4　
各
試
験
体
の
歪
ゲ
ー
ジ
貼
付
位
置
及
び
番
号
試
験
体
R
C
32
0-
0.
4%
-0
.3
主
筋
B
(F
が
同
様
)
せ
ん
断
補
強
筋
I
(J
,K
,L
,M
,N
が
同
様
)
（
試
験
体
R
C
32
0-
0.
4%
-0
.3
）
1-
1
2
-
2
101181010 118
320
27 27
柱の高さ
上
端
中
央
下
端
10103.51010 103.5
320
41.5 41.5
柱の高さ
上
端
中
央
下
端
10 10 10
2
4
2
3.
3
4
3.
3
4
3.
3
3.
3
4
3.
3
4
3
.3
2
2
4
4
4
7
7
7
7
2
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
3
1
4
6
2
4
5
A
T
A
M
A
B
101010
3
1
4
6
2
4
5
3
1
4
3
2
3
1
4
6
2
4
5
BT B
M B
B
研
削
位
置
研
削
位
置
I JI L
K M
N
I
T1
I
T2
I
T4
I
T3
3
0
7
.5
5
5
7
.5
3
0
1
-1
A
B
C D E
F
H G
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-13
表 5.5 試験体（RC320-0.2%-0.2）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
0 LOAD（H）  水平力 32 BM1 
主筋 Bの中央の歪度 
1 LOAD（V）  鉛直力 33 BM2 
2 LDV-1 
鉛直変形 
34 BM3 
3 LDV-2 35 BM4 
4 LDV-3 36 BB1 
主筋 Bの下端の歪度 
5 LDV-4 37 BB2 
6 LDH-1 面内水平変形 38 BB3 
7 
  
39 BB4 
8 
  
40 BB5 
9 CDP50（H） 面内水平変形 41 BB6 
10 AT1 
主筋 Aの上端の歪度 
42 CT1 
主筋 Cの上端の歪度 
11 AT2 43 CT2 
12 AT3 44 CT3 
13 AT4 45 CT4 
14 AT5 46 CT5 
15 AT6 47 CT6 
16 AM1 
主筋 Aの中央の歪度 
48 CM1 
主筋 Cの中央の歪度 
17 AM2 49 CM2 
18 AM3 50 CM3 
19 AM4 51 CM4 
20 AB1 
主筋 Aの下端の歪度 
52 CB1 
主筋 Cの下端の歪度 
21 AB2 53 CB2 
22 AB3 54 CB3 
23 AB4 55 CB4 
24 AB5 56 CB5 
25 AB6 57 CB6 
26 BT1 
主筋 Bの上端の歪度 
58 DT1 
主筋 Dの上端の歪度 
27 BT2 59 DT2 
28 BT3 60 DT3 
29 BT4 61 DT4 
30 BT5 62 DT5 
31 BT6 63 DT6 
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表 5.5 試験体（RC320-0.2%-0.2）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
64 DM1 
主筋 Dの中央の歪度 
96 FM1 
主筋 Fの中央の歪度 
65 DM2 97 FM2 
66 DM3 98 FM3 
67 DM4 99 FM4 
68 DB1 
主筋 Dの下端の歪度 
100 FB1 
主筋 Fの下端の歪度 
69 DB2 101 FB2 
70 DB3 102 FB3 
71 DB4 103 FB4 
72 DB5 104 FB5 
73 DB6 105 FB6 
74 ET1 
主筋 Eの上端の歪度 
106 GT1 
主筋 Gの上端の歪度 
75 ET2 107 GT2 
76 ET3 108 GT3 
77 ET4 109 GT4 
78 ET5 110 GT5 
79 ET6 111 GT6 
80 EM1 
主筋 Eの中央の歪度 
112 GM1 
主筋 Gの中央の歪度 
81 EM2 113 GM2 
82 EM3 114 GM3 
83 EM4 115 GM4 
84 EB1 
主筋 Eの下端の歪度 
116 GB1 
主筋 Gの下端の歪度 
85 EB2 117 GB2 
86 EB3 118 GB3 
87 EB4 119 GB4 
88 EB5 120 GB5 
89 EB6 121 GB6 
90 FT1 
主筋 Fの上端の歪度 
122 HT1 
主筋 Hの上端の歪度 
91 FT2 123 HT2 
92 FT3 124 HT3 
93 FT4 125 HT4 
94 FT5 126 HT5 
95 FT6 127 HT6 
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表 5.5 試験体（RC320-0.2%-0.2）のチャンネル（CH）番号リスト（前のページからの続き） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
128 HM1 
主筋 Hの中央の歪度 
   
129 HM2 
   
130 HM3 
   
131 HM4 
   
132 HB1 
主筋 Hの下端の歪度 
   
133 HB2 
   
134 HB3 
   
135 HB4 
   
136 HB5 
   
137 HB6 
   
138 IT1 
せん断補強筋 Iの歪度 
   
139 IT2 
   
140 IT3 
   
141 IT4 
   
142 JT1 
せん断補強筋 Jの歪度 
   
143 JT2 
   
144 JT3 
   
145 JT4 
   
146 KT1 
せん断補強筋 Kの歪度 
   
147 KT2 
   
148 KT3 
   
149 KT4 
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表 5.6 試験体（RC320-0.2%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
0 LOAD（H) 水平力 32 BM1 
主筋 Bの中央の歪度 
1 LOAD（V） 鉛直力 33 BM2 
2 LDV-1 
鉛直変形 
34 BM3 
3 LDV-2 35 BM4 
4 LDV-3 36 BB1 
主筋 Bの下端の歪度 
5 LDV-4 37 BB2 
6 LDH-1 面内水平変形 38 BB3 
7 CDP50（H1) 面外水平変形 39 BB4 
8 CDP50（H2) 面外水平変形 40 BB5 
9 CDP50（H3) 面内水平変形 41 BB6 
10 AT1 
主筋 Aの上端の歪度 
42 CT1 
主筋 Cの上端の歪度 
11 AT2 43 CT2 
12 AT3 44 CT3 
13 AT4 45 CT4 
14 AT5 46 CT5 
15 AT6 47 CT6 
16 AM1 
主筋 Aの中央の歪度 
48 CM1 
主筋 Cの中央の歪度 
17 AM2 49 CM2 
18 AM3 50 CM3 
19 AM4 51 CM4 
20 AB1 
主筋 Aの下端の歪度 
52 CB1 
主筋 Cの下端の歪度 
21 AB2 53 CB2 
22 AB3 54 CB3 
23 AB4 55 CB4 
24 AB5 56 CB5 
25 AB6 57 CB6 
26 BT1 
主筋 Bの上端の歪度 
58 DT1 
主筋 Dの上端の歪度 
27 BT2 59 DT2 
28 BT3 60 DT3 
29 BT4 61 DT4 
30 BT5 62 DT5 
31 BT6 63 DT6 
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表 5.6 試験体（RC320-0.2%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
64 DM1 
主筋 Dの中央の歪度 
96 FM1 
主筋 Fの中央の歪度 
65 DM2 97 FM2 
66 DM3 98 FM3 
67 DM4 99 FM4 
68 DB1 
主筋 Dの下端の歪度 
100 FB1 
主筋 Fの下端の歪度 
69 DB2 101 FB2 
70 DB3 102 FB3 
71 DB4 103 FB4 
72 DB5 104 FB5 
73 DB6 105 FB6 
74 ET1 
主筋 Eの上端の歪度 
106 GT1 
主筋 Gの上端の歪度 
75 ET2 107 GT2 
76 ET3 108 GT3 
77 ET4 109 GT4 
78 ET5 110 GT5 
79 ET6 111 GT6 
80 EM1 
主筋 Eの中央の歪度 
112 GM1 
主筋 Gの中央の歪度 
81 EM2 113 GM2 
82 EM3 114 GM3 
83 EM4 115 GM4 
84 EB1 
主筋 Eの下端の歪度 
116 GB1 
主筋 Gの下端の歪度 
85 EB2 117 GB2 
86 EB3 118 GB3 
87 EB4 119 GB4 
88 EB5 120 GB5 
89 EB6 121 GB6 
90 FT1 
主筋 Fの上端の歪度 
122 HT1 
主筋 Hの上端の歪度 
91 FT2 123 HT2 
92 FT3 124 HT3 
93 FT4 125 HT4 
94 FT5 126 HT5 
95 FT6 127 HT6 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-18
表 5.6 試験体（RC320-0.2%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（前のページからの続き） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
128 HM1 
主筋 Hの中央の歪度 
   
129 HM2 
   
130 HM3 
   
131 HM4 
   
132 HB1 
主筋 Hの下端の歪度 
   
133 HB2 
   
134 HB3 
   
135 HB4 
   
136 HB5 
   
137 HB6 
   
138 IT1 
せん断補強筋 Iの歪度 
   
139 IT2 
   
140 IT3 
   
141 IT4 
   
142 JT1 
せん断補強筋 Jの歪度 
   
143 JT2 
   
144 JT3 
   
145 JT4 
   
146 KT1 
せん断補強筋 Kの歪度 
   
147 KT2 
   
148 KT3 
   
149 KT4 
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表 5.7 試験体（RC320-0.4%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
0 LOAD（H） 水平力 32 BM1 
主筋 Bの中央の歪度 
1 LOAD（V） 鉛直力 33 BM2 
2 LDV-1 
鉛直変形 
34 BM3 
3 LDV-2 35 BM4 
4 LDV-3 36 BB1 
主筋 Bの下端の歪度 
5 LDV-4 37 BB2 
6 LDH-1 面内水平変形 38 BB3 
7 CDP50（H1） 面外水平変形 39 BB4 
8 CDP50（H2） 面外水平変形 40 BB5 
9 CDP50（H3） 面内水平変形 41 BB6 
10 AT1 
主筋 Aの上端の歪度 
42 CT1 
主筋 Cの上端の歪度 
11 AT2 43 CT2 
12 AT3 44 CT3 
13 AT4 45 CT4 
14 AT5 46 CT5 
15 AT6 47 CT6 
16 AM1 
主筋 Aの中央の歪度 
48 CM1 
主筋 Cの中央の歪度 
17 AM2 49 CM2 
18 AM3 50 CM3 
19 AM4 51 CM4 
20 AB1 
主筋 Aの下端の歪度 
52 CB1 
主筋 Cの下端の歪度 
21 AB2 53 CB2 
22 AB3 54 CB3 
23 AB4 55 CB4 
24 AB5 56 CB5 
25 AB6 57 CB6 
26 BT1 
主筋 Bの上端の歪度 
58 DT1 
主筋 Dの上端の歪度 
27 BT2 59 DT2 
28 BT3 60 DT3 
29 BT4 61 DT4 
30 BT5 62 DT5 
31 BT6 63 DT6 
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表 5.7 試験体（RC320-0.4%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（次のページへ続く） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
64 DM1 
主筋 Dの中央の歪度 
96 FM1 
主筋 Fの中央の歪度 
65 DM2 97 FM2 
66 DM3 98 FM3 
67 DM4 99 FM4 
68 DB1 
主筋 Dの下端の歪度 
100 FB1 
主筋 Fの下端の歪度 
69 DB2 101 FB2 
70 DB3 102 FB3 
71 DB4 103 FB4 
72 DB5 104 FB5 
73 DB6 105 FB6 
74 ET1 
主筋 Eの上端の歪度 
106 GT1 
主筋 Gの上端の歪度 
75 ET2 107 GT2 
76 ET3 108 GT3 
77 ET4 109 GT4 
78 ET5 110 GT5 
79 ET6 111 GT6 
80 EM1 
主筋 Eの中央の歪度 
112 GM1 
主筋 Gの中央の歪度 
81 EM2 113 GM2 
82 EM3 114 GM3 
83 EM4 115 GM4 
84 EB1 
主筋 Eの下端の歪度 
116 GB1 
主筋 Gの下端の歪度 
85 EB2 117 GB2 
86 EB3 118 GB3 
87 EB4 119 GB4 
88 EB5 120 GB5 
89 EB6 121 GB6 
90 FT1 
主筋 Fの上端の歪度 
122 HT1 
主筋 Hの上端の歪度 
91 FT2 123 HT2 
92 FT3 124 HT3 
93 FT4 125 HT4 
94 FT5 126 HT5 
95 FT6 127 HT6 
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表 5.7 試験体（RC320-0.4%-0.3）のチャンネル（CH）番号リスト（前のページからの続き） 
CH番号 CH名 計測内容 CH番号 CH名 計測内容 
128 HM1 
主筋 Hの中央の歪度 
160 NT3 
せん断補強筋 Nの歪度 
129 HM2 161 NT4 
130 HM3 
   
131 HM4 
   
132 HB1 
主筋 Hの下端の歪度 
   
133 HB2 
   
134 HB3 
   
135 HB4 
   
136 HB5 
   
137 HB6 
   
138 IT1 
せん断補強筋 Iの歪度 
   
139 IT2 
   
140 IT3 
   
141 IT4 
   
142 JT1 
せん断補強筋 Jの歪度 
   
143 JT2 
   
144 JT3 
   
145 JT4 
   
146 KT1 
せん断補強筋 Kの歪度 
   
147 KT2 
   
148 KT3 
   
149 KT4 
   
150 LT1 
せん断補強筋 Lの歪度 
   
151 LT2 
   
152 LT3 
   
153 LT4 
   
154 MT1 
せん断補強筋Mの歪度 
   
155 MT2 
   
156 MT3 
   
157 MT4 
   
158 NT1 
せん断補強筋 Nの歪度    
159 NT2 
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5.3.2 加力計画 
 
試験体及び加力装置のセットアップを図 5.5及び写真 5.2に示す。図 5.5及び写真 5.2に示した
ように，水平方向，鉛直方向ともにアクチュエータによる加力である。本実験で使用したアクチ
ュエータの容量はいずれも+100 kN，-200 kN，±250 mmである。また，パンタグラフを通じて試
験体の上下スタブの平行を保ち，逆対称の応力分布となるように載荷した。 
試験体の加力は，まず，鉛直アクチュエータにより一定の軸力（試験体 RC320-0.2%-0.2：115 kN，
RC320-0.2%-0.3及び RC320-0.4%-0.3：165 kN）を導入し，次に，設定した目標変位まで正負交番
漸増静的繰り返し水平加力を行い，最後に，軸崩壊が生じるまでの一方向水平加力を行った。正
負交番漸増静的繰り返し水平加力及び軸崩壊が生じるまで一方向水平加力の具体的な加力計画を
図 5.6 に示す。ただし，各試験体において，試験体の破壊状況に基づいて加力計画を多少調整し
たが（詳くは，次節を参照），いずれも軸崩壊までの加力が行われた。 
 
図 5.5 実験装置・試験体のセットアップ（計画図） 
試験体 
パンタグラフ 
スタブ 
鉛直アクチュエータ 
水平アクチュエータ 
反力床 
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写真 5.2 実験装置・試験体のセットアップ 
 
2cycle2cycle2cycle2cycle2cycle2cycle2cycle2cycle2cyclepushover
0.25 0.50 0.75 1.00 1.50 2.00 3.00 4.00 5.00
目
標
変
位
(
mm
)
0.8
1.6
-0.8
-1.6
-2.4
2.4
3.2
-3.2
4.8
-4.8
-6.4
-9.7
-12.8
-16.0
6.4
9.7
12.8
16.0
変形角（％）  
図 5.6 加力計画 
試験体 
パンタグラフ 
スタブ 
鉛直アクチュエータ 
水平アクチュエータ 
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5.4 実験結果 
 
5.4.1 コンクリートの材料試験結果 
 
検証実験における RC 造柱の試験体に使用したコンクリートは普通コンクリートであり，配合
の設計条件を表 5.8に示す。呼び強度は 15 MPa，スランプ値は 18 cm，粗骨材の最大寸法は 13 mm
のものである。試験体の加力実験の間に，東京大学・生産技術研究所・千葉実験所・張力型空間
構造モデルドームにて圧縮試験及び割裂引張試験を 2 回行った。以下は，実施したコンクリート
の圧縮強度（表 5.9）および割裂強度（表 5.10）の試験結果を示す。ここで，コンクリート圧縮強
度試験における弾性係数（ヤング係数）は，材料試験より得られた応力度とひずみ度の関係を用
いてひずみが 50mεを示す点と最大応力度の 1/3となる点を結ぶ直線の傾きである[5.4]。 
 
表 5.8 コンクリートの配合の設計条件 
コンクリートの種類
による記号 
呼び強度 
（MPa） 
スランプ 
（mm） 
粗骨材の最大寸法 
(mm) 
セメントの種類 
による記号 
普通 15 18 13 H 
 
表 5.9 コンクリートの圧縮試験結果 
試験片 
実施日：2015年 8月 13日 材令：30日 実施日：2015年 8月 21日 材令：38日 
圧縮強度（MPa） ヤング係数（104MPa） 圧縮強度（MPa） ヤング係数（104MPa） 
1 21.8 2.0 23.8 2.5 
2 23.5 2.3 24.0 1.2 
3 22.1 3.1 22.6 1.6 
平均 22.5 2.5 23.5 1.8 
 
表 5.10 コンクリートの割裂引張試験結果 
試験片 
引張強度（MPa） 
実施日：2015年 8月 13日 材令：30日 実施日：2015年 8月 21日 材令：38日 
1 1.7 1.7 
2 1.6 1.9 
3 2.1 2.1 
平均 1.8 1.9 
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5.4.2 鉄筋の材料試験結果 
 
本実験において使用された鉄筋の引張試験（鉄筋は計 2種類）を 2015年 7月 27日に東京大学
生産技術研究所・動的現象実験室で行い，その材料試験結果を表 5.11及び図 5.7にそれぞれ示す。
材料試験に使用された鉄筋試験片（D16，SD295A）は，5.3 節で述べたように，試験体の主筋と
同様，鉄筋断面を研削した後の鉄筋（直径は 14 mm）を用いた。 
降伏応力の算出については[5.4]，降伏点が明瞭であった鉄筋 D16（SD295A）は上降伏点を採用
し，鉄筋 D4（SD295A）については 0.2%オフセット法により求めた。表 5.11及び図 5.7に示すよ
うに，2 種類の鉄筋の引張試験において各試験片から求めた降伏強度，降伏歪度などの力学特性
はほぼ一致する。 
 
表 5.11 鉄筋の引張試験結果 
（a） 主筋の材料特性*（D16, SD295A） 
試験体片 降伏強度（MPa） 降伏歪（με） 引張強度（MPa） ヤング係数（105MPa） 
1 407 2073 601 2.04 
2 392 2030 600 1.93 
3 398 2107 601 2.03 
平均 399 2070 601 2.00 
 
（b） せん断補強筋の材料特性*（D4, SD295A） 
試験体片 降伏強度（MPa） 降伏歪（με） 引張強度（MPa） ヤング係数（105MPa） 
1 387 4000 566 1.93 
2 395 4300 585 1.72 
平均 391 4150 576 1.83 
*：鉄筋断面積は，断面切削後の実測径に基づき算定した。ただし，D4については歪エージ貼付
のため著者が手作業で研磨したため，断面形状は十分整形できなかった。 
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（a） 主筋（D16, SD295A） 
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（b） せん断補強筋（D4, SD295A） 
図 5.7 鉄筋の引張試験の応力度と歪度の関係 
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5.4.3 各試験体における荷重と変形の関係及び破壊経過 
 
本項では，荷重（試験体の作用水平力，作用鉛直力及び端部断面モーメント）と変形（水平変
形）の関係，及び加力実験中に撮影した試験体の写真を通じて 5.2 節で計画した各試験体の加力
実験結果の概要を説明する。 
5.3節で述べたように加力過程において面内と面外の水平変形を計測したが，以下の議論におけ
る変形角は面内の水平変形と柱の内法高さの比率である。 
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(1) 試験体 RC320-0.2%-0.2 
試験体 RC320-0.2%-0.2 の破壊経過を変形角 5%までの繰り返し水平載荷と繰り返し載荷後の一
方向水平載荷に分けて説明する。本試験体における水平力（水平アクチュエータにて計測された
力で，パンタグラフの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮していない）と面
内の水平変形との関係，及び鉛直力（鉛直アクチュエータにて計測された力で，パンタグラフの
自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮していない）と面内の水平変形の関係を
図 5.8及び図 5.9にそれぞれ示す。さらに，以下に示す加力過程の各段階及び加力終了後の試験体
の様子を写真 5.3及び写真 5.4にそれぞれ示す。 
 
・変形角 5%までの繰り返し水平載荷 
①変形角 0.25%（目標変位 0.8 mm）の第 1サイクル目の正載荷ピーク時に，斜めのせん断ひび
割れが観測された（図 5.8の①）。試験体の様子を写真 5.3の①に示す。 
②変形角-0.5%（目標変位-1.6 mm）の第 1サイクル目の負載荷ピーク時に，新しい斜めのせん
断ひび割れが観測された（図 5.8の②）。試験体の様子を写真 5.3の②に示す。 
③変形角 0.75%（目標変位 2.4 mm）の第 1サイクル目の正載荷において，せん断補強筋が降伏
し始めた（図 5.8の③）。試験体の様子を写真 5.3の③に示す。 
④変形角 1.00%（目標変位 3.2 mm）の第 1サイクル目の正載荷において，正側の最大耐力（73 
kN）に到達した（図 5.8の④）試験体の様子を写真 5.3の④に示す。 
⑤変形角 1.5%（目標変位 4.8 mm）の第 1サイクル目の正載荷においては，主筋端部断面が降
伏し始めた（図 5.8の⑤）。この時，柱にせん断ひび割れがほぼ全面的に進展した。試験体の
様子を写真 5.3の⑤に示す。 
⑥変形角-1.5%（目標変位-4.8 mm）の第 1サイクル目の負載荷においては，負側の最大耐力（-57 
kN）に達した（図 5.8の⑥）。試験体の様子を写真 5.3の⑥に示す。 
 
・繰り返し載荷後の一方向水平載荷 
⑦一方向水平加力載荷を行う前の試験体の様子は，被りコンクリートが殆ど剥離・剥落し，一
部の主筋が露出した（図 5.8の⑦）。試験体の様子を写真 5.3の⑦に示す。 
⑧試験体は，面内の水平変形が約 19 mm以下では安定して軸力を保持した。面内の水平変形が
約 19 mmの時，水平力がほぼ 0（2.74 kN）となり，試験体の変形が一気に 45mm（面内の水
平変形）程度まで急増した（図 5.8の⑧）。試験体の様子を写真 5.3の⑧に示す。 
⑨加力中，水平変形を計測していた変位計 CDP50 が，試験体との離間（面内の水平変形が約
19 mmの時）を生じ，欠測となった。⑩加力終了後，試験体の残留変形は，面内の水平変形
は 45 mmで，面外の水平変形は 85 mmであった。その様子を写真 5.4に示す。ここで，面外
の水平変形と面内の水平変形の増加割合が一定であると仮定すると，変形急増現象が生じる
直前である面内の水平変形 19 mmの時に，面外の水平変形は約 37 mmと推定でき，2方向水
平変形を考慮して換算した水平方向の合成変位は約 42 mmである。また，写真 5.4に示すよ
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-29
うに，試験体に配されたせん断補強筋は 3本ともフックに大きな変形が発生した。 
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図 5.8 試験体 RC320-0.2%-0.2における水平力と面内の水平変形の関係 
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図 5.9 試験体 RC320-0.2%-0.2における鉛直力と面内の水平変形の関係 
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①斜めのひび割れが生じる（左下→右上） ②斜めのひび割れが生じる（左上→右下） 
  
③せん断補強筋が降伏し始める ④正側の最大水平耐力 
  
⑤主筋端部が降伏し始める ⑥負側の最大水平耐力 
  
⑦一方向載荷を行う前 ⑧変形急増現象が発生し始める 
写真 5.3 加力過程の各段階における試験体 RC320-0.2%-0.2の様子 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-31
 
 
破壊した試験体の全景 試験体の破壊詳細（正面） 
  
試験体の破壊詳細（裏面） せん断補強筋（I）の破壊詳細 
  
せん断補強筋（J）の破壊詳細 せん断補強筋（K）の破壊詳細 
写真 5.4 加力終了後の試験体 RC320-0.2%-0.2の様子 
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(2) 試験体 RC320-0.2%-0.3 
試験体 RC320-0.2%-0.3 の破壊経過を変形角 1%までの繰り返し水平載荷（面外の水平変形が大
きく生じないように試験体 RC320-0.2%-0.2ほど繰り返し水平載荷を実施しなかった）と繰り返し
載荷後の一方向水平載荷に分けて説明する。本試験体における水平力（水平アクチュエータにて
計測された力，パンタグラフの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮していな
い）と面内の水平変形の関係，及び鉛直力（鉛直アクチュエータにて計測された力，パンタグラ
フの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮していない）と面内の水平変形の関
係を図 5.10 および図 5.11 にそれぞれ示す。また，繰り返し載荷後の一方向水平載荷においては，
水平力と鉛直力から算定した試験体の端部断面のモーメントと面内の水平変形の関係を図 5.12に
示す。ただし，断部断面のモーメントの算定の際，試験体のモーメント分布が逆対称と仮定した
うえで端部断面のモーメントを求めた。さらに，以下に示す加力過程の各段階及び加力終了後の
試験体の様子を写真 5.5及び写真 5.6にそれぞれ示す。 
 
・変形角 1%までの繰り返し水平載荷 
①変形角 0.25%（目標変位 0.8 mm）の第 1サイクル目の正載荷ピーク時に，斜めのせん断ひび
割れが観測された（図 5.10の①）。試験体の様子を写真 5.5の①に示す。 
②変形角 0.5%（目標変位 1.6 mm）の第 1サイクル目の正載荷において，せん断補強筋が降伏
し始めた（図 5.10の②）。試験体の様子を写真 5.5の②に示す。 
③変形角-0.5%（目標変位-1.6 mm）の第 1サイクル目の負載荷ピーク時に，新しい斜めのせん
断ひび割れが観測された（図 5.10の③）。試験体の様子を写真 5.5の③に示す。 
④変形角 1.00%（目標変位 3.2 mm）の第 1サイクル目の正載荷において，正側の最大耐力（74 
kN）に達した（図 5.10の④）。試験体の様子を写真 5.5の④に示す。 
⑤変形角-1.00%（目標変位-3.2 mm）の第 1サイクル目の負載荷において，負側の最大耐力（-62 
kN）に達した（図 5.10の⑤）。試験体の様子を写真 5.5の⑤に示す。 
 
・繰り返し載荷後の一方向水平載荷 
⑥一方向水平加力載荷を行う前に，柱にせん断ひび割れがほぼ全面的に進展した（図 5.10の⑥）。
試験体の様子を写真 5.5の⑥に示す。 
⑦変形角が約 1.37%の時に，主筋端部断面が降伏し始めた（図 5.10の⑦）。 
⑧試験体は，面内の水平変形が約 40 mm以下では安定して軸力を保持した。面内の水平変形が
約 40 mm（この時，面外の水平変形が約 1.6 mm）の時，水平力がほぼ 0（0.54 kN）となり，
試験体の変形が一気に 150mm（面内の水平変形）程度まで急増した（図 5.10の⑧），試験体
の様子を写真 5.5 の⑧に示す。その時，アクチュエータ水平力がほぼ 0 で，試験体の端部断
面のモーメントはほぼ軸力によるモーメントとほぼ等しいことが確認できた（図 5.12）。 
⑨加力終了後，試験体の残留変形は，面内の水平変形は約 152 mmで，面外の水平変形は 3.8 mm
であった。試験体の様子を写真 5.6に示す。また，写真 5.6に示すように，試験体に配された
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せん断補強筋は 3本ともフックに大きな変形が発生した。 
 
また，一方向載荷段階における試験体の作用鉛直力と面内の水平変形の関係を表す図 5.11から
わかるように，鉛直力は多少のばらつきはみられるものの，全加力段階を通じて安定している一
方で，水平力は，一方向加力の初期段階に水平変形の増加とともに大きくなるが，ある程度の変
形を経験した後に小さくなっていることが分かる（図 5.10）。また，柱の端部断面のモーメントも，
鉛直力によるモーメントが線形的に増加する一方で，水平力によるモーメントは，ある程度変形
を経過した後に小さくなることが分かる（図 5.12）。ただし，第 4章で述べた鉄筋のみによる試験
体の端部断面のモーメントと水平変形の関係と比べて，最大モーメント以降には内部コンクリー
トにひび割れが進展することで曲げ耐力が激しく低下することがわかる。 
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図 5.10 試験体 RC320-0.2%-0.3における水平力と面内の水平変形の関係 
40mm 以降は，変形が
150mm程度まで一気に急
増し計測点は極めて粗と
なった。 
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図 5.11 試験体 RC320-0.2%-0.3における鉛直力と面内の水平変形の関係 
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図 5.12 試験体 RC320-0.2%-0.3における端部断面の作用モーメントと面内の水平変形の関係 
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①斜めのひび割れが生じる（左下→右上） ②せん断補強筋が降伏し始める 
  
③斜めのひび割れが生じる（左上→右下） ④正側の最大水平耐力 
  
⑤負側の最大水平耐力 ⑥一方向載荷を行う前 
 
 
⑧変形急増現象が発生し始める  
写真 5.5 加力過程の各段階における試験体 RC320-0.2%-0.3の様子 
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破壊した試験体の全景 試験体の破壊詳細（正面） 
  
試験体の破壊詳細（裏面） せん断補強筋（I）の破壊詳細 
  せん断補強筋（J）の破壊詳細 せん断補強筋（K）の破壊詳細 
写真 5.6 加力終了後の試験体 RC320-0.2%-0.3の様子 
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(3) 試験体 RC320-0.4%-0.3 
試験体 RC320-0.4%-0.3の破壊経過を変形角 1.5%までの繰り返し水平載荷（面外の水平変形が大
きく生じないように試験体 RC320-0.2%-0.2ほど繰り返し水平載荷を実施していなかった）と繰り
返し載荷後の一方向水平載荷に分けて説明する。本試験体における水平力（水平アクチュエータ
にて計測された力で，パンタグラフの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮し
ていない）と面内の水平変形の関係，及び鉛直力（鉛直アクチュエータにて計測された力で，パ
ンタグラフの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮していない）と面内の水平
変形の関係を図 5.13および図 5.14にそれぞれ示す。また，繰り返し載荷後の一方向水平載荷にお
いては，水平力と鉛直力から算定した試験体の端部断面のモーメントと面内の水平変形の関係を
図 5.15に示す。ただし，断部断面のモーメントの算定の際，試験体のモーメント分布が逆対称と
仮定したうえで端部断面のモーメントを求めた。また，加力過程の各段階及び加力終了後の試験
体の様子を写真 5.7及び写真 5.8にそれぞれ示す。 
 
・変形角 1.5%までの繰り返し水平載荷 
①変形角 0.25%（目標変位 0.8 mm）の第 1サイクル目の正載荷ピーク時に，斜めのせん断ひび
割れが観測された（図 5.13の①）。試験体の様子を写真 5.7の①に示す。 
②変形角-0.5%（目標変位-1.6 mm）の第 1サイクル目の負載荷ピーク時に，新しい斜めのせん
断ひび割れが観測された（図 5.13の②）。試験体の様子を写真 5.7の②に示す。 
③変形角 0.69%（水平変位 2.21 mm）の時に，せん断補強筋が降伏し始めた（図 5.13の③）。
試験体の様子を写真 5.7の③に示す。 
④変形角 1.00%（目標変位 3.2 mm）の第 1サイクル目の正載荷において，正側の最大耐力（80 
kN）に達した（図 5.13の④）。試験体の様子を写真 5.7の④に示す。 
⑤変形角-1.00%（目標変位-3.2 mm）の第 1サイクル目の負載荷において，負側の最大耐力（-66 
kN）に達した（図 5.13の⑤）。試験体の様子を写真 5.7の⑤に示す。 
 
・繰り返し載荷後の一方向水平載荷 
⑥一方向水平加力載荷を行う前に，柱にせん断ひび割れがほぼ全面的に進展した（図 5.13の⑥）。
試験体の様子を写真 5.7の⑥に示す。 
⑦変形角が約 1.17%の時に，主筋端部断面が降伏し始めた（図 5.13 の⑦）。試験体の様子を写
真 5.7の⑦に示す。 
⑧試験体は，面内の水平変形が約 47 mm以下では安定して軸力を保持した。面内の水平変形が
47 mm（この時，面外の水平変形が約 24 mm）の時，水平力は 6.11 kNであり，試験体の変形
が一気に 90mm（面内の水平変形）程度まで急増した（図 5.13 の⑧）。試験体の様子を写真
5.7の⑧に示す。その時，水平力によるモーメントは軸力によるモーメントと比べて無視でき
るほど小さく，端部断面のモーメントはほぼ軸力によるモーメントと等しい（図 5.15）。 
⑨加力終了後，試験体の残留変形は，面内の水平変形は約 91 mmで，面外の水平変形は 92 mm
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であった。試験体の様子を写真 5.8 に示す。また，同図に示すように，せん断破壊区間の端
部におけるせん断補強筋（I，N）を除いて，他のせん断補強筋は被りコンクリート剥離・剥
落のために完全に露出された。中央部のせん断補強筋（K，L）のフックに大きな変形が発生
した。 
 
また，一方向載荷段階における試験体の作用鉛直力と面内の水平変形の関係を表す図 5.14から
も分かるように，鉛直力は多少のばらつきはみられるものの，全加力段階を通じて安定している
一方で，水平力は，一方向加力の初期段階に水平変形の増加とともに大きくなるが，ある程度の
変形を経験した後に小さくなっていることが分かる（図 5.13）。また，柱の端部断面のモーメント
も，鉛直力によるモーメントが線形的に増加する一方で，水平力によるモーメントは，ある程度
変形を経過した後に小さくなることが分かる（図 5.15）。ただし，第 4章で述べた鉄筋のみによる
試験体の端部断面のモーメントと水平変形との関係と比べて，最大モーメント以降には内部コン
クリートにひび割れが進展することで曲げ耐力が激しく低下することがわかる。 
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図 5.13 試験体 RC320-0.4%-0.3における水平力と面内の水平変形の関係 
 
47mm 以降は，変形が
90mm 程度まで一気に急
増し計測点は極めて粗と
なった。 
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図 5.14 試験体 RC320-0.4%-0.3における鉛直力と面内の水平変形の関係 
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図 5.15 試験体 RC320-0.4%-0.3における端部断面の作用モーメントと面内の水平変形の関係 
 
47mm 以降は，変形が
90mm 程度まで一気に急
増し計測点は極めて粗と
なった。 
47mm 以降は，変形が
90mm 程度まで一気に急
増し計測点は極めて粗と
なった。 
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①斜めのひび割れが生じる（左下→右上） ②斜めのひび割れが生じる（左上→右下） 
  
③せん断補強筋が降伏し始める ④正側の最大水平耐力 
  
⑤負側の最大水平耐力 ⑥一方向載荷を行う前 
  
⑦主筋端部が降伏し始める ⑧変形急増現象が発生し始める 
 
写真 5.7 加力過程の各段階における試験体 RC320-0.4%-0.3の様子 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-41
  
破壊した試験体の全景 試験体の破壊詳細（正面） 
 
 
試験体の破壊詳細（裏面） せん断補強筋（I）の破壊詳細 
  
せん断補強筋（J）の破壊詳細 せん断補強筋（K）の破壊詳細 
写真 5.8 加力終了後の試験体 RC320-0.4%-0.3の様子（次のページへ続く） 
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せん断補強筋（L）の破壊詳細 せん断補強筋（M）の破壊詳細 
 
 
せん断補強筋（N）の破壊詳細  
写真 5.8 加力終了後の試験体 RC320-0.4%-0.3の様子（前のページからの続き） 
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5.4.4 各試験体における軸崩壊限界点 
5.4.3項で行った各試験体の荷重と変形の関係に関する分析より，第 2章で提案した残存軸耐力
評価手法において述べた軸崩壊の条件「水平力が 0 となる時は軸崩壊の直前であり，その時の断
部断面のモーメントは軸力によるモーメントと等しい」が，実現象と対応していることが確認で
きた。 
本研究で提案したせん断破壊後の RC 造柱の残存軸耐力評価手法を詳細に検証するためには，
定義した軸崩壊限界点における主筋とコンクリートそれぞれの寄与分を求め，それと提案した残
存軸耐力評価手法による算定値を比較することが必要である。 
そこで，本節では，繰り返し載荷後の一方向水平載荷における加力実験データに基づいて，以
下の手順で軸崩壊限界点における主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力実験値を求める。 
まず，パンタグタフの自重，及び大変形によるアクチュエータの傾きの影響を考慮した試験体
に作用する応力（せん断力，作用軸力）と水平変形の関係を求める。ここで，加力装置・試験体
のセットアップの高さが同様であればパンタグラフの自重による影響は試験体間で等しいと仮定
する。パンタグラフの自重による軸力増加は約 5 kNで，また，5.5節で述べたように，パンタグ
ラフの自重による回転モーメントにより，それと等価な水平力は約 1 kNとなる（第 4章で行った
鉄筋のみによる試験体の分析結果より）。 
次に，求めた試験体のせん断力と水平変形の関係に基づいて定義した軸崩壊限界点を求める。
図 5.16に示すように，鉛直アクチュエータが試験体に生じた水平変形により傾斜したことで，水
平アクチュエータによる水平力が 0まで減少した際にも，試験体には約 4～5 kNのせん断力が作
用している。つまり，加力実験においては，試験体のせん断力が完全に 0 まで減少しておらず，
また，試験体の鉛直・水平変形の急激な進展により，加力途中で鉛直アクチュエータが試験体の
変形に追随できなくなる現象も生じ，軸力も低下したことで，せん断力の低下勾配も明らかに小
さくなった。面外水平変形が小さい試験体 RC320-0.2%-0.3を例に，それを説明する。面内水平変
形が約 40mmの時に試験体の軸力が低下し（図 5.27），その時のせん断力の低下勾配も明らかに小
さくなった（図 5.26）。そのため，試験体のせん断力がゼロとなる点として定義した軸崩壊限界点
を定めることが困難である。しかしながら，4.4.6項で議論した通り軸崩壊に至る大変形領域での
Q-δ勾配は N/H（N：軸力，H：柱の内法高さ）で推定でき，そのため，せん断力の低下勾配が同
一軸力下で一定であることを仮定すれば，（仮の）軸崩壊限界点を定めることは可能である。ここ
では，図 5.17に示すように，鉛直アクチュエータが試験体の変形に追随できなくなる直前の点（す
なわち，軸力の低下が生じ始める直前の点）から，せん断力と水平変形の関係の曲線を延長して
横軸との交点（つまり，せん断力が 0 の点）を軸崩壊限界点とする。ただし，その傾きは軸力が
低下し始める直前の点とその前の計測ステップにおける計測データを結ぶ直線の傾きを採用した。 
その後，推定した軸崩壊限界点の変形における柱の作用軸力は，以下で行う分析の種類に応じ
て 2 通りの値を採用する。一つ目は，低下前の軸力，すなわち，導入した一定の軸力である。前
述した通り，推定した軸力崩壊限界点は，軸力が一定であることを前提として軸力低下前の負勾
配を延長したものであるため，この推定した軸崩壊限界点で実際に軸崩壊するのであれば，その
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時柱には低下前の，定軸力として導入した軸力が作用しているはずである。従って，推定した軸
崩壊限界点における柱の作用軸力を議論する際には，推定した軸崩壊限界点で保持されているべ
き（定軸力として導入した）軸力を用いることが合理的である。 
もう一つの採用値は，推定した軸崩壊限界点の水平変形時に実際に柱に作用していた，つまり，
アクチュエータが試験体の変形に追随できなくなり，低下した後の軸力である。冒頭で述べた通
り，本実験の目的の一つは主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力寄与分を求めることであり，
4 章で示したのと同様の方法で主筋の作用軸力を先ず求め，それをアクチュエータで計測された
軸力から除いたものがコンクリートの寄与分をなる。従って，コンクリートの残存軸耐力寄与分
を正しく求めるためには，実際に作用していた軸力と，主筋に貼付した歪ゲージによる主筋寄与
分が，それぞれ対応したものとなっていなければ，残存軸耐力寄与分の比率を正しく知ることが
できない。以上の理由により，主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力寄与分の比率を議論す
る際には，ジャッキが試験体の変形に追随できなくなり，低下した後の軸力を採用することとし
た。尚，柱の軸力については，上記の 2 種類の軸力のうち，どちらの軸力を採用したのかについ
て，都度記述する。 
各試験体に対して，求めた軸崩壊限界点における試験体の面内・面外の水平変形を表 5.12 に，
主筋及びコンクリートの残存軸耐力寄与分を表 5.13に纏める。 
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図 5.16 鉛直アクチュエータの傾きの影響 
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表 5.12 各試験体の軸崩壊限界点における水平変形（mm) 
試験体 
アクチュエータが追跡できない点 採用した軸崩壊限界点 
面内変形 面外変形 合成変位注 面内変形 面外変形 合成変位注 
RC320-0.2%-0.2 14.13 26.69 30.20 24.21 45.72 51.74 
RC320-0.2%-0.3 39.86 1.57 39.89 43.04 1.59 43.07 
RC320-0.4%-0.3 38.68 11.14 40.25 48.50 26.49 55.26 
注：（合成変位）2＝（面内変形）2+（面外変形）2 
 
表 5.13 各試験体における主筋とコンクリートの残存軸耐力寄与分（低下した後，kN） 
（a）各試験体における各主筋の作用軸力（軸崩壊限界点） 
試験体 
各主筋の作用軸力（正：引張，負：圧縮） 
A B C D E F G H 合計 
RC320-0.2%-0.2 24.97 17.18 23.00 -15.94 -64.25 / -47.28 / -83 注 
RC320-0.2%-0.3 -10.80 -13.82 -5.37 -7.95 -18.26 -23.31 -22.71 -16.45 -119 
RC320-0.4%-0.3 44.48 -2.39 2.01 -11.57 -44.69 -31.04 -45.85 -20.33 -109 
注：主筋の作用軸力は計測された 6本の主筋の作用軸力の平均値より求めた。 
 
（b）各試験体における主筋とコンクリートの残存軸耐力寄与分 
試験体 
柱の残存軸耐力 
（低下した後） 
主筋の寄与分 
（低下した後） 
コンクリートの寄与分 
（低下した後） 
RC320-0.2%-0.2 -102 -83 -19 
RC320-0.2%-0.3 -163 -119 -44 
RC320-0.4%-0.3 -146 -109 -37 
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(1)試験体 RC320-0.2%-0.2 
試験体 RC320-0.2%-0.2におけるせん断力と水平変形（面内の水平変形，及び面外水平変形を考
慮した水平合成変位）の関係を図 5.18に，作用軸力と面内の水平変形の関係を図 5.19に示す。ま
た，各主筋（A～E，G）の作用軸力と面内の水平変形の関係を図 5.20～図 5.25に示す。尚，5.4.3(1)
で述べたように，水平変形 19.42 mmのステップを最後に，変位計の離間により変位を欠測した。
従って，水平変形 19.42 mm時の軸力とその主筋負担分を用い，軸崩壊限界点における軸力とその
主筋負担分を外挿により推定した。表 5.12及び表 5.13の値は上記のようにして求めた値である。
尚，水平変形 14.13 mmのステップは，本節で述べたアクチュエータが試験体の変形に追随しなく
なる点と等しい。 
本試験体の面内の水平変形が約 14.13 mm，面外の水平変形が約 26.69 mmの時に，鉛直アクチ
ュエータが試験体の変形に追随できなくなった。それに基づいて推定した軸崩壊限界点において
は，試験体の面内水平変形は 24.21 mm，面外の水平変形が約 45.72 mmで，面外水平変形を考慮
した合成水平変位は 51.74 mmである（図 5.18）。また，軸崩壊限界点の時に，柱の残存軸耐力は
102 kN（低下した後）で，主筋及びコンクリートの残存軸耐力寄与分はそれぞれ 83 kN及び 19 kN
であった（図 5.19）。 
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図 5.18 せん断力と水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2） 
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図 5.19 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2） 
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図 5.21 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2，主筋 B） 
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図 5.22 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2，主筋 C） 
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図 5.23 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2，主筋 D） 
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図 5.24 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2，主筋 E） 
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図 5.25 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.2，主筋 G） 
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(2)試験体 RC320-0.2%-0.3 
試験体 RC320-0.2%-0.3におけるせん断力と水平変形（試験体 RC320-0.2%-0.2と比べて面外の水
平変形が小さいため，ここでせん断力と面内の水平変形の関係のみを示す）の関係を図 5.26 に，
作用軸力と面内の水平変形の関係を図 5.27 に示す。また，各主筋（A～H）の作用軸力と面内の
水平変形の関係を図 5.28～図 5.35に示す。 
本試験体の面内の水平変形が約 39.86 mm，鉛直アクチュエータが試験体の変形に追随できなく
なった。それに基づいて推定した軸崩壊限界点においては，試験体の面内水平変形は 43.04 mmで
あった（図 5.26）。また，軸崩壊限界点の時に，柱の残存軸耐力は 163 kN（低下した後）で，主
筋及びコンクリートの残存軸耐力寄与分はそれぞれ 119 kN及び 44 kNであった（図 5.27）。 
各主筋それぞれの作用軸力及び主筋の軸力負担分（各主筋の和）は，水平変形が小さい段階に
おいて水平変形の増加とともに減少し，ある程度の変形を経験した後に水平変形の増加とともに
大きくなる傾向が見られる（図 5.27及び図 5.28～図 5.35）。水平変形 3.84 mm以下においては，
内部コンクリートにひび割れが十分に進展していないため，コンクリートが主筋の変形に追跡で
きない。そのため，水平変形の増加とともに圧縮に強いコンクリートの軸力負担分は大きくなり，
主筋の軸力負担分が小さくなる。それに対して，コンクリートにひびわれが十分に生じた後，コ
ンクリートが主筋の変形に追随できるようになり，主筋の軸力負担分が水平変形の増加とともに
大きくなり，コンクリートの軸力負担分が小さくなる。 
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図 5.26 せん断力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3） 
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図 5.27 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3） 
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図 5.29 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 B） 
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図 5.30 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 C） 
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図 5.31 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 D） 
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図 5.32 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 E） 
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図 5.33 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 F） 
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図 5.34 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 G） 
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図 5.35 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.2%-0.3，主筋 H） 
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(3)試験体 RC320-0.4%-0.3 
試験体 RC320-0.4%-0.3におけるせん断力と水平変形（面内の水平変形及び面外水平変形を考慮
した合成水平変位）の関係を図 5.36に，作用軸力と面内の水平変形の関係を図 5.37に示す。また，
各主筋（A～H）の作用軸力と面内の水平変形の関係を図 5.38～図 5.45に示す。 
試験体RC320-0.4%-0.3の面内の水平変形が約 38.68 mm，面外の水平変形が約 22.31 mmの時に，
鉛直アクチュエータが試験体の変形に追随できなくなった。それに基づいて推定した軸崩壊限界
点においては，試験体の面内水平変形は 48.50 mm，面外の水平変形が約 27.97 mmで，面外水平
変形を考慮した水平合成変位は 55.98 mmであった（図 5.36）。軸崩壊限界点の時に，柱の残存軸
耐力は 146kN（低下した後）で，主筋及びコンクリートの残存軸耐力寄与分は 109 kN及び 37 kN
であった（図 5.37）。 
各主筋それぞれの作用軸力及び主筋の軸力負担分（各主筋の和）は，水平変形が小さい段階に
おいて水平変形の増加とともに減少し，ある程度の変形を経験した後に水平変形の増加とともに
大きくなる傾向が見られる（図 5.37及び図 5.38～図 5.45）。水平変形 4.99 mm以下においては，
内部コンクリートにひび割れが十分に進展していないため，コンクリートが主筋の変形に追随で
きない。水平変形の増加とともに圧縮に強いコンクリートの軸力負担分は大きくなり，主筋の軸
力負担分が小さくなる。それに対して，コンクリートにひびわれが十分に生じた後，コンクリー
トが主筋の変形に追随できるようになり，主筋の軸力負担分が水平変形の増加とともに大きくな
り，コンクリートの軸力負担分が小さくなる。 
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図 5.36 せん断力と水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3） 
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図 5.37 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3） 
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図 5.39 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 B） 
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図 5.40 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 C） 
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図 5.41 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 D） 
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図 5.42 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 E） 
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図 5.43 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 F） 
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図 5.44 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 G） 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-65
0 10 20 30 40 50
-30
-20
-10
0
10
20
30
 
 
軸
力
　(
H
, 
kN
)
水平変形　(mm)  
図 5.45 軸力と面内の水平変形の関係（試験体 RC320-0.4%-0.3，主筋 H） 
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5.4.5 各試験体の軸崩壊限界点におけるせん断補強筋の断面応力状態 
第 2 章では，軸崩壊限界点においてせん断破壊区間の全てのせん断補強筋が降伏することを仮
定したうえで，コンクリートや主筋の残存軸耐力寄与分の評価式を導いた。また，第 3 章では，
誘導したコンクリートや主筋の残存軸耐力寄与分の評価式を既往研究による加力実験データベー
スに適用した。その結果，せん断補強筋比が 0.5%以上の試験体に対しては，提案した残存軸耐力
評価式による結果は過大評価であったことが分かった。その理由として，せん断破壊区間におけ
るせん断補強筋がある程度以上多くなれば必ずしも全ての補強筋が降伏しているわけではないこ
とが想定される。 
本項では，本章で行った加力実験データに基づいてせん断破壊区間における各せん断補強筋の
応力状態を調べることより，提案した残存軸耐力評価式が適用できるせん断補強筋比の範囲につ
いて検討する。ただし，本実験では加力装置の都合により軸崩壊限界点に達していないため，そ
の代わりに鉛直アクチュエータが試験体の変形に追随できなくなる直前のデータを用いて検討を
実施する。面外の水平変形が大きく生じた試験体 RC320-0.2%-0.2においては，面外水平変形と平
行な方向のせん断補強筋の歪度データが存在しないため，検討対象外とする。 
繰り返し載荷によりせん断補強筋が一度降伏してしまうと，残留歪が生じて応力度を正しく求
めることが困難であるため，本検討では，一方向載荷においてそれ以前の最大歪度を超えて歪度
が生じ，水平変形の増加とともに歪度が明らかに増加する補強筋断面の歪データ，及び，一方向
載荷以前に降伏ひずみ以上のひずみ度を経験していない補強筋断面の歪データを採用する。 
試験体 RC320-0.2%-0.3及び RC320-0.4%-0.3において，算定したせん断補強筋の断面応力度を図
5.46 及び図 5.47 にそれぞれ示す。図 5.46 及び図 5.47 より，せん断補強筋の断面応力度に多少の
ばらつきは見られるものの，鉄筋の材料引張試験から得られた降伏強度（391 MPa）より大きいこ
とが分かった。つまり，第 2 章で述べたせん断補強筋の応力状態に関する仮定が妥当であり，提
案した RC造柱の残存軸耐力評価式は本実験で計画した試験体（せん断補強筋比が 0.2%及び 0.4%
である）に適用できることが確認できた。 
 
せん断補強筋I せん断補強筋J せん断補強筋K
歪ゲージ貼付位置
430 530
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J
L
 
図 5.46 せん断補強筋の断面応力度の分布（試験体 RC320-0.2%-0.3，降伏強度 391Mpa） 
第 5章 コンクリートの抵抗を考慮した RC造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験 
 
 
 
 5-67
 
I
J
LKM N せん断補強筋I せん断補強筋J せん断補強筋K
歪ゲージ貼付位置
せん断補強筋L せん断補強筋M せん断補強筋N
424 490
437
383 465
531 517 408
433 526
-137 366
440445
450
207
424 490
 
図 5.47 せん断補強筋の断面応力度の分布（試験体 RC320-0.4%-0.3，降伏強度 391Mpa） 
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5.4.6 各試験体の残存軸耐力の算定値と実験値の比較 
5.4.4項では，推定した軸崩壊限界点における面外の変形を考慮した水平合成変形及びコンクリ
ートや主筋それぞれの残存軸耐力寄与分を求めた。本節では，それと第 2 章で提案した残存軸耐
力評価手法及び既往研究における提案された他の評価手法（松川らによる式（1.20）[5.5]及び Elwood, 
Moehleらによる式（1.24）[5.6]）による算定結果（水平合成変形より算定）と比較することにより，
提案した残存軸耐力評価手法の妥当性・適用性及び精度を検証する。各評価手法による RC 造柱
の残存軸耐力の算定結果を表 5.14に纏める。尚，表 5.14において，残存軸耐力寄与分の割合のう
ち実験値は，5.4.4項で述べた通りアクチュエータが試験体の変形に追随できなくなったことによ
り低下した軸力，すなわち，推定した軸崩壊限界点の変形で実際に作用していた軸力を用いて求
め，主筋とコンクリートの残存軸耐力は上記で求めた割合で推定した軸崩壊限界点で保持してい
ると推定される軸力（柱に作用させた定軸力）を分配したものである。各残存軸耐力評価手法に
よる計算値と実験値との比較を図 5.48に示す。また，コンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の
割合を図 5.49に示す。 
本研究における3体の試験体に対する残存軸耐力算定値と実験値の比較を表す図 5.48（a）より，
松川らの評価手法による残存軸耐力の算定値と実験値との比率はほぼ 0.75以下，Elwood, Moehle
らの評価手法による残存軸耐力の算定値と実験値との比率は約 0.75となったのに対して，本研究
における残存軸耐力の算定値と実験値との比率は試験体 3体とも 0.75～1.0間に分布していること
から，松川ら及び Elwood, Moehleらの評価手法と比べて本研究で提案した評価手法の精度は相対
的に高いことが分かる。 
また，コンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合を表す図 5.49 に示すように，Elwood, 
Moehleらの評価手法と比べて松川ら及び本研究の評価手法による結果は実験結果とほぼ対応する
ことが分かった。Elwood, Moehleらの評価手法ではアーチ機構の影響を考慮していないため，主
筋の残存軸耐力寄与分の割合が小さく，コンクリートの残存軸耐力寄与分の割合が大きくなる。
一方，松川らの評価手法ではアーチ機構の影響を考慮していないが，コンクリートの残存軸耐力
評価式における仮定の違いのために，アーチ機構の影響の有無がコンクリート・主筋の残存軸耐
力寄与分の割合に大きな影響を与えていない。その結果，松川らの評価手法におけるコンクリー
トの残存軸耐力寄与分の割合は実験結果とほぼ一致することになった。 
アーチ機構の影響を考慮していない松川ら及び Elwood, Moehleらの評価手法による主筋の寄与
分の算定値と実験値を比較した表 5.14より，算定値は実験値より明らかに小さく，それによりア
ーチ機構の影響が存在することが分かる。また，アーチ機構の影響を考慮していない松川ら及び
Elwood, Moehleらの評価手法により算定した主筋の残存軸耐力寄与分は，本研究で提案した評価
手法による結果の約 1/3～1/2である。アーチ機構の影響の考慮の有無は，RC造柱の残存軸耐力評
価に大きな影響を与えると言える。 
以上のように，RC造柱の残存軸耐力評価精度だけでなく，主筋とコンクリートそれぞれの残存
軸耐力寄与分の割合の精度から見ると，本研究で提案した残存軸耐力の評価手法が妥当であり，
精度が比較的高いことが分かる。 
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表 5.14 残存軸耐力の算定値と実験値の比較 
試験体 RC320-0.2%-0.2，軸崩壊限界点における合成水平変形 51.74mm 
実験値と算定値 
残存軸耐力の割合（%） 残存軸耐力（kN） 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
加力実験 19*1 81*1 100 23*2 97*2 120 
松川ら 37 63 100 30 51 81 
EIwood,Moehleら 46 54 100 43 51 94 
本研究 19 81 100 22 91 113 
       
試験体 RC320-0.2%-0.3，軸崩壊限界点における合成水平変形 43.07mm 
実験値と算定値 
残存軸耐力の割合（%） 残存軸耐力（kN） 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
加力実験 27*1 73*1 100 46*2 124*2 170 
松川ら 33 67 100 30 60 90 
EIwood,Moehleら 42 58 100 43 60 103 
本研究 17 83 100 23 111 134 
       
試験体 RC320-0.4%-0.3，軸崩壊限界点における合成水平変形 55.26mm 
実験値と算定値 
残存軸耐力の割合（%） 残存軸耐力（kN） 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
コンクリート 
寄与分 
主筋 
寄与分 
合計 
加力実験 25*1 75*1 100 43*2 127*2 170 
松川ら 56 44 100 60 48 108 
EIwood,Moehleら 64 36 100 86 48 135 
本研究 23 77 100 38 128 166 
*1：5.4.4項で述べた通り，低下した軸力に対して求められた比率。 
*2：推定した軸崩壊限界点で保持されているべき軸力を*1の比率で分配した軸力。 
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図 5.48 残存軸耐力の算定値と実験値の比較 
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図 5.49 コンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合 
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5.5 まとめ 
 
本章では，まず，2015年 5～8月に行った加力実験における RC造試験体の設計，及び計測・加
力計画を述べた。次に，各試験体における荷重と変形の関係及び破壊過程を説明した。最後に，
各試験体の軸崩壊限界点の時のせん断補強筋の応力状態，及び残存軸耐力の算定値と実験値の比
較を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 本実験では，第 4 章の鉄筋のみによる試験体（試験体 R200-15）の加力実験とは異なり，
水平力がほぼ 0の時に試験体の変形急増現象が観察され，それと第 2章で説明した軸崩壊
限界点におけるせん断力が 0 である状態が対応し，定義した軸崩壊限界点の妥当性が確認
できた。これは，第 4章の試験体 R200-15においてはパンタグラフの自重による付加モー
メントによりそれと同効果を生じさせる等価な水平力の影響であるが，本章の実験ではそ
の影響をできるだけ除く工夫を行った。 
(2) 水平加力の開始から軸崩壊限界点までの加力過程（一方向載荷）においては，試験体のせ
ん断力は，第 2 章で述べたように，まず水平変形の増加とともに大きくなるが，ある程度
の変形を経験した後に水平変形の増加とともに減少する傾向が把握できた。 
(3) 水平加力の開始から軸崩壊限界点までの加力過程（一方向載荷）においては，試験体の端
部断面のモーメントは，第 2 章で述べたように，軸力によるモーメントが水平変形に対し
て線形的に増加する一方で，せん断力によるモーメントがある程度の変形を経験した後に
徐々に減少することも確認できた。 
(4) 第 2 章においてせん断破壊区間にある全てのせん断補強筋の断面が降伏すると想定したう
えでコンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式を誘導したが，本研究で行ったせん断補強
筋比が 0.2%と 0.4%の試験体でも全てのせん断補強筋断面が降伏する現象が確認でき，評価
式での仮定条件との整合性が検証できた。 
(5) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法による残存軸耐力算定値は実験値とほぼ対応し，既
往研究において提案された残存軸耐力評価手法と比べて比較的に高い精度を有すことが分
かった。 
(6) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法における主筋とコンクリートの残存軸耐力寄与分の
割合は，実験値とほぼ対応する。 
(7) アーチ機構の影響の存在は，加力実験データより確認できた。その影響の有無は，残存軸
耐力評価手法の精度に大きく影響を与える。 
 
以上，第 2 章で提案した，コンクリートが軸力を負担できる場合の残存軸耐力評価手法の妥当
性・適用性及び精度が加力実験を通じて確認できた。しかし，提案した残存軸耐力評価式は複雑
であり，耐震設計や耐震診断への適用は困難である。そのため，残存軸耐力評価式の簡略化を行
い，それを第 6章に纏める。 
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6 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化 
 
6.1 はじめに 
 
既往研究による加力実験データベース（第 3章），及び本研究で新たに行った加力実験（第 4章
及び第 5 章）より，本研究で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法（第 2 章）の妥当性及び適
用性が確認できた。しかし，提案した RC 造柱の残存軸耐力評価式の形は複雑であり，このまま
では，耐震診断や耐震設計に適用することが困難である。そのため，本章では，第 2 章で提案し
た RC 造柱の残存軸耐力評価手法を元の式が有する物理的な意味を大きく損わない範囲で簡略化
することを試みる。 
本章では，まず，残存軸耐力評価手法の簡略化のプロセスを説明する。次に，簡略化した評価
手法をある特定の部材に適用して簡略化前後の算定結果の変化を調べる。最後に，加力実験デー
タベース及び新たに行った加力実験のデータを用いて簡略化した残存軸耐力評価手法の精度検証
を行う。 
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6.2 RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化 
 
RC 造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化に用いる柱のせん断破壊区間の力学モデル及び仮定条
件は，第 2 章 2.4 節のそれと同様である。ここで，せん断破壊区間の力学モデル及びせん断破壊
区間に対するモーメント釣り合い式のみを再掲し，図 6.1及び式（6.1）にそれぞれ示す。 
N
δ
Q=0
NR,S
QR,S
MR,S
=NR
NR,C
QR,C
NR,S
QR,S
MR,S
NR,C
QR,C
e
アーチ機構
(残存軸耐力)(軸崩壊限界点の定義より)
(全ての主筋の応力状態及び変形状態が同様である)  
図 6.1 RC造柱のせん断破壊区間のモデル化（軸崩壊限界点，図 2.3再掲） 
ここで， 
N  ：軸崩壊限界点における作用軸力（残存軸耐力 RN と等しい）； 
SRN ,  ：各主筋の作用軸力； 
SRQ ,  ：各主筋の作用せん断力； 
SRM ,  ：各主筋の作用モーメント； 
n  ：主筋の本数； 
CRN ,  ：コンクリート部分の作用軸力； 
CRQ ,  ：コンクリート部分の作用せん断力； 
e  ：上下端部のコンクリートに作用する軸力の偏心距離； 
d  ：水平変形 
である。 
 
第 6章 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化 
 
 
 
 6-3
また，コンクリートの残存軸耐力寄与分の求め方は，第 2 章 2.5 節のそれと同様である。ここ
で，コンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式のみを再掲し，式（6.2）に示す。 
主筋の残存軸耐力寄与分の求め方は，第 2 章 2.6 節のそれとほぼ同様である。ただし，N-M 全
塑性相関関係の理論式（式（6.3））を近似する際に，図 6.2に示すように，楕円方程式（式（6.4））
でなく直線方程式で N-M 全塑性相関関係の理論式を近似する[6.1]。直線方程式で近似した N-M 全
塑性相関関係の近似式を式（6.5）に示す。 
eNnMnN CRSRSR ,,, 2 +=d  
（6.1） 
式（2.5）再掲 
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MR,S
NR,S
3
π(　)fy
(　 ) fy3
4
2 式（2.20）再掲d
2
d
2
式（6.3）式（6.5）
近似（直線） 理論 近似（楕円）式（2.19）再掲
式（6.4）
 
図 6.2 N - M 全塑性相関関係の近似 
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式（6.1）及び式（6.5）を連立して得られる主筋 1本あたりの残存軸耐力寄与分の評価式は式（6.6）
のようになる。式（6.6）は，楕円方程式による N-M全塑性相関関係の近似式から導いた評価式（式
（6.7））と比べて形が非常に簡単である。コンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式（式（6.2）），
及び簡略化した主筋の残存軸耐力寄与分の評価式（式（6.6））を式（6.8）に代入するとせん断破
壊した RC 造柱の残存軸耐力評価式となる。また，内部コンクリートが軸力を負担できない場合
は，コンクリートの残存軸耐力寄与分を 0 とすると，せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価
式は式（6.9）になる。 
本研究では，式(6.8)はせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力の簡略評価式として位置づけ，ま
た，式(6.9)は鉄筋のみの場合の簡略評価式として位置づける。コンクリートが軸力を負担できる
場合の評価式の式(6.8)は，主筋の残存軸耐力寄与分（第 1 項，以下で説明する式(6.9)と同様），
アーチ機構の影響による主筋の残存軸耐力寄与分の増加分（第 2 項）及びコンクリートの残存軸
耐力寄与分（第 3 項）より構成される。一方，コンクリートが軸力を負担できない場合の評価式
の式(6.9)は，主筋の残存軸耐力寄与分のみより構成される。なお，これらの式は，N-M全塑性相
関関係を直線で近似することで簡略化前の式よりも低めの計算値を与えるものとなる。 
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式（2.21）再掲 
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以上の残存軸耐力評価手法の簡略化より，第 2 章において示した評価モデルの物理的な意味が
評価式（式(6.8)）の上でも明確になり，かつ簡便に残存軸耐力を評価することが可能となる。ま
た，既往の累加強度式（松川ら，式(1.20)；Elwood，Moehle ら，式(1.24)）と比較して，ここで
提案された簡略評価式はアーチ機構による残存軸耐力への影響が極めて明確になる。 
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6.3 適用例 
 
第 2章 2.9節において適用例として用いた RC造柱（図 6.3）を再び適用例として用い，N-M全
塑性相関関係（楕円近似式（式（6.4））及び直線近似式（式（6.5）））の違いによる RC造柱の残
存軸耐力の変動と，その水平変形増加に従う変化，加えて，式（6.8）における主筋とコンクリー
トそれぞれの寄与分の変化を調べる。 
残存軸耐力の算定の際に用いた，各パラメータは 2.9節と同様である。せん断破壊区間の材軸
長さ 0L は，既往の文献[6.2]より初期せん断ひび割れ角度を 60°と仮定した上で算定する。また，
コンクリート切断面における静摩擦係数m は，文献[6.1]では軸崩壊時の水平変形の関数としてそ
の算定式が提案されているが，本研究では「現場打ち同等型プレキャスト鉄筋コンクリート構造
設指針（案）・同解説」[6.3]に従って一定の値として 0.6を採用する。内部コンクリートが軸力を負
担できる場合とできない場合それぞれについて，簡略化した RC造柱の残存軸耐力評価手法の適
用結果をそれぞれ図 6.4及び図 6.5に示す。 
先ず，N-M全塑性相関関係近似式（楕円近似式（式（6.4））及び直線近似式（式（6.5）））の違
いによるせん断破壊した RC造柱の残存軸耐力の変動について述べる。内部コンクリートが軸力
を負担できる場合とできない場合の双方のケースにおいて，N-M全塑性相関関係直線近似式（式
（6.5））から算定した残存軸耐力は，N-M全塑性相関関係楕円近似式（式（6.4））による結果と概
ね対応していることが分かる（図 6.4及び図 6.5）。また，直線近似式（式（6.5））から算定した残
存軸耐力は，楕円近似式（式（6.4））による結果より若干小さく安全側の評価結果となっている。 
次に，内部コンクリートが軸力を負担できる場合とできない場合の双方のケースにおいて，簡
略化した柱の残存軸耐力評価式（式（6.8）及び式（6.９））より算定した柱の残存軸耐力は水平変
形の増加とともに減少することが分かる（図 6.4及び図 6.5）。また，コンクリートが軸力を負担
できる場合において，簡略化した柱の残存軸耐力評価式（式（6.8））における第 2項（アーチ機
構の影響）は，水平変形の増加とともに第 1項（主筋寄与分）及び第 3項（コンクリート寄与分）
より激しく低下する。 
最後に，図 6.4に示すように，コンクリートが軸力を負担できる場合において，簡略化された
柱の残存軸耐力評価式による主筋の残存軸耐力寄与分（アーチ機構の影響を考慮した）の割合は，
水平変形の増加とともにアーチ機構の影響が小さくなるために，減少することが分かる。 
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b×D：550mm×550mm
 
図 6.3 想定した RC造柱の断面（図 2.7再掲） 
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（コンクリートが軸力を負担できる場合） 
図 6.4 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力と水平変形の関係 
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図 6.5 せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力と水平変形の関係 
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6.4 加力実験データによる簡略化した RC造柱の残存軸耐力評価式の精度検証 
 
6.3節では，適用例を通じて簡略化前後の RC造柱の残存軸耐力評価手法による算定結果がほぼ
一致することが分かった。本節では，内部コンクリートが軸力を負担できない場合及びできる場
合の両方のケースについて，第 3章で作成した加力実験データベース及び第 4章と第 5章で示し
た加力実験データを用い，簡略化した残存軸耐力評価式の精度を検証する。 
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(1)内部コンクリートが軸力を負担できない場合 
内部コンクリートが軸力を負担できない場合の残存軸耐力の簡略化した評価手法の精度検証を，
第 4章にて示した検証実験の加力データより行う。残存軸耐力の実験値（パンタグラフの自重や
大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除去後の値），及び簡略化前後の残存軸耐力評価手法
（式（2.25）及び式（6.9））による算定値を表 6.1に纏め，三者の比較を図 6.6に示す。 
表 6.1及び図 6.6に示すように，簡略化後の残存軸耐力評価手法による算定値は，簡略化前より
やや小さくなるが，両者がほぼ対応する。表 6.1に示すように，簡略化前に対する簡略化後の残
存軸耐力の比率は約 0.85～0.95の間に分布している。本研究で行った加力実験においては，簡略
化後の残存軸耐力評価手法による算定値と実験値の比率は約 0.8である（図 6.6）。 
 
表 6.1 残存軸耐力の算定値と実験値の比較（降伏強度 427MPa） 
試験体名 
軸崩壊限界点の 
水平変形(mm) 実験値(kN) 
算定値(kN) 
簡略化前 簡略化後 簡略化後/簡略化前 
R200-15 136.64 14.86 11.42 10.96 0.96 
R400-15 115.76 15.19 13.48 12.84 0.95 
R200-30 67.46 28.23 23.07 21.28 0.92 
R200-50 35.45 47.48 43.46 37.74 0.86 
R300-30 57.58 29.48 26.99 24.59 0.91 
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図 6.6 簡略化前後の RC造柱の残存軸耐力の評価手法の精度比較 
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(2)内部コンクリートが軸力を負担できる場合 
内部コンクリートが軸力を負担できる場合における残存軸耐力の簡略化した評価手法の精度検
証を，第 3章で作成したデータベース及び第 5章における検証実験の加力データより行う。残存
軸耐力の実験値（パンタグラフの自重や大変形によるアクチュエータの傾きの影響を除去後の値），
及び簡略化前後の残存軸耐力評価手法（式（2.22）及び式（6.8））による算定値を表 6.2に纏め，
三者の比較を図 6.7に示す。また，簡略化前後の残存軸耐力評価手法におけるコンクリートと主
筋の寄与分の割合を図 6.8及び図 6.9に示す。尚，本研究で行った実験における残存軸耐力実験値
は，導入した一定軸力である（詳細は 5.4.6項を参照のこと）。 
表 6.2及び図 6.7に示すように，簡略化後の残存軸耐力評価手法による算定値は，簡略化前より
やや小さくなるが，両者がほぼ対応する。表 6.2に示すように，簡略化前に対する簡略化後の残
存軸耐力の比率は約 0.85～0.95の間に分布している。これらの試験体においては，簡略化後の残
存軸耐力評価手法による算定値と実験値の比率はほぼ 0.75~1.25の間に分布している（図 6.7）。ま
た，図 6.8及び図 6.9を比較することにより，簡略化前後のコンクリートと主筋の残存軸耐力の割
合はほぼ一致することが分かる。 
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6.5 まとめ 
 
本章では，まず，残存軸耐力評価手法の簡略化のプロセスを説明した。次に，適用例を用いた
検討により，簡略化前後の残存軸耐力評価手法による算定結果の変動を把握した。最後に，作成
した加力実験データベース及び本研究で新たに行った加力実験のデータを用いて，簡略化後の残
存軸耐力評価手法の精度検証を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 簡略化後の RC造柱の残存軸耐力の評価式は，簡略化前よりその形が非常に簡単で，また，
第 2 章で提案した残存軸耐力の評価モデルの物理的な意味を明確に反映することができた。 
(2) 加力実験データに基づく精度検証より，簡略化後の残存軸耐力評価手法による算定結果は，
簡略化前の算定結果の約 0.85～0.95倍となり，やや安全側の評価を与えることが分かった。 
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7 結論 
 
本研究では，いわゆる新耐震基準施行以前に設計された RC 造建物に多く見られる，せん断補
強筋の不足，非構造壁による短柱化などが原因でせん断破壊が発生しうる RC 造柱を対象に，そ
の柱がせん断破壊した後の軸耐力の低下による軸崩壊のメカニズムを理論的に解明するとともに，
定量的な残存軸耐力評価手法の開発を目的とし，せん断破壊した柱の力学モデルの構築，それに
基づく残存軸耐力評価手法の提案，及び加力実験結果を用いた評価手法の妥当性・適用性の検討・
検証を行った。以下に，本論文において各章から得られた知見を章ごとに纏めて示す。 
 
第 1 章「序論」では，いわゆる新耐震基準施行以前に設計された RC 造建物においてせん断破
壊が発生しうる柱がせん断破壊した後の残存軸耐力評価が極めて重要であることを述べた。また，
それについての既往研究を紹介することを通じて，それらの研究における未解決の課題を抽出し
た。既往研究においては，せん断破壊後の軸耐力低下による軸崩壊のメカニズムは完全に明らか
になっておらず，このことが原因で合理的かつ高精度な残存軸耐力評価手法が提案されていない。
本研究では，軸崩壊メカニズムの解明と残存軸耐力の合理的かつ高精度な評価式の提案を目的と
し，理論の展開や実験的な検証を実施する。 
 
第 2 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の提案」では，軸崩壊限界点の定義や
せん断破壊した柱の力学モデルの構築，及びそれに基づく軸崩壊メカニズムの解明や定量的な評
価手法の提案を行った。本章では，まず，建物自重による長期軸力と地震動によるせん断力が作
用しせん断破壊した RC 造柱に対して，柱のせん断破壊区間の端部断面の作用モーメントと水平
変形の関係に基づいて軸崩壊限界点を定義するとともに，その時の柱に作用する外力や負担する
内力を明らかにした。次に，過去に行われた地震被害調査結果からせん断破壊後の RC 造柱の破
壊形態を把握した上で，合理的な仮定を導入して RC 造柱のせん断破壊区間における力学モデル
を構築した。最後に，軸崩壊限界点の定義及び構築した RC 造柱のせん断破壊区間における力学
モデルに基づいてせん断破壊した RC 造柱の軸崩壊現象のメカニズムを理論的に説明し，定量的
な残存軸耐力評価手法を提案した。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 本研究では力学理論に基づいて軸崩壊限界点を定義し，その時の柱に作用するせん断力が
0 であることを明らかにした。多くの既往研究においては，加力実験結果に基づいて軸崩
壊限界点における柱のせん断力が 0 となることを仮定した評価がなされてきたが，ここで
はその理論的背景を明らかにした。 
(2) 本研究で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法において，既往研究で提案された評価手
法と比べて大きく異なる点は，内部コンクリートに形成されたアーチ機構の影響とそれに
よる主筋の残存軸耐力の増加が考慮できることである。また，提案した RC 造柱の残存軸
耐力評価手法における評価モデルを用いて RC 造柱の軸崩壊のメカニズムを合理的に説明
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した。 
(3) せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価式は，主筋の N-M全塑性相関関係を楕円近似す
ることにより，水平変形の陽関数で表すことができる。この評価式をある特定の部材に適
用して主筋のN-M全塑性相関関係の理論式と近似式による残存軸耐力の算定結果を比較す
ることにより，近似式に基づいて誘導した評価式は，理論式による算定結果と照らして概
ね妥当であることが確認できた。また，残存軸耐力は，水平変形の増加とともに減少する
傾向が見られた。さらに，コンクリートに形成されたアーチ機構による影響（それによる
主筋の残存軸耐力の増加）が水平の増加とともに減少し，主筋残存軸耐力寄与分の割合も
減少する傾向も見られた。 
(4) 地震時にせん断破壊区間にあるせん断補強筋が破断する場合や慣性力その他の影響で柱内
部のコンクリートが外部に飛散する場合には，内部コンクリートは軸力を負担できなくな
る。本研究では，この場合のコンクリートの残存軸耐力寄与分を 0 とし，その状況に応じ
た RC造柱の残存軸耐力評価式も誘導した。 
 
第 3 章「既往の加力実験データを用いた RC 造柱の残存軸耐力評価手法の精度検証」では，既
往研究による RC 造柱の加力実験データを収集して作成したデータベースを用い，第 2 章で提案
した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の妥当性を検証した。本章では，まず，加力実験データの収
集条件を設定して，16体の試験体からなる RC造柱の加力実験データベースを作成した。次に，
データベースを用い，本研究で提案した評価手法及び既往研究で提案された評価手法をそれぞれ
適用し，残存軸耐力評価式におけるコンクリートと主筋の寄与分を明らかにするとともに，本研
究で提案した評価手法の精度や適用性を検討した。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 加力実験データベースを用い，本研究で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法及び既
往の研究で提案された評価手法による適用結果を比べることにより，本研究で提案した
評価手法の精度が相対的に高いことが明らかになった。本研究で提案した評価手法によ
る算定結果は実験値の約 0.75~1.25倍となる。 
(2) 本研究で提案した評価手法は，せん断補強筋比が 0.5%以上と高い試験体に対して過大評
価となっており，適用にあたってはせん断補強筋比の適用範囲について吟味する必要が
あると考えられ，第 5章で検討した。 
(3) 既往研究で提案された評価手法（Elwood，Moehleら）と本研究で提案した評価手法にお
いては，評価理論の違いによってコンクリートと主筋の残存軸耐力寄与分の割合が大き
く異なることがわかった。どの評価手法におけるコンクリートと主筋の寄与分の割合が
実状に近いかを加力実験の結果に基づいて詳しく検討する必要があると考えられる。 
 
第 4 章「主筋のみの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験」では，既往の
加力実験データベースには，第 2 章で提案したコンクリートが軸力を負担できない場合の残存軸
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耐力の評価手法に対応する加力実験結果が存在しないため，鉄筋のみによる試験体柱の加力実験
を計画し，提案した評価手法の妥当性及び適用性を詳しく検証した。本章では，まず，鉄筋のみ
による試験体の設計・製作，及び実験の加力・計測計画について説明した。次に，各試験体の荷
重と変形の関係及び破壊経過を述べた。最後に，加力実験データに基づいて軸崩壊限界点を求め，
その時の主筋応力状態を分析し，第 2 章で仮定した通り全塑性状態となっているかどうかを確認
した。また，残存軸耐力の算定値と実験値の比較，及びその結果に対する考察を行った。本章で
得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 加力過程において試験体の水平・鉛直変形が急増する現象が観察された時の水平力がほぼ
0であることより，定義した軸崩壊限界点の妥当性が確認できた。 
(2) 第 2 章で述べたように，水平加力の開始から軸崩壊限界点までの加力過程において，試験
体のせん断力は，まず水平変形の増加とともに大きくなるが，ある程度の変形を経験した
後に水平変形の増加とともに減少する傾向が加力実験結果より把握できた。 
(3) 水平加力の開始から軸崩壊限界点までの加力過程において，試験体の端部断面のモーメン
トは，軸力によるモーメントが水平変形に対して線形的に増加する一方で，せん断力によ
るモーメントがある程度の変形を経験した後に徐々に減少することも加力実験結果より確
認できた。 
(4) 評価式の誘導の際に仮定したせん断破壊区間の主筋の端部断面が全塑性応力状態となって
いることを，加力実験結果に基づいて確認した。 
(5) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法による算定値は，実験値より若干小さいが，両者が
ほぼ対応することが分かった。本研究で提案した残存軸耐力評価手法及び既往研究におい
て提案された評価手法による算定結果の比較により，本研究で提案した評価手法は比較的
高い精度を有すことが分かった。 
(6) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法による算定値が実験値より若干小さい原因は，両端
固定で鉛直力と水平力が作用する柱部材において，最大水平耐力以降の端部断面の内力（せ
ん断力及びモーメント）と水平変形関係の曲線の傾き（負勾配）が主筋に生じた歪硬化の
影響により緩和されたことが原因であると特定できた。 
(7) 本研究で提案した残存軸耐力評価式及び既往研究における残存軸耐力評価式においては，
残存軸耐力の大きさはせん断破壊区間の長さに依存しない特徴を有することを，加力実験
結果から歪硬化による影響を除く修正検討により確認できた。つまり，理想的な弾塑性材
料であれば残存軸耐力の大きさはせん断破壊区間の長さに依存しないことが明らかとなっ
た。 
 
第 5 章「コンクリートの抵抗を考慮した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の検証実験」では，既
往の加力実験データベースを用いて主筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力寄与分を求めるこ
とが不可能であるため，新たに RC 造試験体柱の加力実験を行い，その加力結果に基づいて提案
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した RC 造柱の残存軸耐力の評価手法を詳細に検討し，提案した評価手法の妥当性及び適用性を
詳しく検証した。本章では，まず，RC造柱試験体の設計・製作，及び実験の加力・計測計画につ
いて説明した。次に，各試験体の荷重と変形の関係及び破壊経過を述べた。最後に，加力実験デ
ータに基づいて軸崩壊限界点を求め，その時のせん断補強筋の断面応力状態と仮定した断面応力
状態を比較することにより，提案した評価手法のせん断補強筋比の適用範囲を調べた。また，主
筋とコンクリートそれぞれの残存軸耐力寄与分についての算定値と加力実験より得られた実験値
を比較することにより，提案した残存軸耐力評価手法の妥当性及び適用性を検証した。本章で得
られた知見を以下に示す。 
 
(1) 加力過程において試験体の水平・鉛直変形が急増する現象が生じた時にせん断力がほぼ 0
であったことにより，RC造柱の残存軸耐力の評価手法における軸崩壊限界点の定義が妥当
であることが確認できた。 
(2) コンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式の誘導の際に仮定した，せん断破壊区間にある
せん断補強筋が軸崩壊限界点において降伏状態になることを，加力実験データに基づいて
確認した。従って，本研究で行ったせん断補強筋比が 0.2%と 0.4%の試験体においては，仮
定条件を満たした。また，第 3章で述べた通り，せん断補強筋比 0.5%以上の試験体では提
案した評価式の精度が低くなるが，本加力実験結果より，せん断補強筋比 0.4%程度までで
あれば本研究で提案した評価式は適用できる可能性が示された。 
(3) 本研究で提案した残存軸耐力評価手法による残存軸耐力の算定値は実験値とほぼ対応する
ことが分かった。提案した評価手法による算定結果は実験値の約 0.75~1.0 倍となる。本研
究で提案した残存軸耐力評価手法と既往研究において提案した評価手法による算定結果の
比較により，本研究で提案された評価手法は比較的高い精度を有すことが明らかになった。 
(4) 本研究で提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法における主筋とコンクリートの残存軸耐
力寄与分の割合は，実験値とほぼ対応する。 
(5) 本加力実験データに基づいてコンクリートに形成されたアーチ機構が主筋の残存軸耐力寄
与分へ影響を与えることが明らかになった。また，そのアーチ機構の影響を考慮すること，
無視することは，RC造柱の残存軸耐力における主筋寄与分に大きく影響を与える。 
 
第 6章「せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の簡略化」では，第 3章～第 5章でそ
の妥当性や適用性が確認された RC 造柱の残存軸耐力評価手法を耐震診断や耐震設計に適用しや
すくすること，また，評価モデルの物理的な意味を評価式に明確に反映することを主眼に置きつ
つ，主筋の残存軸耐力寄与分を簡略化することにより，式全体の簡略化を行った。本章では，ま
ず，主筋の残存軸耐力寄与分の評価式の簡略化プロセスを説明し，次に，特定の部材に対する評
価式の適用により簡略化前後の柱の残存軸耐力評価式による算定結果の変動を把握した。最後に，
既往研究による加力実験データベース及び本研究で新たに行った加力実験のデータを用いて簡略
評価式の精度検証を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 
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(1) 簡略化後の RC 造柱の残存軸耐力評価式は，簡略化前より評価式の形式が非常に簡単にな
る。また，提案した残存軸耐力の評価モデルの物理的な意味を簡略評価式に明確に反映す
ることができた。 
(2) 加力実験データに基づく検討より，簡略評価式による算定結果は，簡略化前の算定結果の
約 0.85～0.95倍で，やや安全側の評価を与えることが分かった。 
 
第 7章「結論」ては，本章であり，本論文で得られた成果と今後の課題について取り纏めた。 
 
以上のように，本論文は，いわゆる新耐震基準施行以前に設計された RC 造建物に多く見られ
る，せん断破壊が発生しうる RC 造柱の残存軸耐力評価手法を提案し，加力実験データに基づい
てその妥当性及び適用性について検討・検証を行ったものであり，RC造建物の耐震診断や耐震設
計に資する知見を提供するものである。 
しかしながら，提案した評価手法は，鉄筋の付着や主筋の内力などについての理想な仮定を前
提として構築した評価理論で，2.9節で議論した通り適用範囲に留意する必要があると考えられる。
これを踏まえ，今後検討すべき項目としては，以下のものが考えられる。 
 
(1) 本評価手法の適用対象は，せん断破壊区間における鉄筋の付着が無視できるほど小さい破
壊状態の RC 柱となる。鉄筋の付着が無視できない場合，トラス機構の影響を考慮した残
存軸耐力評価手法を新たに構築する必要があると考えられる。 
(2) 本評価手法では，せん断破壊区間の端部が回転しないことを前提として，全ての主筋の端
部内力（軸力，せん断力，及びモーメント）が等しいと仮定している。せん断破壊区間の
端部に回転が生じる場合，各主筋間の端部の内力は等しくないため，その分布に関するよ
り合理的な仮定を導入する必要があると考えられる。 
(3) 本評価手法では，コンクリートの寄与分を求める際に，既往研究に基づいて初期せん断ひ
び割れの角度を 60°と仮定している。実建物の RC造柱においては，初期せん断ひび割れ
の角度は常に一定の値 60°ではなく，柱のせん断スパン比や作用軸力などのパラメータに
より異なると考えられる。その場合，柱のせん断スパン比や作用軸力などのパラメータに
応じた初期せん断ひび割れの角度の推定手法が必要であると考えられる。 
(4) 本評価手法では，内部コンクリートの作用力の釣り合い関係よりコンクリートの残存軸耐
力寄与分を求めている。このコンクリートの残存軸耐力寄与分評価式は，一般的な柱の軸
圧縮耐力の評価式と異なり，コンクリート強度の関数となっていない。しかし，コンクリ
ートの強度が非常に低い場合，せん断補強筋降伏前にコンクリートが破壊し，評価結果の
精度が低下すると考えられる。そのため，コンクリートの強度とせん断補強筋の強度のバ
ランスに応じて本評価手法を改善する必要があると考えられる。 
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また，既往研究[7.1]~[7.3]におけるせん断破壊後の耐力低下が著しい部材を有する架構の静的載荷
実験結果より，せん断破壊した柱を含む RC 造建物に対して，せん断破壊した柱の軸耐力が激し
く低下しても，建物の自重がせん断破壊した柱の周囲部材を通じて基礎まで伝達し，建物の崩壊
を免れる可能性があることが分かっている。つまり，建物の崩壊は，梁・柱部材間の応力再分配
を考慮した架構全体の鉛直保持能力に依存して生じる。そのため，せん断破壊した柱を含む RC
造建物の崩壊評価は，せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力だけでなく，梁・柱部材間の応力伝
達を考慮した RC 造建物の架構全体の残存鉛直耐力評価手法を引き続き開発する必要があると考
えられる。 
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付録 1 主筋の座屈が発生しないという仮定の妥当性の検証 
 
1 はじめに 
 
第 2 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の提案」では，柱が軸崩壊に至るまで
主筋の座屈が発生しないと仮定した上で，力学理論に基づいた RC 造柱の残存軸耐力評価手法を
提案した。しかし，コンクリートが剥離・剥落することによって主筋への拘束（補剛効果）が低
下するため，軸力の大きさ，主筋の形状等によっては主筋が座屈する可能性は否定できない。そ
こで，付録 1では，第 3章で構築した加力実験データベースを構成する RC 造柱を対象として，
せん断破壊後の柱における主筋の座屈の発生可能性を分析し，第 2 章で導入した主筋の座屈が発
生しないという仮定の妥当性を検証する。 
本検証では，まず，想定した主筋の座屈種類に基づいて柱の座屈荷重（主筋が座屈する時の柱
の作用軸力）を算定する。次に，算定した柱の座屈荷重を用いてそれに応じた柱の軸力比を算定
する。最後に，算定した主筋が座屈する時の柱の軸力比と通常の設計範囲の柱の軸力比を比較す
ることより，柱がせん断破壊した後に主筋の座屈が発生し得るかどうかを分析し，主筋の座屈が
発生しないという仮定の妥当性を検証する。 
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2 検証方針 
 
本検証においては，主筋の境界条件と座屈モードの設定，柱の座屈荷重の算定，及び主筋が座
屈する時の柱の軸力比の算定を以下のように行う。 
①主筋の境界条件と座屈モード： 
せん断破壊後の RC 造柱は，コンクリートが剥離・剥落することによって主筋への拘束が低下
するためせん断破壊区間（付図 1.1）の主筋が座屈する可能性が無いとは言えない。また，腰壁や
床，柱に取り付く梁の拘束によって柱及び柱のせん断破壊区間の両端に回転が生じない，せん断
破壊した柱の周辺部材が存在するためせん断破壊区間の両端はほとんど移動できないと想定する。 
以上より，本検証では主筋の座屈種類は座屈長さがせん断破壊区間の全長さ L0（付図 1.1）と等
しい，水平移動が拘束された両端固定の座屈モードを想定する。 
 
N
Q
M
Mδ
L0
L0
-
δ
2
2
L=
軸力
モーメント
軸力せん断力
せん断破壊区間
端部（上）
端部（下）
 
付図 1.1 RC造柱のせん断破壊区間（図 2.1再掲） 
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②柱の座屈荷重の算定： 
各主筋の負担軸力が同様であると仮定した上で，水平変形が 0 の時における主筋の弾性座屈荷
重（式（付 1.1））を算定する。一定の鉛直力が作用する柱においては，水平変形が 0の時におけ
る柱の軸力（材軸方向の力）が最も大きく，水平変形の増加とともに柱の傾きが大きくなるため
柱に導入した軸力が徐々に減少する。つまり，水平変形が 0 の時に座屈が発生する可能性が最も
高いと考えられる。そのため，本検証では，水平変形が 0 の状態における柱の座屈可能性を議論
する。 
せん断破壊した柱において内部コンクリートが破壊してもある程度軸力を負担できることが考
えられるが，本検証では内部コンクリートの軸力負担分を無視して主筋の座屈荷重が柱の座屈荷
重と等しいとする。つまり，これは第 2 章で述べたコンクリートが軸力を負担できない状況に相
当し，その状況における本検討結果は，安全側の結果を与える。 
 
2
2
,
k
S
SE
l
IEnN p=  
ここで， 
（付 1.1） 
SEN ,  ：主筋の座屈荷重，  
SE  ：鉄筋のヤング係数（2×105MPa），  
I  ：主筋の断面二次モーメント，  
kl  ：有効座屈長さ（柱のせん断破壊区間の軸方向長さ 0L の 0.5 倍と等しい，算定方法は 2.9節参照），  
n  ：主筋の本数，  
である。  
 
③柱の軸力比の推定： 
求めた主筋の座屈荷重を用い，式（付 1.2）より主筋が座屈する場合における柱の軸力比を推定
する。 
 
bDF
N
C
SE ,* =h  
ここで， 
（付 1.2） 
*h  ：想定した主筋の座屈が発生する場合に応じる柱の軸力比，  
CF  ：コンクリートの強度，  
である。  
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3 検証結果 
 
本検証では，第 3 章の作成した加力実験データベースにおける試験体の断面詳細を用いて，上
記の検証方針に基づいて主筋の座屈が発生する場合の柱の軸力比を推定する。検証結果を付表 1.1
及び付図 1.2 に示す。同図に示すように，主筋の座屈が発生する場合における柱の軸力比はほと
んど 0.3以上となり，各試験体の加力実験時の軸力比よりほとんど大きいことが分かる。つまり，
コンクリートの軸力負担分を無視したとしても柱の座屈荷重は，加力実験時の作用軸力よりほと
んど大きいことである。 
以上より，主筋の径が極めて小さい場合，本数が少ない場合，及び軸力が一部の主筋に集中す
る場合などの極端な例を除いて，通常の設計範囲の軸力比（0.3程度までを想定）であれば主筋の
座屈が発生する可能性は低く，第 2 章で導入した主筋の座屈が発生しないという仮定が妥当であ
ると考えられる。 
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4 まとめ 
 
本付録では，せん断破壊区間の主筋に，座屈長さがせん断破壊区間の全長さ L0と等しい，水平
移動が拘束された両端固定の座屈モードでの座屈が生じると想定し，第 3章における加力実験デ
ータベースを用いてコンクリートが軸力を一切負担できないとの条件のもとで柱の座屈荷重を求
めた。また，柱の座屈荷重による柱の軸力比と通常の設計範囲の軸力比を比較することにより，
第 2章の RC造柱の残存軸耐力評価手法に導入した主筋の座屈が発生しないという仮定の妥当性
を検証した。その結果，通常の設計範囲の軸力比（0.3程度まで想定）を有する RC造柱であれば
せん断破壊後に柱の主筋に座屈が発生する可能性は低く，第 2章で導入した主筋の座屈が発生し
ないという仮定が妥当であると考えられる。
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付録 2 柱の初期せん断ひび割れの角度に関する感度解析 
 
1 はじめに 
 
第 2章「せん断破壊した RC造柱の残存軸耐力評価手法の提案」における RC造柱の残存軸耐力
評価式を導く際に，まず，既往の研究[付 2.1]より柱の初期せん断ひび割れ角度θ（付図 2.1）が一定
の値である 60°と仮定した上で柱のせん断破壊区間の材軸方向長さ 0L （付図 2.1 及び付図 2.2）
を求め，次に，求めた 0L を用いてコンクリート（式（付 2.1））や主筋の残存軸耐力寄与分（式（付
2.2）及び式（付 2.3））を算定することとした。 
コンクリートの残存軸耐力寄与分評価式（式（付 2.1））に示すように，せん断破壊区間の材軸
方向長さ 0L はせん断破壊区間のせん断補強筋の本数（ 0L /s）を決定する。つまり，柱の初期せん
断ひび割れ角度θはその値が大きくなればなるほど，算定したせん断破壊区間の材軸方向長さ 0L
が長くなり，それに従いせん断破壊区間のせん断補強筋の本数が多くなり，コンクリートの残存
軸耐力寄与分が大きくなることが分かる。 
また，主筋の残存軸耐力寄与分評価式（式（付 2.2）及び式（付 2.3））に示すように，コンクリ
ートのアーチ機構（NR,Ce）による主筋の残存軸耐力寄与分の増加もせん断破壊区間の材軸方向長
さ 0L に依存する。つまり，柱の初期せん断ひび割れ角度θは大きくなればなるほど，算定したせ
ん断破壊区間の材軸方向長さ 0L が長くなり，コンクリートの上下端部断面における軸力作用位置
間の距離（e）が大きくなり，それによってアーチ機構の影響が大きくなるため主筋の残存軸耐力
寄与分の増加分も大きくなることが分かる。 
以上で述べたように，柱の初期せん断ひび割れ角度θは，柱の残存軸耐力の評価に対して重要
なパラメータであると言える。しかし，付録 5 で後述するように過去に行われた加力実験におい
ては 60°以外の初期せん断ひび割れ角度も観察されている。そのため，コンクリートや主筋の残
存軸耐力負担分が柱の初期せん断ひび割れ角度θにどの程度敏感に依存するかを調べることが必
要であると考えられる。 
そこで，本付録では，まず，既往研究に基づいて柱の初期ひび割れ角度θの変動範囲を設定す
る。次に，柱の初期せん断ひび割れ角度を変化させて水平変形に応じた RC 造柱の残存軸耐力を
求め，RC造柱の残存軸耐力が柱の初期せん断ひび割れ角度θにどの程度敏感に依存するかを分析
する。 
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付図 2.1 柱の初期せん断ひび割れ角度θ 
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付図 2.2 せん断破壊区間から取り出したコンクリートにおける作用力の分布（図 2.4再掲） 
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（付 2.3） 
（2.12）再掲 
ここで， 
0L  ：せん断破壊区間の材軸方向長さ， 
D  ：柱のせい， 
c  ：RC造柱のかぶりコンクリート厚さ， 
q  ：斜めの切断面と水平方向のなす角度， 
d  ：主筋の公称直径， 
'd  ：せん断補強筋の公称直径， 
s  ：せん断補強筋の間隔， 
wA  ：せん断補強筋の断面積（1本分）， 
wyf  ：せん断補強筋の降伏強度， 
N  ：斜めの切断面に垂直な力， 
m  ：静摩擦係数， 
である。 
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2 検証結果 
 
RC 造柱の残存軸耐力が柱の初期せん断ひび割れ角度θにどの程度敏感に依存するかを分析す
る前に，柱の初期せん断ひび割れ角度θの変動範囲及び想定した柱の断面詳細を説明する。 
既往の研究において柱のせん断初期ひび割れ角度θの推定手法がいくつか提案されている。そ
のうち，最も基本的な推定手法は，コンクリートに生じる引張主応力度とコンクリートの引張強
度の関係より初期せん断ひび割れ角度を推定する手法である。しかし，既往研究[付 2.2]においては，
その手法による初期せん断ひび割れ角度推定値はせん断破壊した試験体で観察された実験結果よ
りかなり大きいと報告されている。Elwood,Moehle ら[付 2.2]は，加力実験結果に基づいて柱の初期
せん断ひび割れ角度の回帰推定式（付図 2.3，式（付 2.4））を提案した。提案された柱の初期せん
断ひび割れ角度の推定式は，柱の作用軸力や柱の軸圧縮耐力の関数となっている。 
本検証では，既往研究[付 2.2]を参考した上で初期せん断せん断ひび割れ角度θの変化範囲を以下
のように設定する。初期せん断ひび割れ角度θの上限を 70°とし，最低値は地震被害調査などで
見られる 45°に近い 40°とした。 
 
 
付図 2.3 初期せん断せん断ひび割れ角度θの提案式（式（付 2.4））[付 2.2] 
0
3555
P
P
+=q （単位：°） （付 2.4） 
ここで， 
P  ：柱の作用軸力， 
0P  ：柱の軸圧縮耐力， 
である。 
式（付 2.2） 
付録 2 柱の初期せん断ひび割れの角度に関する感度解析 
 
 
 
 付 2-5
また，想定した RC造柱断面詳細は 2.9節の適用例（付図 2.4）と同様である。同図に示すよう
に柱の断面寸法は，550mm×550mmで，被り厚さは 30mmである。主筋は，16本の公称直径 25mm
の異形鉄筋（SD345）である。せん断補強筋は，間隔 180mmで配筋された公称直径 10mmの異形
鉄筋（SD345）である。また，内部コンクリート切断面の静摩擦係数μを 0.6とする。 
 
550
55
0
30
主筋：16D25，SD345
せん断補強筋：D10@180，SD345
かぶり厚さ：30mm
b×D：550mm×550mm
 
付図 2.4 想定した RC造柱の断面（図 2.7再掲） 
 
初期せん断ひび割れ角度が 40°，50°，60°及び 70°の場合の，柱の残存軸耐力と水平変形の
関係を付図 2.5に示す。また，初期せん断ひび割れ角度が 60°場合の残存軸耐力（コンクリート
の残存軸耐力寄与分，主筋の残存軸耐力寄与分，及び柱の残存軸耐力）を基準に，初期せん断ひ
び割れ角度が 40°，50°，70°の場合の残存軸耐力（コンクリートの残存軸耐力寄与分，主筋の
残存軸耐力寄与分，及び柱の残存軸耐力）の比率を付図 2.6～2.8に示す。 
付図 2.5に示すように，水平変形が等しい場合，初期せん断ひび割れ角度が増加するとともに
コンクリートの残存軸耐力寄与分，主筋の残存軸耐力寄与分及び柱の残存軸耐力が大きくなるこ
とが分かる。これは本付録冒頭で述べた通りである。 
また，ある初期せん断ひび割れ角度に対して，コンクリートの残存軸耐力寄与分，主筋の残存
軸耐力寄与分及び柱の残存軸耐力の比率（付図 2.6～2.8）は，水平変形の増加によらずほぼ一定
値である。本検証の適用例において，初期せん断ひび割れ角度 40°と 50°場合のコンクリートの
残存軸耐力寄与分，主筋の残存軸耐力寄与分，及び柱の残存軸耐力は，初期せん断ひび割れ角度
60°場合のそれぞれの約 0.75倍，0.6倍，及び 0.6倍となる。また，初期せん断ひび割れ角度 70°
場合のコンクリートの残存軸耐力寄与分，主筋の残存軸耐力寄与分，及び柱の残存軸耐力は，初
期せん断ひび割れ角度 60°場合のそれぞれの約 1.4倍，1.75倍，及び 1.75倍となる。しかし，コ
ンクリートの残存軸耐力寄与分と比べて主筋の寄与分は大きいため，柱の残存軸耐力の比率は主
筋の残存軸耐力寄与分の比率と近い結果になる。 
また，初期せん断ひび割れ角度が大きくなればなるほど，コンクリートの残存軸耐力寄与分，
主筋の残存軸耐力寄与分，柱の残存軸耐力の比率は激しく増加することも分かる。例えば，初期
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せん断ひび割れ角度 40°と 50°場合のコンクリートの残存軸耐力寄与分の比率は初期せん断ひ
び割れ角度 60°場合の約 0.75倍となる。それに対して，初期せん断ひび割れ角度 70°場合の柱
の残存軸耐力寄与分の比率は初期せん断ひび割れ角度 60°場合の約 1.75倍となる。つまり，初期
せん断ひび割れ角度が大きくなればなるほど，柱の残存軸耐力は敏感に初期せん断ひびわれ角度
に依存することが分かる。 
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付図 2.5 RC造柱の残存軸耐力と水平変形の関係（初期せん断ひび割れ角度θを変化） 
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付図 2.6 初期せん断ひび割れ角度が 60°時の残存軸耐力に対する比率（コンクリート寄与分） 
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付図 2.7 初期せん断ひび割れ角度が 60°時の残存軸耐力に対する比率（主筋寄与分） 
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付図 2.8 初期せん断ひび割れ角度が 60°時の残存軸耐力に対する比率（柱） 
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3 まとめ 
 
本付録では，まず，既往研究に基づいて柱の初期せん断ひび割れ角度の変動範囲を設定した。
次に，柱の初期ひび割れ角度を変化させて水平変形に応じた RC造柱の残存軸耐力を求め，RC造
柱の残存軸耐力が柱の初期せん断ひび割れ角度θにどの程度敏感に依存するかを分析した。その
結果，初期せん断ひび割れ角度が大きくなればなるほど，柱の残存軸耐力は水平変形レベルによ
らず敏感に初期せん断ひびわれ角度に依存することが分かった。 
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付録 3 柱の内部コンクリート切断面における静摩擦係数に関する感度
解析 
 
1 はじめに 
 
第 2 章「せん断破壊した RC 造柱の残存軸耐力評価手法の提案」では，内部コンクリートにひ
び割れが十分に進展した任意の切断面における静摩擦係数 μ を既往研究[付 3.1]より一定の値として
0.6と仮定したうえで，付図 3.1のように内部コンクリート部分の力やモーメントの釣り合い関係
に基づいて内部コンクリートの残存軸耐力寄与分（式（付 3.1））や上下断面の作用軸力間の距離
（式（付 3.2））を求める。式（付 3.1）に示すように内部コンクリートの残存軸耐力寄与分は静摩
擦係数 μに依存することが分かる。また，式（付 3.2）に示すように上下断面の作用軸力間の距離
も静摩擦係数 μに依存し，それによってコンクリートのアーチ機構の影響も静摩擦係数 μに依存
することが分かる。静摩擦係数 μ が大きくなればなるほどコンクリートのアーチ機構の影響が大
きくなり，それによる主筋の残存軸耐力負担分の増加分も大きくなる（式（付 3.3））。 
以上で述べるように，内部コンクリートの切断面における静摩擦係数 μ は，柱の残存軸耐力の
評価に対して重要なパラメータであると言える。しかし，実際にも，水平変形の増加とともに内
部コンクリートの状態に変化が生じることで静摩擦係数 μ がある範囲において変化する可能性が
あると考えられる。そのため，柱の残存軸耐力は，静摩擦係数 μ にどの程度依存するかを調べる
必要がある。 
そこで，本検証では，まず，既往研究の調査より内部コンクリート切断面の静摩擦係数 μ の変
動範囲を求める。次に，柱の内部コンクリート切断面の静摩擦係数 μ を変化させて RC 造柱の残
存軸耐力を求め，RC造柱の残存軸耐力が静摩擦係数 μにどの程度依存するかを調べる。 
付録 3 柱の内部コンクリート切断面における静摩擦係数に関する感度解析 
 
 
 
 付 3-2
NR
e
N μN
2AwfwyL0
δ
e
L0
斜めの切断面 θ
θ
s
o
2
L0
-δ2
2
2
o
NR
NR,C
QR,C=μNR,C
水平の切断面
s
D-2c-2d'-d-δ
D
δ
L0
-δ2
2
残存軸耐力
θ
 
付図 3.1 せん断破壊区間から取り出したコンクリートにおける作用力の分布（図 2.4再掲） 
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（6.6）再掲 
ここで， 
0L  ：せん断破壊区間の材軸方向長さ， 
D  ：柱のせい， 
c  ：RC造柱のかぶりコンクリート厚さ， 
q  ：斜めの切断面と水平方向のなす角度， 
d  ：主筋の公称直径， 
'd  ：せん断補強筋の公称直径， 
s  ：せん断補強筋の間隔， 
wA  ：せん断補強筋の断面積（1本分）， 
wyf  ：せん断補強筋の降伏強度， 
N  ：斜めの切断面に垂直な力， 
m  ：静摩擦係数， 
である。 
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2 検証結果 
 
RC 造柱の残存軸耐力が内部コンクリート切断面における静摩擦係数にどの程度依存するかを
分析する前に，内部コンクリート切断面における静摩擦係数の変動範囲及び想定した柱の断面詳
細を説明する。 
既往の研究[付 3.2]においては，Elwood,Moehle らは様々な仮定を導入した上で柱の加力実験結果
に基づき柱の内部コンクリート切断面の静摩擦係数 μを推定し，また，推定した静摩擦係数 μと
柱の水平変形との回帰関係式を提案した。それ以外には，柱の内部コンクリート切断面の静摩擦
係数 μ の実験値に関する報告が殆どない状態である。柱の内部コンクリート切断面の静摩擦係数
μ の実験結果が存在しない現状に対して，それと似た現象であると考えられる擁壁の滑動安定性
に関する実験結果や施工指針を参照した上で，本検討における柱の内部コンクリート切断面の静
摩擦係数 μの変動範囲を設定する。 
「プレキャスト擁壁の基礎コンクリート版上での滑動安定性に関する実験報告書」[付 3.3]におい
ては，以下の実験内容が記述されている。付図 3.2（左）に示すような擁壁本体の滑動摩擦係数（擁
壁本体とコンクリート基礎の間）を調べるため，付図 3.2（右）に示すように加力実験を行った。
同図に示すように，擁壁本体に鉛直荷重作用する状態で横からジャッキによって擁壁本体を押す
加力実験である。その結果，コンクリート体同士の滑動摩擦係数は，0.772であった。基礎コンク
リートの上に敷均しモルタルを設置する場合，滑動摩擦係数は 0.611 であった。これは，後述す
る道路土工指針における規定（0.7と規定）とほぼ整合することが分かる。 
 
    
付図 3.2 擁壁本体の滑動摩擦係数に関する加力実験（左：擁壁本体，右：加力装置）[付 3.3] 
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また，道路土工指針[付 3.4]においては，付表 3.1 に示すように擁壁底面の滑動安定計算に用いる
滑り摩擦係数を規定している。基礎地盤の種類によって滑り摩擦係数は 0.5～0.7 の範囲において
変動することが分かる。 
 
付表 3.1 基礎地盤の種類と設計定数[付 3.4] 
 
 
そこで，本付録の検討においては，以上の既往研究の実験結果や指針規定を参照した上で，静
摩擦係数 μの検討範囲を 0.5～0.8に設定する。 
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また，本検討において，想定した RC造柱断面詳細は 2.9節の適用例（付図 3.3）と同様である。
柱の断面寸法は，550mm×550mmで，被り厚さは 30mmである。主筋は，16本の公称直径 25mm
の異形鉄筋（SD345）である。せん断補強筋は，間隔 180mmで配筋された公称直径 10mmの異形
鉄筋（SD345）である。また，柱の初期せん断ひびわれ角度θを 60°に設定する。 
 
550
55
0
30
主筋：16D25，SD345
せん断補強筋：D10@180，SD345
かぶり厚さ：30mm
b×D：550mm×550mm
 
付図 3.3 想定した RC造柱の断面（図 2.7再掲） 
 
静摩擦係数が 0.5，0.6，0.7及び 0.8の場合の，柱の残存軸耐力と水平変形の関係を付図 3.4に
示す。また，静摩擦係数が 0.6の場合の残存軸耐力を基準に，コンクリートの残存軸耐力寄与分，
主筋の残存軸耐力寄与分，及び柱の残存軸耐力の比率を付図 3.5～3.7に示す。 
付図 3.4に示すように，水平変形が等しい場合，静摩擦係数 μが増加するとともに柱の残存軸
耐力が大きくなることが分かる。一方，コンクリートの寄与分は静摩擦係数 μの増加によらずほ
ぼ一定の値であり，主筋の寄与分は静摩擦係数 μの増加とともに大きくなることが分かる。その
原因は，静摩擦係数 μはコンクリートの残存軸耐力寄与分の支配的なパラメータではないが，コ
ンクリートの上下断面における作用軸力間の距離（e，式（付 3.2））の支配的なパラメータであり，
eN CR, を主要なパラメータとする主筋の残存軸耐力寄与分に影響した。 
また，静摩擦係数 μが等しい場合，コンクリートの残存軸耐力寄与分，主筋の残存軸耐力寄与
分及び柱の残存軸耐力の比率（付図 3.5～3.7）は，水平変形の増加によらずほぼ一定値である。
本検証において，静摩擦係数 0.6の場合のコンクリートの残存軸耐力寄与分に対する静摩擦係数
0.5，0.7，0.8の場合のコンクリートの残存軸耐力寄与分の比率はほぼ 1である。一方，コンクリ
ートの残存軸耐力寄与分と比べて主筋の寄与分は柱の残存軸耐力に占める割合が大きいため主筋
の残存軸耐力寄与分や柱の残存軸耐力の比率は，約 0.75～1.25となる。 
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付図 3.4 RC造柱の残存軸耐力と水平変形の関係（静摩擦係数 μを変化） 
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付図 3.5 静摩擦係数が 0.6時の残存軸耐力に対する比率（コンクリート寄与分） 
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付図 3.6 静摩擦係数が 0.6時の残存軸耐力に対する比率（主筋寄与分） 
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付図 3.7 静摩擦係数が 0.6時の残存軸耐力に対する比率（柱） 
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3 まとめ 
 
本付録では，まず，既往研究に基づいて柱の静摩擦係数 μ の変動範囲を設定した。次に，柱の
静摩擦係数 μを変化させて水平変形に応じた RC造柱の残存軸耐力を求め，RC造柱の残存軸耐力
が柱の静摩擦係数 μにどの程度依存するかを分析した。その結果，付録 2における初期せん断ひ
び割れ角度と比べて，柱の残存軸耐力は水平変形レベルによらず柱の静摩擦係数 μ に依存する割
合が小さいことが分かった。 
付録 3 柱の内部コンクリート切断面における静摩擦係数に関する感度解析 
 
 
 
 付 3-9
[参考文献] 
 
[付3.1] 日本建築学会：現場打ち同等型プレキャスト鉄筋コンクリート構造設指針（案）・同解説，2002
年 
[付3.2] Kenneth J. Ellwood Jack P. Moehle: Axial Capacity Model for Shear-Damaged Columns, ACI 
STRUCTURAL JOURNAL，pp.578-587，2005.07-08 
[付3.3] http://www.fujibayashi-c.co.jp，プレキャスト擁壁の基礎コンクリート版上での滑動安定性に
関する実験報告書 
[付3.4] 日本道路協会：道路土工要綱，2009年 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録 4 
試験体の変形急増に対する 
パンタグラフの自重による抑制作用 
  
 
 
付録 4 試験体の変形急増に対するパンタグラフの自重による抑制作用 
 
 
 
 付 4-1
付録 4 試験体の変形急増に対するパンタグラフの自重による抑制作用 
 
1 はじめに 
 
2014年 1月から 4月にかけて行った鉄筋のみによる試験体（試験体R200-15及び試験体R400-15）
の加力実験において，試験体 R200-15 では，上下スタブがほぼ接触する状態まで加力しても変形
が急増する現象は見られなかった。試験体 R200-15は，試験体 R400-15と比べ，試験体の高さ（試
験体 R200-15はスタブも含んだ全高さが 680 mmで，R400-1は 880 mmである）を除いて他のパ
ラメータ（導入した軸力，加力方法など）は同様である。ここでは，試験体の高さの違いによっ
てパンタグラフの高さや角度も変化することから，パンタグラフがその自重により水平抵抗を発
揮し，試験体の変形急増現象を抑制したのではないか，との仮説を立て検証を行う。試験体セッ
トアップを示した付図 4.1より，試験体R200-15におけるパンタグラフの高さは 1430 mmであり，
試験体 R400-15におけるパンタグラフの高さは 1630 mmである。 
また，同図より，パンタグラフ自重（その大半が斜材重量である）により回転モーメントが生
じる。さらに，モーメント釣り合いを維持するため，回転モーメントによる水平方向の抵抗力も
同時に生じる。パンタグラフが高い場合と比べ，パンタグラフが低い場合は，パンタグラフの自
重による回転モーメントが大きく（回転中心と重心の距離が大きくなる），それによる水平方向抵
抗力も大きくなる。従って，本実験では，高さが低い試験体 R200-15 に生じる水平抵抗力は，試
験体 R400-15より大きいと推察される。 
 
      
(a)試験体 R200-15           (b)試験体 R400-15 
 : アクチュエータによる水平力 
 : 試験体のせん断力 
 : パンタグラフの自重によるモーメントが生じさせる水平抵抗力 
付図 4.1 加力装置・試験体（R200-15及び R400-15）のセットアップ 
 
付図 4.1 に示す加力装置・試験体のセットアップの力の釣り合い観点からみると，アクチュエ
ータによる力は，試験体のせん断力とパンタグラフ自重によるモーメントが生じさせる水平抵抗
1630mm 1430mm 
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力と釣り合う。試験体 R200-15 の方がパンタグラフの自重による水平抵抗力が相対的に大きいた
め，試験体のせん断力が 0より小さくなっても，アクチュエータによる力が 0より大きければ，
水平方向の釣り合いが維持され，試験体がせん断耐力を喪失しても変形が急激に進展することは
ない。一方，試験体 R400-15の方がパンタグラフの自重による水平抵抗力は相対的に小さいため，
試験体のせん断力が 0となる時にアクチュエータによる力もほぼ 0となる。水平変形がさらに進
むと，試験体に変形急増現象が生じる。 
本節では，上述したパンタグラフの自重に起因する水平抵抗力が試験体の変形急増を抑制する
ことの影響を，次のように検証する。まず，主筋の軸方向歪度から試験体の内力を求める。次に，
試験体の内力，錘・パンタグラフを含めた加力装置の各部の重さ及び位置関係を用いて水平外力
（水平アクチュエータによる力に相当）を算定する。最後に，算定した水平外力と水平アクチュ
エータによる計測値を比較し，ここで両者（算定値と計測値）が一致していれば，パンタグラフ
の自重が水平変形を抑制した原因であると特定できる。 
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2 アクチュエータによる水平力の求め方 
 
アクチュエータによる水平力 Qの求め方は，試験体 R400-15を例に説明する（付図 4.2）。付図
4.2に示す力学モデルに対しては，水平と鉛直方向の力の釣り合い式を式（付 4.1）及び式（付 4.2）
に示す。 
 
 
 
 
付図 4.2 加力装置・試験体のセットアップの力学モデル（試験体 R400-15） 
ここで， 
Q  ：水平外力， 
N  ：錘の重量（パンタグラフの重量を含む）, 
1F  ：パンタグタフの斜材（左下）の軸力， 
2F  ：パンタグタフの斜材（右下）の軸力， 
q  
：パンタグラフの斜材が水平方向となす角度（水平・鉛直変形及びパンタグラフの
寸法から求める）， 
specimenN  ：試験体の負担軸力， 
specimenQ  ：試験体の負担せん断力， 
specimenM  ：試験体の負担モーメント， 
である。 
N
Q
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式（付 4.1）及び式（付 4.2）を連立して求めたアクチュエータによる水平外力に相当する力 Q
は式（付 4.3）で求められる。式（付 4.3）右側の第一項はパンタグラフの自重によるモーメント
が生じさせる水平抵抗力に相当する力である。 
 
specimenQFFQ ++= qcos)( 21  （付 4.1) 
specimenNFFN ++= qsin)( 21  （付 4.2) 
specimen
specimen QNNQ +-= q
q
cos
sin
)(
 (付 4.3) 
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3 計算結果 
 
試験体のせん断力と水平変形の関係，算定した水平外力と水平変形の関係，及び水平アクチュ
エータによる水平力の計測値と水平変形の関係を付図 4.3に示す。試験体 R200-15及び R400-15
において，パンタグラフを含む加力装置の自重から算定した水平外力は，水平アクチュエータに
よる力の計測値と概ね対応した。従って，水平アクチュエータによる力の計測値と試験体のせん
断力の間に差が生じる原因は，パンタグラフを含む加力装置の自重であったと特定できた。また，
試験体 R200-15の水平アクチュエータによる力の計測値と試験体のせん断力との差が R400-15の
それより大きい原因は，パンタグラフの高さの違いによる水平抵抗力の違いである。 
そのため，試験体 R400-15においては，パンタグラフの自重の影響を含む水平力の測定値が 0
まで減少して変形急増現象が生じた一方，試験体 R200-15においてはパンタグラフの高さが相対
的に低いため，それによる水平抵抗力が相対的に大きく，水平力の測定値が 0まで減少していな
かった。もし，試験体 R200-15において，水平力の測定値が 0となるように（つまり，パンタグ
ラフを高めにセットアップしていれば）加力できたならば，水平変形の急増現象が観測できたも
のと考えられる。 
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(b)試験体 R400-15 
付図 4.3 ジャッキによる水平力と柱のせん断力の比較 
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4 まとめ 
 
本付録では，試験体R200-15とR400-15の加力装置の違いを比較することにより，試験体R200-15
に変形急増現象が発生しなかった原因を説明した。それは，この種の実験加力時における留意点
である。本論文の 4章では，このパンタグラフ自重による影響を考慮した上で，軸崩壊限界点の
議論を行う。 
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 付 5-1
付録 5 既往研究による加力実験データベースにおける各試験体のせん
断破壊区間の高さ 
 
1 はじめに 
 
本研究で提案したせん断破壊後の RC 造柱の残存軸耐力評価手法を詳しく検証するため，せん
断破壊区間の主筋とコンクリートの軸力負担分の実験値を歪ゲージにより計測される歪度から求
めることが必要である。そのため，試験体の製作段階においては，せん断破壊が発生する区間に
ある主筋に歪ゲージを貼付することが極めて重要であり，せん断破壊区間の特定が実験の実施に
不可欠である。付録 5では，第 3章で構築したデータベースを構成する試験体の破壊状況写真を
収集し，クリアスパン比とせん断破壊区間の関係を調査した。 
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2 せん断破壊区間の高さの調査結果 
 
付図 5.1より，収集した試験体のうち，クリアスパン比が 2.0より小さい試験体では，柱の内法
高さとせん断破壊区間がほぼ一致することが分かる。逆に，クリアスパン比が 2.0 より大きい試
験体では，試験体のほぼ中央にせん断破壊が生じる例のほか，やや上端に近い例も散見される。 
従って，せん断破壊区間を特定するためには，クリアスパン比 2.0以下とすることが望ましい。 
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試験体名：N27C[付 2.1] 
クリアスパン比：3 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
試験体名：N18M[付 2.1] 
クリアスパン比：3 
せん断破壊区間<柱内法高さ 
  
試験体名：N27M[付 2.1] 
クリアスパン比：3 
せん断破壊区間<柱内法高さ 
試験体名：2C[付 2.2] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
付写真 5.1 各試験体のせん断破壊区間の高さ（次のページへ続く） 
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試験体名：3C[付 2.2] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
試験体名：2M[付 2.2] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
  
試験体名：3M[付 2.2] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
試験体名：2M13[付 2.2] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間<柱内法高さ 
付写真 5.1 各試験体のせん断破壊区間の高さ（次のページへ続く） 
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試験体名：NO.3[付 2.3] 
クリアスパン比：4 
せん断破壊区間<柱内法高さ 
試験体名：NO.4[付 2.3] 
クリアスパン比：4 
せん断破壊区間<柱内法高さ 
  
試験体名：S1[付 2.4] 
クリアスパン比：2.5 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
試験体名：S2[付 2.4] 
クリアスパン比：2.5 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
付写真 5.1 各試験体のせん断破壊区間の高さ（次のページへ続く） 
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試験体名：PG1.7[付 2.5] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間≒柱内法高さ 
試験体名：PG3.0[付 2.5] 
クリアスパン比：2 
せん断破壊区間＜柱内法高さ 
付写真 5.1 各試験体のせん断破壊区間の高さ（前のページからの続き） 
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3 まとめ 
 
既往研究によるせん断破壊区間の高さとクリアスパン比の関係の検討結果に基づいて，本検証
実験においては試験体のクリアスパン比を 2.0とすることとした。 
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質疑・回答 
 
【質疑 1】（塩原先生） 
本研究では，P-Δ効果を考慮して柱の軸崩壊時の残存軸耐力と水平変形の関係を評価している。
また，加力実験（第 5章）においては，水平変形が約 40mmの時（変形角が約 10%）に，試験体
RC320-0.2%-0.3 が軸崩壊限界点に至った。しかし，RC 造純ラーメンに対しては，層間変形角が
10%の場合，せん断破壊ではなくて曲げ破壊でも建物骨組が自重を支持できなくなり倒壊する可
能性があると考えられる。そのため，第 5 章において軸崩壊限界点の水平変形が大きい（変形角
が約 10%）加力実験の結果を用いて，せん断破壊した柱の残存軸耐力と水平変形の関係を検証す
るのは適切であるか？ 
【回答 1】 
既往研究の加力データベースにおける各試験体の詳細を用いて算定した軸崩壊時の残存軸耐力算
定値と実験値の比率と変形角の関係を図 1 に示す。本研究の評価手法による残存軸耐力算定値と
実験値の比率は，試験体柱の変形角の増加とともに大きく変化する傾向が見られない。そのため，
変形角が相対的に大きい試験体の加力実験の結果を用いて本評価手法に関する検証を行うのは大
きな問題にならないと考えられる。また，実際の骨組で部材角 10%まで進むかはわからないが，
軸力が小さい骨組であればそこまで変形が進む可能性もある。 
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図 1 試験体の残存軸耐力算定値と実験値の比率と変形角の関係（崩壊時） 
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【質疑 2】（楠先生） 
せん断破壊した柱の残存軸耐力の評価手法（第 2章）においては柱のせん断力が 0になる状態を
軸崩壊限界点と定義したが，加力実験においてはせん断力が 0 より大きい時に試験体の変形急増
現象が観察された。つまり，軸崩壊限界点の定義と試験体の変形急増現象は整合していない。そ
のため，定義した軸崩壊限界点の妥当性はどのように理解するか？ 
【回答 2】 
第 5 章の加力実験においては，鉛直ジヤッキの傾きの影響により生じた水平分力が常に存在する
ため（特に，水平変形が大きい時に，水平分力がかなり大きく水平ジャッキの水平力と比較して
もその存在を無視できない），柱のせん断力が 0まで減少する加力をできなかった。そのため，軸
崩壊限界点の定義と異なり，せん断力が 0 より大きい時に試験体の変形急増現象が観察されたと
説明できる。 
 
【質疑 3】（楠先生） 
本研究においては，一定の長期軸力が作用する状態（つまり，地震力なしの場合），あるいは地震
発生中，どちらの状態を想定しているか？ 
【回答 3】 
本研究における柱の残存軸耐力評価理論は，水平地震力が作用する状態の柱の残存軸耐力評価理
論であり，地震発生中に柱に作用する軸力と本研究で提案した残存軸耐力と比較して崩壊を判定
する。 
 
【質疑 4】（楠先生） 
本研究では，柱の残存軸耐力を議論しているか，あるいは，一定の長期軸力が作用する場合の柱
の軸力支持の変形限界を議論しているか？ 
【回答 4】 
本研究で提案した評価手法は，せん断破壊した柱の残存軸耐力の評価手法であり，柱の残存軸耐
力を中心とする内容である。また，提案した残存軸耐力評価手法の適用方法として，例えば，日
本の耐震診断基準における第 2 種構造要素の判定などを想定しており，副次的には変形限界を議
論できる。 
 
【質疑 5】（楠先生） 
せん断破壊した柱の力学モデル（第 2 章）においては，全ての主筋の内力が等しいという仮定を
用いているが，主筋を骨組モデルにおける柱と見なせば，引張側・圧縮側柱の存在するため仮定
が成立しないのでは？ 
【回答 5】 
本評価理論においては，せん断破壊区間の端部に回転自由度を与えていない。このため，通常の
骨組モデルとは異なり，全ての主筋の内力が等しいと考えられる。実建物は，せん断破壊区間の
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端部にある程度の回転が発生し，それによる主筋の変動軸力が生じることが考えられる。この場
合，厳密的に各主筋の内力や変形が等しいことは言えないが，その差が極端に大きくない場合に
は，全ての主筋に均等に平均化された応力度が作用すると考えて良い。 
 
【質疑 6】（長井先生） 
本博士論文ではせん断破壊した柱の軸崩壊メカニズムを明らかに解明したと記述しているが，単
に「モデル化に成功した」と書くのが適切では？ 
【回答 6】 
本研究では，実際の破壊現象をモデル化し，普遍的な力学理論を用いて，破壊現象を説明したと
考えている。このことは，破壊機構（メカニズム）を解明することと同義であると著者は考えて
おり，「メカニズムを明らかにした」と記述しても問題ないと考えている。 
 
【質疑 7】（長井先生） 
本研究の提案した柱の残存軸耐力評価手法においては，コンクリートの役割についてどういうに
理解するか？ 
【回答 7】 
コンクリートの残存軸耐力寄与分は，コンクリートを支えるせん断補強筋の降伏強度で決定され
ている。従って，本モデルにおけるコンクリートの役割は，せん断補強筋に応力を伝える役割で
あると言える。 
 
【質疑 8】（目黒先生） 
本研究では，せん断破壊した RC 造柱における拘束される内部コンクリートの応力状態は，鉄筋
による枠に隙間がなくなるまでコンクリートの塊を詰める状態とほぼ同様であるか？ 
【回答 8】 
本研究における考慮した RC 造柱の内部コンクリート応力状態は，鉄筋による枠に隙間がなくな
るまでコンクリートの塊を詰める状態と同様であると考えている。従って，この問題はコンクリ
ート強度とせん断補強筋のバランスの問題である。第 3 章で構築したデータベースでは，コンク
リート強度 25N/mm2とせん断補強筋比 0.39%（降伏強度 355N/mm2）のバランスの試験体におい
て残存軸耐力を精度よく評価できた。このことで直ちにコンクリート強度とせん断補強筋比がそ
れぞれ半分になった柱においても良好に残存軸耐力を評価できるとは言えないが，可能性がある
とは言える。 
 
【質疑 9】（中埜先生） 
本研究において提案した RC 造柱の残存軸耐力評価手法が成立する前提条件は，せん断補強筋が
破断しないことである。せん断補強筋が破断する場合，柱の軸崩壊時の水平変形はどうなるか？ 
【回答 9】 
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せん断補強筋が破断する場合，内部コンクリートが軸力を負担できなくなるため柱が小さい変形
で軸崩壊が発生し残存軸耐力としては過大評価になると考えられる。 
 
【質疑 10】（中埜先生） 
本研究の柱の残存軸耐力評価手法は，コンクリートの強度が低い柱の評価結果はどうなるか？ま
た，それは，提案したコンクリートの残存軸耐力寄与分の評価式でどういうに反映されるか？ 
【回答 10】 
現状の評価式では，コンクリート強度が評価式のパラメータとなっていないため，コンクリート
強度が高くても低くても算定結果は同じである。コンクリート強度が低い場合に問題となるのは，
コンクリート寄与分のモデル化において，せん断補強筋がコンクリートの破壊より先に生じると
仮定している点で，コンクリートが先に破壊すれば当然のことで精度は悪くなる。 
 
【質疑 11】（目黒先生） 
コンクリートの強度が著しく低い場合，主筋の座屈が生じ，また，斜めの切断面の角度θが変化
することが考えらえる。このことについてどう考えるか？ 
【回答 11】 
コンクリートが軸力を負担できない場合，主筋座屈の発生可能性については付録 1 に示した。そ
の結果，通常の設計範囲の RC柱の場合，主筋の座屈が生じる可能性は低いと考えられる。また，
本研究における斜めの切断面は，力の釣り合い式を構築する点と一意に定めるための便宜上の変
数である。従って，コンクリート強度と角度θは関係がない。 
 
【質疑 12】（楠先生） 
コンクリートの斜めの切断面において，コンクリートに圧縮力が作用している。そのため，コン
クリートの強度の観点から，斜めの切断面の角度θに制限を設定する必要があるか？ 
【回答 12】 
回答は【回答 11】と同じである。 
 
【質疑 13】（楠先生） 
梁・柱間の応力伝達の影響によってせん断破壊した柱の作用軸力が減少し，せん断破壊した柱 1
本の残存軸耐力だけで評価するのは危険側になると考えられる。例えば，梁・柱間の応力伝達の
影響によって隣の柱部材の作用軸力が大きくなるため先に軸崩壊が生じる。それについてどう考
えるか？ 
【回答 13】 
せん断破壊した柱 1 本の残存軸耐力だけで建物の崩壊安全性を評価するのは困難である。本研究
は独立柱を対象とし行ったもっとも基礎的な研究であり，それに加えて梁・柱の応力伝達の影響
を考慮して建物架構を対象とする建物崩壊の評価手法の開発が必要であると考えられる。 
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【質疑 14】（目黒先生） 
本研究で提案した残存軸耐力評価手法を実建物に適用する際に，実験や理論とは異なる様々な事
象が生じうるが，そうすると柱の残存軸耐力評価精度は低下すると思われる。適用範囲や条件を
どう考えているか？ 
【回答 14】 
本研究の提案した残存軸耐力評価手法においては，いくつか仮定をした上で評価理論を構築した。
例えば，既往研究に基づいて，初期せん断ひびわれの角度θを 60°と仮定した。実建物に対して，
柱のせん断スパン比によって初期せん断ひび割れの角度がある範囲で変動することが考えられ，
そのまま適用すると本評価手法の精度が悪くなる。また，前記に述べるように内部コンクリート
の強度が低い場合，本評価手法の精度も低くなると考えられる。そのため，地震被害における柱
の破壊状態や材料特性に応じて提案した残存軸耐力評価手法の適用範囲を今後も吟味する必要が
あると考えられる。 
 
【質疑 15】（中埜先生） 
初期せん断ひび割れ角度を 60°に設定した上で，加力実験データベースを用いて提案した残存軸
耐力評価手法の精度が既往研究の評価手法より高いことが分かった。もし，初期せん断ひび割れ
角度θを小さく設定したら本評価手法の精度が悪くなり，破壊メカニズムもうまく説明できない。
それについてどう考えるか？ 
【回答 15】 
付録 2 で述べるように柱の残存軸耐力はコンクリート切断面の摩擦係数μを介して初期せん断ひ
び割れ角度に大きく依存するため，柱の残存軸耐力評価に対して初期せん断ひびわれ角度が極め
て重要なパラメータである。加力実験データベースにおける試験体の初期せん断ひび割れ角度を
60°と仮定して実験値とほぼ一致するため，残存軸耐力評価手法の精度が高い結果が得られた。
本残存軸耐力評価手法の適用範囲を広げるため，柱の寸法や配筋などに応じてより合理的な初期
せん断ひび割れ角度の設定方法を検討する必要がある。 
  
 
 
